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税務訴訟資料 第２６６号－５７（順号１２８３５） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税決定処分等取消請求事件 

国側当事者・国（園部税務署長事務承継者一関税務署長事務承継者今津税務署長） 

平成２８年３月２９日棄却・控訴 

判 決 

原告 Ａ 

同代表者理事 甲 

同訴訟代理人弁護士 前野 修一郎 

柊 善太 

同補佐人税理士 鳴海 佑亮 

玉村 洋平 

被告 国 

同代表者法務大臣 岩城 光英 

園部税務署長事務承継者一関税務署長事務承継者 

処分行政庁 今津税務署長 

江羅 直介 

同指定代理人 安實 涼子 

酒井 武 

青木 典一 

福本 一法 

中山 雅司 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 園部税務署長が原告に対して平成２３年６月２７日付けでした次の各処分をいずれも取り消

す。 

（１）平成１９年１月１日から同年１２月３１日までの事業年度に係る法人税決定処分のうち所

得金額４８６万５０９２円及び納付すべき税額１０７万０３００円を超える部分並びに無申

告加算税賦課決定処分のうち１８万９０００円を超える部分 

（２）平成２０年１月１日から同年１２月３１日までの事業年度に係る法人税決定処分及び無申

告加算税賦課決定処分 

（３）平成２１年１月１日から同年１２月３１日までの事業年度に係る法人税決定処分及び無申

告加算税賦課決定処分 

２ 園部税務署長が原告に対して平成２３年６月２７日付けでした次の各処分をいずれも取り消
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す。 

（１）平成２０年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間に係る消費税及び地方消費税の

決定処分のうち、消費税の納付すべき税額５１万８４００円を超える部分及び地方消費税の

納付すべき税額１２万９６００円を超える部分並びに無申告加算税賦課決定処分のうち１０

万３０００円を超える部分 

（２）平成２１年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間に係る消費税及び地方消費税の

決定処分のうち、消費税の納付すべき税額７９万７８００円を超える部分及び地方消費税の

納付すべき税額１９万９４００円を超える部分並びに無申告加算税賦課決定処分のうち１７

万３０００円を超える部分 

第２ 事案の概要 

 本件は、特定非営利活動促進法２条２項に規定する特定非営利活動法人（以下「特定非営利

活動法人」という。）である原告が、園部税務署長から、平成１９年１月１日から同年１２月３

１日まで、平成２０年１月１日から同年１２月３１日まで及び平成２１年１月１日から同年１

２月３１日までの各事業年度（以下、併せて「本件各事業年度」といい、各年度を特定する場

合には、「平成１９事業年度」などという。）に係る法人税の各決定処分（以下「本件法人税各

決定処分」という。）及び本件各事業年度の法人税に係る無申告加算税の各賦課決定処分（以下

「本件法人税各賦課決定処分」という。）並びに平成２０年１月１日から同年１２月３１日まで

の課税期間（以下「平成２０課税期間」という。）及び平成２１年１月１日から同年１２月３１

日までの課税期間（以下「平成２１課税期間」といい、平成２０課税期間と併せて「本件各課

税期間」という。）に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の各決定処分（以

下「本件消費税等各決定処分」といい、本件法人税各決定処分と併せて「本件各決定処分」と

いう。）並びに本件各課税期間の消費税に係る無申告加算税の各賦課決定処分（以下「本件消費

税等賦課決定処分」といい、本件各決定処分及び本件法人税各賦課決定処分と併せて、「本件各

決定処分等」という。）を受けたことに対し、①原告がホームレス及びそれに準じる者（以下、

併せて「ホームレス等」という。）に対して建物の居室を居住用として貸し付ける事業（以下「本

件建物貸付業」という。）は、法人税法２条１３号の定める収益事業に該当しない、②原告が、

淡水魚であるホンモロコを養殖し、放流又は販売する事業（以下「本件ホンモロコ事業」とい

う。）は、収益事業に該当し、その経費等を所得金額の計算において損金として算入すべきであ

る、③原告が岡山県倉敷市内の生活情報等を掲載した地域情報誌である「Ｂ」を作成して無料

で配布する事業（以下「本件Ｂ事業」という。）は、収益事業に該当し、その経費等を所得金額

の計算において損金として算入すべきである、④原告が株式会社Ｃ（以下「Ｃ」という。）及び

株式会社Ｄ（以下「Ｄ」といい、Ｃと併せて「本件各関連法人」という。）に対するものとして

平成２０・２１事業年度に計上した業務委託管理費（以下「本件業務委託管理費」という。）を、

所得金額の計算において損金として算入するとともに、課税仕入れとしてその消費税額を控除

すべきであると主張して、本件各決定処分等の一部（原告主張の所得金額及び税額を超える部

分）の取消しを求めている事案である。 

１ 本件に関係する法令等の定め 

（１）公益法人等の収益事業から生じた所得に対する法人税について 

ア（ア）法人税法（平成１９事業年度及び平成２０事業年度においては平成２０年法律第２

３号による改正前のもの。平成２１事業年度においては平成２２年法律第６号による
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改正前のもの。特に断らない限り以下同じ。）は、公益法人等と同種の事業を行う他の

内国法人との競争条件の平等を図り、課税の公平を確保するとの観点から、「内国法人

は、この法律により、法人税を納める義務がある。ただし、公益法人等又は人格のな

い社団等については、収益事業を行う場合［中略］に限る。」（同法４条１項）、「内国

法人である公益法人等又は人格のない社団等の各事業年度の所得のうち収益事業から

生じた所得以外の所得及び清算所得については、第５条（内国法人の課税所得の範囲）

の規定にかかわらず、それぞれ各事業年度の所得に対する法人税及び清算所得に対す

る法人税を課さない。」（同法７条）とそれぞれ規定している。 

（イ）特定非営利活動法人は、法人税法その他法人税に関する法令の規定の適用について

は、同法２条６号に規定する公益法人等とみなされる（特定非営利活動促進法〔平成

２３年法律第７０号による改正前のもの。以下同じ。〕４６条１項）。 

イ（ア）法人税法２条１３号は、収益事業とは、販売業、製造業その他の政令で定める事業

で、継続して事業場を設けて行われるもの（営まれるもの）をいう旨を規定している。 

（イ）法人税法施行令（平成１９事業年度においては平成１９年政令第８３号による改正

前のもの。平成２０事業年度においては平成２０年政令第１５６号による改正前のも

の。平成２１事業年度においては平成２２年政令第５１号による改正前のもの。特に

断らない限り以下同じ。）５条１項は、法人税法２条１３号に規定する政令で定める事

業として、物品販売業、不動産販売業等の３４事業（平成２０年政令第１５６号によ

る改正前においては３３事業。その性質上その事業に付随して行われる行為を含む。

以下「特掲事業」という。）を定めている。なお、農林業、漁業及び水産養殖業（以下

「農林業等」という。）は、特掲事業に含まれておらず、収益事業には該当しない。 

ウ（ア）法人税法施行令５条１項は、特掲事業として「物品販売業」を掲げているところ（同

項１号）、法人税基本通達（昭和４４年５月１日付け直審（法）２５国税庁長官通達。

以下「基本通達」という。）１５－１－９（平成２４年課法２－１７による改正前のも

の。以下同じ。）は、物品販売業には、自己の栽培、採取、捕獲、飼育、繁殖、養殖そ

の他これらに類する行為により取得した農産物、畜産物、林産物又は水産物（以下「農

産物等」という。）をそのまま又は出荷のために最小限必要とされる簡易な加工を加え

た上で直接不特定又は多数の者に販売する行為が含まれるが、農産物等（出荷のため

に最小限必要とされる簡易な加工を加えたものを含む。）を特定の集荷業者などに売り

渡す行為（農林業等）は、物品販売業に該当しない旨を定めている。 

（イ）法人税法施行令５条１項は、特掲事業として「不動産貸付業」を掲げており（同項

５号）、同号イないしルに定める不動産貸付業（以下「課税対象外不動産貸付業」とい

う。）以外の不動産貸付業で、継続して事業場を設けて行われるものは収益事業に該当

することとされている。 

（ウ）法人税法施行令５条１項は、特掲事業として「請負業」を掲げているところ（同項

１０号）、基本通達１５－１－２９は、請負業と請負業以外の特掲事業との関係につい

て、公益法人等の行う事業が請負又は事務処理の受託としての性質を有するものであ

る場合においても、その事業がその性格からみて同項各号に掲げる特掲事業のうち同

項１０号以外の号に掲げるもの（請負業以外の他の特掲事業）に該当するかどうかに

より収益事業の判定をなすべきものであるとき又は他の特掲事業と一体不可分のもの
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として課税すべきものであると認められるときは、その事業は請負業には該当しない

ものとする旨を定めている。 

（エ）法人税法施行令５条１項は、特掲事業として「出版業」を掲げているところ（同項

１２号）、基本通達１５－１－３１は、出版業とは、書籍や雑誌、新聞などを制作して

出版する事業のほか、各種の名簿や統計数値、企業財務に関する情報等を印刷物等と

して刷成し、これを販売する事業を含む旨を定めている。 

（オ）法人税法施行令５条１項は、特掲事業として、「旅館業」（同項１５号）、「料理店業

その他飲食店業」（同項１６号）及び「駐車場業」（同項３１号）を掲げている。 

エ 法人税法２条１３号及び法人税法施行令５条は、公益法人等の本来の目的たる事業が収

益事業に含まれない旨を規定しておらず、基本通達１５－１－１（平成１９事業年度及び

平成２０事業年度においては平成２０年課法２－５による改正前のもの。特に断らない限

り以下同じ。）は、公益法人等が特掲事業のいずれかに該当する事業を行う場合には、たと

えその行う事業がその公益法人等の本来の目的たる事業であるときであっても、当該事業

から生ずる所得については法人税が課税されることに留意する旨を定めている。 

（２）収益事業に係る各事業年度の所得の算出方法について 

ア 法人税法上、内国法人に対して課される各事業年度の所得に対する法人税の課税標準は、

各事業年度の益金の額から損金の額を控除した所得の金額とされているところ（同法２２

条１項）、同条２項は、内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の

額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による

資産の譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のも

のに係る当該事業年度の収益の額とし、同条３項は、内国法人の各事業年度の所得の金額

の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、当

該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価、当該事業年

度の販売費、一般管理費その他の費用（償却費以外の費用で当該事業年度終了の日までに

債務の確定しないものを除く。）及び当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係

るもの（以下「原価・費用等」という。）の額とする旨規定している。 

イ 公益法人等の収益事業に係る各事業年度の所得の金額は、収益事業に係る収益の額から

収益事業に係る原価・費用等の額を控除して算出することとなるため、公益法人等は、収

益事業から生ずる所得に関する経理と収益事業以外の事業から生ずる所得に関する経理と

を区分して行わなければならないこととされている（法人税法施行令６条）。 

（３）資産の譲渡等に対する消費税について 

ア 消費税法（平成２７年法律第９号による改正前のもの。）４条１項は、国内において事業

者が行った「資産の譲渡等」には、消費税が課される旨を定めており、同法５条１項は、

事業者は、国内において行った「課税資産の譲渡等」につき、消費税を納める義務がある

旨を定めている。また、同法２条１項９号は、「課税資産の譲渡等」とは、「資産の譲渡等」

のうち、同法６条１項の規定により消費税を課さないこととされる同法別表第１に掲げる

もの以外のものをいうことと規定しており、同法２条１項８号は、「資産の譲渡等」とは、

事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供をいうことと規定

している。 

イ（ア）消費税法（平成２５年法律第６号による改正前のもの）２８条１項は、課税資産の
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譲渡等に係る消費税の課税標準は、課税資産の譲渡等の対価の額であると規定してい

る。 

（イ）消費税法（平成２４年法律第６８号による改正前のもの。特に断らない限り以下同

じ。）３０条１項は、課税標準額に対する消費税額から課税仕入れに係る消費税額を控

除する旨を規定しており、同法２条１２号は、「課税仕入れ」とは、事業者が、事業と

して他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供を受けることと

規定している。 

２ 前提事実（証拠等を掲げていない事実は、当事者間に争いのない事実である。） 

（１）当事者等 

ア（ア）原告は、平成１６年１０月●日に「Ｅ」の名称により、その目的及び事業を、伝統

工芸に関する交流施設の設置等を通じた地域づくりへの寄与等として成立した特定非

営利法人であり、平成１７年１２月３０日に「Ａ」に名称を変更し、ホームレスの社

会復帰に寄与すること等がその目的に加えられ、ホームレス等に対する寄宿所の提供

等が事業として追加され、さらに、平成１８年８月には、既存ホテル等の建物施設の

運営・管理が目的及び事業に追加された。［乙１の１ないし３］ 

（イ）原告の代表権は、設立時以降、原告の理事長である甲（以下「原告理事長」という。）

が有している。［乙１の１ないし３、乙２の１・２、乙３８、弁論の全趣旨］ 

（ウ）原告は、当初、京都府南丹市（旧船井郡）に主たる事務所を置いていたが、主たる

事務所を、①平成２３年１２月１５日、岩手県一関市に移転し、②平成２７年１０月

２６日、滋賀県高島市に移転した。上記移転に伴い、原告の納税地を所轄する税務署

長は、①園部税務署長から一関税務署長となり、②一関税務署長から今津税務署長と

なっており、それぞれ事務承継が行われた。［乙１の１ないし３、乙３８、弁論の全趣

旨］ 

イ（ア）Ｃは、地域環境の浄化に関する技術の研究及び開発並びにノウハウの譲渡及び貸与

等を行うことを目的として、平成７年１２月●日に設立された株式会社であり、その

代表取締役は原告理事長である。［乙３］ 

（イ）Ｃは、遅くとも平成１６年１２月１日から平成１７年１１月３０日までの事業年度

以後、各事業年度に係る法人税確定申告書において、従業員に対する給与や賃金を費

用として計上していない。また、Ｃは、各事業年度の法人事業概況説明書において、

その業務に従事している者が代表者１名である旨を記載していた。［乙４］ 

ウ（ア）Ｄは、不動産の調査、測量、鑑定、売買、賃貸、仲介及び管理等を目的として、昭

和６１年３月●日に設立された株式会社であり、その代表取締役は、平成９年１０月

２０日から平成１９年７月７日までの間は乙（以下「乙」という。）であり、同日以降

は原告理事長である。［甲７８、乙５］ 

（イ）Ｄは、遅くとも平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの事業年度以後、

各事業年度に係る法人税確定申告書において、従業員に対する給与や賃金を費用とし

て計上していない。また、Ｄは、各事業年度の法人事業概況説明書において、その業

務に従事している者が代表者１名である旨を記載していた。［乙６］ 

（２）原告の事業内容等 

 原告は、本件各事業年度において、本件建物貸付業、本件ホンモロコ事業、本件Ｂ事業の
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ほか、ホテルＦ（岡山県倉敷市所在。以下「本件ホテル」という。）の名称でのホテル運営事

業（以下「本件ホテル事業」という。）、ホームレス等に対する就業機会の提供等の支援事業

（以下「ホームレス等支援事業」という。）等を行っており、これらの事業の内容等は、概要、

次のとおりであった。 

ア 本件建物貸付業について 

（ア）原告は、本件各事業年度において、ホームレス等の世帯に対し、以下のａないしｄの

建物（以下、これらを併せて「Ｇマンション等」という。）の居室を居住用として貸し付

ける本件建物貸付業を行っていた。 

ａ Ｇマンション（大津市●●番地●●及び●●所在の建物） 

ｂ Ｈ（京都市西京区所在の建物） 

ｃ Ｉ（岡山県倉敷市所在の建物） 

ｄ Ｊ（滋賀県野洲市●●番地●●及び●●番地●●所在の建物。以下「Ｊ」という。） 

（イ）ａ 原告は、本件建物貸付業において、Ｇマンション等の各入居者との間において、建

物部分賃貸借契約又は定期賃貸住宅契約（以下「本件各賃貸借契約」という。）を締

結して、各入居者（ホームレス等の世帯）に対し、Ｇマンション等の居室を居住用

として有償で貸し付けていた（ただし、原告は、後述するとおり、本件建物貸付業

につき、ホームレス等支援事業に付随し、又は、これと一体として行われる事業で

あり、収益事業に該当しない旨主張している。）。［乙７の１ないし３］ 

ｂ Ｇマンション等の入居者は、本件各賃貸借契約において、原告に対し、賃料、水

道光熱費、共益費及び保証金、契約更新の際の更新料を支払うこととされていたほ

か、建物、設備品などに損傷、破損、滅失、その他の損害を与えた場合には、原告

に修理費用を支払うか損害を賠償することとされているが、原告が入居者に無償で

食事や生活品などを提供し、就労支援や実地研修を行うことは、本件各賃貸借契約

の内容とされていない。［乙７の１ないし３、弁論の全趣旨］ 

（ウ）原告は、Ｇマンション、Ｉ及びＪを宿泊所として提供する事業を、社会福祉法２条３

項８号に規定する「生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、

又は宿泊所その他の施設を利用させる事業」（以下「簡易住宅貸付業」という。）として、

地方公共団体の首長に届け出ていた。［乙８の１ないし３］ 

（エ）ａ 原告は、本件建物貸付業及びホームレス等支援事業に係る経理について、両者を

区分することなく、総勘定元帳（乙９の１ないし１９。以下「本件建物貸付・支援

元帳」という。）に勘定科目ごとに記載していた（なお、原告は、後述するとおり、

本件建物貸付業について、ホームレス支援事業に付随し、または、これと一体とし

てされる事業である旨主張している。）。［乙９の１ないし１９、弁論の全趣旨］ 

ｂ（ａ）原告は、Ｇマンション等の入居者からの家賃等の収入（以下「本件金員」と

いう。）を、本件建物貸付・支援元帳の売上勘定（乙９の１）及び雑収入勘定（乙

９の３）に計上している。なお、本件金員の受領に使用しているＫ信用金庫三

条支店の原告名義の普通預金（口座番号●●●●）については、本件各事業年

度において預金利息が発生しており、本件建物貸付・支援元帳の受取利息勘定

（乙９の２）に計上されていた。［乙９の１ないし３］ 

（ｂ）本件金員の中には、実際の入金がＧマンション等の入居者ではなく、大津市、
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野洲市及びＬ健康福祉事務所から行われたもの（以下、併せて「大津市等支払

金」という。）が、平成１９事業年度は４１２万１８１３円、平成２０事業年度

は５１９万０８００円、平成２１事業年度は６４１万９５００円含まれている。

大津市等支払金は、生活保護法３７条の２（平成２５年法律第１０４号による

改正前のもの。以下同じ。）及び生活保護法施行令（平成２６年政令第１６４号

による改正前のもの。）３条の規定に基づき、世帯主等に交付すべきこととされ

ている住宅扶助のための保護金品（以下「住宅扶助金」という。）が、地方公共

団体から住居等の提供に係る債権を有する者である原告に直接支払われたもの

であり、大津市等支払金は、生活保護法３７条の２の規定により、住宅扶助金

を交付すべき者に対して交付されたものとみなされる。［乙９の１・３、乙２５］ 

ｃ（ａ）本件建物貸付・支援元帳には、活動費として、平成１９事業年度は２２４万

７０００円、平成２０事業年度は６４４万０２６２円、平成２１事業年度は４

４３万０２３８円が計上されている（乙９の１３。以下「本件共通活動費」と

いう。）。［乙９の１３］ 

（ｂ）原告は、ホームレス等支援事業として、Ｇマンション等への入居者が、Ｍと

呼ばれる農場、「Ｎ」と称する高島市に所在する事業所（以下「Ｎ」という。）

等での事業に従事して、その活動に対する対価（活動費）を原告が当該入居者

に支払うということをしており、本件共通活動費には、このように支払われた

活動費が含まれている。なお、平成２０事業年度の本件共通活動費６４４万０

２６２円のうち、少なくとも４１４万２２６２円は、上記の活動に対する対価

として支払われたものであった。［甲７の２・３、乙９の１３、乙１０の１・２、

弁論の全趣旨］ 

（ｃ）原告は、丙に対し、少なくとも平成１９年１０月から平成２１年１２月まで

の間、毎月１８万円を支給し、丁に対し、少なくとも平成１９年１０月から平

成２１年１月までの間、毎月５０００円を支給しており、これらの支給は、本

件共通活動費として計上されていた（以下、丙及び丁に対して支給された本件

共通活動費を併せて「丙等活動費」という。）。この点、原告は、原告のホーム

ページ（以下「原告ＨＰ」という。）において、丙が、ホームレス等の就職活動

や借金返済などの相談に応じ、社会復帰の手助けをする仕事（ホームレス等支

援事業）をしている旨を公表している。［甲７の２、乙９の１３、乙１２、１３、

弁論の全趣旨］ 

（ｄ）原告は、本件各決定処分等の調査担当者に対し、「活動費」の計上について、

「ホームレス引受けケアーサポート活動・夜回り相談活動など、本来目的であ

る非営利活動の側面的外部支援に係る『雇用契約のないボランティア活動員の

外部発生費用等に対する支払』である。」と説明し、その旨を記載した書面を提

出していた。［乙１１、弁論の全趣旨］ 

イ 本件ホテル事業について 

（ア）原告は、倉敷市保健所から平成１８年６月２３日に飲食業営業許可を、同年７月２７

日に旅館業営業許可を得ており、本件各事業年度において、本件ホテル事業を行い、下

記のａないしｄの収入を得ていた。［弁論の全趣旨］ 
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ａ 本件ホテルの各客室を宿泊の用に供することにより得る収入（以下「本件ホテル宿

泊収入」という。） 

ｂ 本件ホテル内において、自動販売機による飲料等の販売及びＣＳテレビ放送等用の

プリペイドカードを販売することにより得る収入（以下「本件ホテル販売収入」とい

う。） 

ｃ 本件ホテルのレストラン及び宴会場において、飲食物を提供することにより得る収

入（以下「本件ホテル飲食収入」という。） 

ｄ 本件ホテルの駐車場の一画を、本件ホテルに隣接する美容院に対して、賃貸するこ

とにより得る収入（以下「本件駐車場賃貸収入」という。） 

（イ）原告は、本件ホテル事業に係る収入及び支出を、本件ホテル事業に係る総勘定元帳（乙

１５ないし１７の各１ないし３。以下「本件ホテル元帳」という。）に勘定科目ごとに記

帳しているが、「雑費」及び「活動費」勘定に計上されている活動費（以下「本件ホテル

活動費」という。）については、支出先を記載せずに「○月分活動費」として一括計上す

るなどしており、本件ホテル元帳の記載からは具体的活動内容や本件ホテル事業との関

連性が明らかではないものが含まれていた。なお、本件ホテル事業に係る売上金を管理

するために使用しているＯ銀行玉島北支店の原告名義の普通預金（口座番号●●●●）

及びＰ信用金庫長尾支店の原告名義の普通預金（口座番号●●●●）については、本件

各事業年度において、預金利息が発生しており、本件ホテル元帳の受取利息勘定に計上

されている。［乙１５ないし１７の各１ないし３、弁論の全趣旨］ 

ウ 本件ホンモロコ事業について 

（ア）原告は、滋賀県高島市において、休耕田や養殖池を利用して、ホンモロコを養殖し、

一部を琵琶湖へ放流するとともに、一部を販売するという本件ホンモロコ事業を行って

おり、各種団体から本件ホンモロコ事業について助成金を得ている。［甲１、弁論の全趣

旨］ 

（イ）本件ホンモロコ事業による売上金額は、本件ホンモロコ事業に係る総勘定元帳におい

て、平成２０事業年度は６万７２００円、平成２１事業年度は３万８０００円と計上さ

れている。なお、上記総勘定元帳において、ホンモロコの販売先として記載されている

のは、Ｑのみである。［乙１８］ 

エ 本件Ｂ事業について 

 原告は、倉敷市内の生活情報等を掲載した地域情報誌「Ｂ」（毎月２０日発行）を作成し、

無料で頒布していた。Ｂの創刊号は、平成１８年１２月２０日に発行されたが、平成１９

年中に休刊ないし廃刊となり、それ以降、発行されていない。［甲２の１・２、弁論の全趣

旨］ 

オ 花卉販売事業について 

 原告は、滋賀県高島市において、休耕田等を利用して、花ハスなどの植物を定植するな

どし、Ｒ組合との名称で花卉を特定の集荷業者に販売する事業（以下「本件花卉事業」と

いう。）を行っている。 

（３）本件業務委託管理費に係る経費処理等 

ア 原告は、次のとおり、本件各関連法人に対する本件業務委託管理費を、本件ホテル事業

の経費として、平成２０事業年度及び平成２１事業年度の各決算期末に計上した。なお、
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本件業務委託管理費を計上した際の相手科目は、借入金であった。［乙１９の１・２］ 

（ア）平成２０年１２月１０日 

ａ Ｃ ３６００万円 

ｂ Ｄ １２００万円 

（イ）平成２１年１２月３１日 

 Ｃ ２５００万円 

イ 原告は、本件各関連法人との間において、本件業務委託管理費に係る契約書を作成して

おらず、本件業務委託管理費について存在する証憑書類は、領収証（乙２１の１ないし３）

のみである。 

（４）本件各決定処分等の経緯 

ア 原告は、本件各事業年度について法人税の確定申告を行っておらず、本件各課税期間に

ついて消費税等の確定申告を行っていなかった。 

イ（ア）園部税務署長は、原告に対し、平成２３年６月２７日付けで、別紙１－１「本件各

決定処分等の経緯（法人税関係）」及び別紙１－２「本件各決定処分等の経緯（消費税

等関係）」の各「②決定処分等」欄記載のとおり、本件各決定処分等を行った。 

（イ）本件各決定処分等に係る異議申立て及び審査請求の経緯は、別紙１－１及び別紙１

－２記載のとおりである。 

（５）本件訴えの提起等 

ア 原告は、平成２５年４月２６日、京都地方裁判所に対し、本件訴えを提起し、同裁判所

は、被告の申立てを受けて、平成２６年３月２８日、本件訴えに係る事件を東京地方裁判

所に移送した。［顕著な事実］ 

イ 被告が本件訴訟において主張する本件各決定処分等の根拠及び適法性は、別紙２「本件

各決定処分等の根拠及び適法性（被告の主張）」記載のとおりである（なお、同別紙で用い

た略称は、以下の本文においても用いることとする）。 

ウ（ア）原告の納付すべき税額（法人税）等につき、原告及び被告が本件訴訟において主張

する金額は、別紙３「原告及び被告の主張する税額等（法人税関係）」記載のとおりで

ある。本件各事業年度における原告の所得金額を算出する際の基礎となる、①原告の

収益事業に係る収益の額、②原告の収益事業に係る原価・費用等の額のうち、当事者

間に争いのあるものは、同別紙の各別表の塗り潰された欄に記載されたものであり、

その余の欄に記載された金額については、当事者間に争いがない。 

（イ）原告の納付すべき税額（消費税等）につき、原告及び被告が本件訴訟において主張

する金額は、別紙４「原告及び被告の主張する税額等（消費税等関係）」記載のとおり

である。なお、本件各課税期間における原告の納付すべき税額（消費税等）について

は、本件業務委託管理費が課税仕入れの額に含まれるか否かのみが争いとなっており、

その余の金額（①資産の譲渡等の対価の額及び課税売上高、②課税仕入れに係る支払

対価の額及び控除税額〔本件業務委託管理費以外の部分〕）については、当事者間に争

いがない。 

３ 争点 

（１）本件建物貸付業は、収益事業である不動産貸付業に該当するか否か。 ［争点１］ 

（２）本件ホンモロコ事業は、収益事業である物品販売業に該当するか否か。 ［争点２］ 
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（３）本件Ｂ事業は、収益事業に該当するか否か。 ［争点３］ 

（４）本件業務委託管理費を損金及び課税仕入れの額に算入することの可否 ［争点４］ 

（５）原告の所得金額 ［争点５］ 

第３ 争点に関する当事者の主張の要旨 

１ 争点１（本件建物貸付業は、収益事業である不動産貸付業に該当するか否か。）について 

（１）被告の主張 

 本件建物貸付業は、原告が、本件各賃貸借契約に基づきＧマンション等の居室を入居者に

継続して賃貸し、その対価として賃料等を受領するものであり、継続して事業場を設けて行

われる不動産貸付業に該当し、かつ、課税対象外不動産貸付業に該当する事実も認められな

いから、収益事業である不動産貸付業に該当する。 

 なお、法人税法施行令５条１項５号は、課税対象外不動産貸付業の範囲を個別具体的に定

め、それ以外の不動産貸付業は収益事業に該当すると明確に規定しているのであるから、本

件建物貸付業が、ホームレス等の就労支援及び自立生活支援（ホームレス等支援事業）の一

環として行われているとしても、本件建物貸付業が収益事業に該当するか否かを判断するに

当たり、同号の規定を離れて、納税者の主観的判断に左右されるような要素を考慮すること

は、課税の公平を欠くこととなるから相当ではない。 

（２）原告の主張 

ア 公益法人等の行う事業のうち、一般営利企業が利益の獲得を目的として行う事業と同じ

類型の事業から生じた収益は、課税の公平性の確保の観点から、課税対象となる。しかし

ながら、原告は、警察、行政等から懇願されて、行政上の住宅扶助として本件建物貸付業

を行っており、宣伝や広告も一切行っていない。したがって、本件建物貸付業は、一般営

利企業の行う不動産貸付業と競合するものではなく、一般営利企業との間の課税の公平性

を根拠として、不動産貸付業に当たるということはできない。 

イ 原告は、ホームレス等の入所に際し、行政又は生活保護受給者から、生活保護法上の住

宅扶助金を受領している。しかしながら、原告は、ホームレス等に対し、居住場所を提供

するだけではなく、無償で食事や生活品等を提供し、就労支援や実地研修をも行っており、

これらの費用は、明らかに住宅扶助金の額を上回っているから、寄宿所（居室）の貸借と

住宅扶助金との間に対価性はない。したがって、原告が受領している住宅扶助金は、賃貸

料に該当せず、本件建物貸付業は、不動産貸付業に当たらない。 

ウ（ア）法人税法施行令５条１項は、収益事業について、法人税法２条１３号の掲げる特掲

事業に加え、「その性質上その事業に付随して行われる行為を含む。」と規定している

ところ、同項は、法人の行う行為（事業）について、主たる事業と付随行為を一体に

みることを前提としており、主たる事業が収益事業であるか否かによって、その付随

行為が収益事業であるか否かが決まることを前提にしているというべきである。 

（イ）法人が行う活動のうち、そのいずれが主たる事業に当たるのかは、法人の活動実態

を全体的に考察して判断すべきであるところ、原告の主たる業務は、ホームレス等の

就労支援及び自立生活支援の活動（ホームレス等支援事業）であり、本件建物貸付業

は、ホームレス等に活動拠点を提供するため、無償又は極めて低額な料金で簡易住宅

を貸し付ける行為であり、これらの活動に付随して行われているものである。 

（ウ）したがって、本件建物貸付業は、非収益事業であるホームレス等支援事業に付随し、
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又は、これと一体として行われるものであり、本件建物貸付業のみを抜き出して、不

動産貸付業と認定することは許されない。 

エ 以上のとおり、本件建物貸付業は、収益事業である不動産貸付業には当たらない。 

２ 争点２（本件ホンモロコ事業は、収益事業である物品販売業に該当するか否か。）について 

（１）被告の主張 

ア 本件ホンモロコ事業は、①淡水魚であるホンモロコを養殖し、放流する事業（以下「本

件ホンモロコ放流事業」という。）と、②ホンモロコを養殖し、販売する事業（以下「本件

ホンモロコ販売事業」という。）から成るところ、本件ホンモロコ放流事業は、対価を得る

ことなく、ホンモロコを養殖して放流する事業であるから、特掲事業には該当しない。 

イ 本件ホンモロコ販売事業は、養殖したホンモロコを特定の業者（Ｑ）に卸売する事業で

あり、農林業等に当たり、特掲事業には該当しない。 

 この点、原告は、ホンモロコを不特定多数の者に販売した旨主張しているが、本件ホン

モロコ事業に係る総勘定元帳の売上勘定には、特定の業者（Ｑ）に対する売上げのみが計

上されており、原告がホンモロコを不特定多数の者に販売した事実を認めることはできな

い。なお、仮に本件ホンモロコ販売事業が物品販売業に該当するとしても、非収益事業で

ある本件ホンモロコ放流事業とは収支を明確に区分して、本件ホンモロコ販売事業に係る

所得金額を算出する必要がある。 

（２）原告の主張 

ア 原告は、本件ホンモロコ事業において、絶滅危惧種であるホンモロコを養殖し、かつ、

不特定の業者等に販売しており、本件ホンモロコ事業は、収益事業である物品販売業に該

当する。なお、本件ホンモロコ事業は、養殖、放流、販売という不可分一体の過程からな

る性質のものであり、これを本件ホンモロコ放流事業と本件ホンモロコ販売事業とに区別

すべきものではない。 

イ この点、被告は、原告が、ホンモロコを不特定多数の者に販売した事実が認められない

としているが、原告は、以下に述べるとおり、ホンモロコを不特定多数の者に販売してい

る。なお、これらの収益金については、手伝いに当たった人への謝礼金やガス代等の経費

として使用しており、結果として赤字であったため、当時の経理担当者の判断で計上して

おらず、これらに対応する支出も費用として計上していない。 

（ア）原告は、平成２０年１１月２３日及び平成２１年１１月１９日に開催されたＳ放流会

において、それぞれ約２０人の客にホンモロコを販売し、それぞれ約２万円（単価１０

００円）の収益を上げた。 

（イ）原告は、平成２０事業年度及び平成２１事業年度に、Ｔ公園で開催された市民祭りに

おいて、それぞれ約３０人の客にホンモロコを販売し、それぞれ約３万円（単価１００

０円）の収益を上げた。 

（ウ）原告は、平成２０事業年度及び平成２１事業年度に、Ｕで開催されたＢ級グルメ大会

において、それぞれ約３０人の客にホンモロコを販売し、それぞれ約３万円（単価１０

００円）の収益を上げた。 

３ 争点３（本件Ｂ事業は、収益事業に該当するか否か。）について 

（１）被告の主張 

ア 公益法人等が、その出版物を無償で不特定又は多数の者に配布するような場合には、原



12 

則としてその出版を行う事業は、収益事業には該当しないと解すべきであり、地域情報誌

を刷成し無料にて頒布する本件Ｂ事業は、収益事業である出版業には該当しない。 

イ（ア）本件Ｂ事業は、上記アのとおり、出版業に該当するかどうかにより、収益事業の判

定をすべきであるから、基本通達１５－１－２９によれば、請負業に該当するもので

あるということはできない。 

（イ）本件Ｂ事業は、飽くまでも倉敷地域の観光施設等の情報を内容とする地域情報誌を

作成して無料で配付する事業であり、本件Ｂ事業そのものが本件ホテル事業の広告宣

伝であると認めることはできない。 

（２）原告の主張 

ア 原告は、本件Ｂ事業において、生活情報等の地域情報を掲載した印刷物（Ｂ）を、倉敷

市内の不特定多数の住民等に頒布しており、本件Ｂ事業は、収益事業である出版事業に該

当する。 

イ（ア）仮に、本件Ｂ事業が出版業に該当しないとしても、原告は、特定の業者に対し、広告

掲載という役務を提供し、その対価の支払を受けていたのであるから、本件Ｂ事業は、

収益事業である「請負業」に該当する。なお、原告は、本件Ｂ事業について、十分な

収益を見込んで、月刊Ｂを発刊していた（甲１９）。 

（イ）本件ホテル事業が収益事業に該当することについては、当事者間に争いがないとこ

ろ、Ｂは、本件ホテルを発行元とし、本件ホテル内で、本件ホテルの従業員が編集し

ており、毎号、１頁から２頁のスペースを用いて、本件ホテルの広告・宣伝が行われ

ていた。したがって、Ｂは、単なる地域情報誌ではなく、本件ホテルの広告・宣伝と

しての性質を有しており、本件Ｂ事業に係る費用は、本件ホテル事業に係る広告宣伝

費に該当するというべきである。 

４ 争点４（本件業務委託管理費を損金及び課税仕入れの額に算入することの可否）について 

（１）被告の主張 

ア 原告は、原告が成立する前である平成１６年１月５日に、原告理事長の親族等が代表者

を務める企業のグループである「Ｖ企業グループ」の総大会（以下、原告の主張する同大

会を「本件総大会」という。）が開催され、原告の設立及び業務内容、原告と本件各関連法

人との間の業務委託契約（以下、原告の主張する上記業務委託契約を「本件委託契約」と

いう。）の内容等が決定された旨主張している。しかしながら、本件総大会が開催されたこ

とを示す客観的な証拠はなく、本件総大会における議事録等の書面も作成されていない。

また、原告が本件総大会において決定されていたとする事業内容（ホームレス等に対する

支援やホテルの運営管理等）は、原告の成立時の定款及び登記事項に記載されておらず、

不自然、不合理である。さらに、事業内容や収入の程度も不明な段階においては、委託す

る業務の内容もその対価の額も定めることができるものではないから、原告の成立以前か

ら業務委託契約の内容が詳細に決定されていたというのも、不自然、不合理である。さら

に、業務委託管理費は、本件各関連法人が原告のために実際に行った業務について、その

対価として支払われるべきものであるから、原告の経常収入額に対する割合で業務委託管

理費を定めるという取決め自体、不合理なものというべきである。 

 以上によれば、本件委託契約の内容が、本件総大会において決定していたとは認められ

ない。 
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イ（ア）原告は、原告理事長や乙が本件各関連法人の代表取締役として業務をすることによ

り、本件各関連法人が原告に対して具体的な業務を提供した旨主張している。しかし

ながら、原告理事長又は乙が、本件各関連法人として、原告の各種業務を行ったこと

を裏付ける客観的な証拠は提出されていない。また、仮に、原告の主張する作業内容

等が実際に行われたとしても、Ｃの代表取締役は原告理事長であり、Ｄの代表取締役

は、平成１９年７月７日までは乙であり、それ以降は原告理事長であること、本件各

関連法人は給与等の費用を計上しておらず、従業員が存在しないことからすれば、原

告理事長及び乙が、本件各関連法人として原告の各種業務を行ったとは到底認められ

ず、原告の役員として行ったと解するのが相当である。 

（イ）原告は、日頃の活動資金についてはＣが、原告が所有する不動産の購入資金等につ

いてはＤが、それぞれ援助した旨主張している。しかしながら、原告と本件各関連法

人との間で金銭消費貸借に関する契約書は作成されておらず、本件各関連法人は、平

成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの事業年度以降の各事業年度におい

て、原告に対して貸付金を有していないのであり（乙３０、３１）、本件各関連法人が

原告に対して資金援助をしたことはないと認めるのが相当である。 

（ウ）原告は、本件各関連法人が原告に対し、その所有する不動産を無償で提供し続けて

いる旨主張している。しかしながら、不動産の無償提供を業務として委託するという

こと自体が不自然であるし、本件各関連法人が無償で不動産を提供していたならば、

原告が支払うべき業務委託管理費は生じないはずである。また、原告の主張する不動

産が、原告の収益事業に使用されたと認めるに足りる証拠もない。 

（エ）以上のとおり、本件各関連法人が、原告の収益事業について業務提供をした事実は

認められない。 

ウ（ア）原告は、本件委託契約に基づき、本件各関連法人に対して本件業務委託管理費を支

払ったが、原告には資金がなかったため、本件業務委託管理費の支払後、本件各関連

法人から同額の金銭を借り入れたなどと主張している。しかしながら、原告と本件各

関連法人との間において本件委託契約に関する契約書は作成されておらず、本件業務

委託管理費及び本件各関連法人からの借入金について、原告の総大会及び理事会にお

いて議決がされた事実はない。また、本件各関連法人からの請求書等の客観的な証拠

も提出されていないのであるから、本件委託契約に基づき、本件業務委託管理費が支

払われたと認めることはできず、本件各関連法人が本件業務委託管理費相当額の一部

を売上げに計上していることをもって、これを原告の損金の額に算入することが認め

られることにはならない。 

（イ）原告は、平成２１事業年度の本件業務委託管理費の支払について取決めを修正し、

Ｃが２５００万円を受領することで合意した旨主張している。しかしながら、原告理

事長は、税務調査時において、本件業務委託管理費２５００万円分を誤って１社で計

上したもので、正しくはＣ分１８７５万円、Ｄ分６２５万円とすべきであったと説明

するなどしており（乙１１、３２）、原告の主張は、場当たり的なものである。 

（ウ）以上のとおり、原告が、本件各関連法人に対し、本件委託契約に基づき本件業務委

託管理費を支払ったとは認められない。 

エ 以上によれば、本件業務委託管理費の額を、原告の収益事業（本件建物貸付業又は本件
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ホテル事業）に係る原価・費用等として損金の額に算入することはできず、また、消費税

法２条１項１２号に規定する課税仕入れの額に含めることもできないというべきである。 

（２）原告の主張 

ア（ア）原告は、以下のａないしｄの経緯において、本件各関連法人との間で、本件委託契

約を締結した。 

ａ 平成１６年１月５日、京都府京都市右京区Ｗビルの１階集会スペースにおいて、

Ｖ企業グループの総大会（本件総大会）が開催され、４０名余りが出席した。なお、

同グループは、原告理事長の親族等が代表を務める企業の集まりであり、本件各関

連法人のほか、株式会社Ｚ、株式会社ａ、株式会社ｂ、有限会社ｄ、ｅなどから成

る。 

ｂ Ｖ企業グループは、本件総大会において、社会貢献等の目的を果たすべく、特定

非営利活動法人としての法人格の取得、各種協働事業の開始を全員一致で決議した。

また、Ｖ企業グループは、資金も不動産もノウハウもない新設の特定非営利活動法

人である原告が現実に社会的責任への貢献を果たすことができるように、本件各関

連法人が、原告に対し、資金及び不動産やノウハウ等を提供する旨を決議しており、

具体的には、不動産管理等を事業内容とするＤが、原告に係る不動産関係全般のサ

ポートを行い、経営コンサルティング等を事業内容とするＣが、主に人材紹介、知

見の提供等のサポートを行うこととなった。本件各関連法人が原告に対して提供す

る業務の具体的内容は、別紙５－１「委託業務一覧表」記載のとおりである。 

ｃ 本件総大会においては、原告が、本件各関連法人による業務提供に頼り切るので

はなく、ある程度自立した活動を行うに至った段階で、その経常収入額の一定割合

を本件各関連法人に支払うことを決定しており、その具体的な内容は、次の（ａ）

ないし（ｅ）のとおりである。 

（ａ）原告設立１年目ないし４年目（平成１６ないし１９事業年度） 

 支払猶予 

（ｂ）原告設立５年目（平成２０事業年度） 

 原告の経常収入額の概ね３分の１を、Ｃ及びＤに対し、３：１の割合で支払う。 

（ｃ）原告設立６年目（平成２１事業年度） 

 原告の経常収入額の概ね５分の１を、Ｃ及びＤに対し、３：１の割合で支払う。 

（ｄ）原告設立７年目ないし１０年目（平成２２ないし２５事業年度） 

 原告の経常収入額の概ね１０分の１を、Ｃ及びＤに対し、３：１の割合で支払

う。 

（ｅ）原告設立１１年目以降（平成２６事業年度以降） 

 原告と本件各関連法人との間で再度協議し、原告の自立具合に応じて、支払の

有無を決定する。 

ｄ 原告は、平成１６年１０月●日、設立登記の手続を完了し、事業を本格的に開始

した。この時点で、原告と本件各関連法人との間において、本件総大会で決議した

内容の契約を締結する旨の意思の合致があり、本件委託契約が成立した。 

（イ）この点、被告は、本件委託契約に係る契約書がないこと等を根拠に本件委託契約の

成立を争っている。しかしながら、前記（ア）の経緯からすれば、原告の設立後に総
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会や理事会の決議を経る必要はなく、あえて契約書や請求書を発行する必要がなかっ

たことは明らかである。また、本件委託契約に基づく業務提供の内容は、本件各関連

法人の所有不動産の貸与や、本件各関連法人の代表者である原告理事長によるコンサ

ルティング等であり、多数の人員を必要としない業務であるから、本件各関連法人に

従業員がいないことは、本件委託契約の事実を否定する理由にはならない。また、被

告は、原告の成立時において、ホームレス等に対する支援やホテルの運営・管理等が

原告の登記事項に含まれていないことを問題としているが、単に目的及び事業欄の登

記手続が遅れたからにすぎず、特に、本件ホテル事業については、本件ホテルを競売

手続で購入した時点で登記手続を行った。 

イ 本件各関連法人は、以下に述べるとおり、本件委託契約に基づき、原告に対し、実際に

業務を提供しており、その業務内容の詳細は、別紙５－２「関連法人２社の業務委託行為

一覧表」記載のとおりである。 

（ア）Ｃによる業務提供 

ａ コンサルティング業務 

 Ｃは、人脈もノウハウも持たない原告に対して知見を提供し、人材を紹介するなど

し、原告の運営全般についてコンサルティングを行った。特に、本件ホテル事業に関

するコンサルティングは、本件ホテルにおけるヒト・モノ・カネを総合的に整備する

ものであり、多大な労力を要し、極めて貢献度の高いものであった。具体的には、Ｃ

の代表者である原告理事長が、Ｃの取引先の協力を得ながら、従業員の教育・研修、

建物設備の改修計画の立案等を行い、また、Ｃの取締役である戊は、ホテルマニュア

ル、宿泊約款の見直し、就業規則の作成等を行った。なお、原告理事長は、Ｃの代表

者としての活動と、原告の理事長としての活動との混同を避けるため、原告の設立か

ら現在に至るまで、原告から報酬を一切受け取ってない。 

ｂ 不動産の貸与業務 

 Ｃは、その所有する不動産（別紙５－３「不動産無償貸与のまとめ表」の番号Ⅳ）

を、平成２０年６月から現在に至るまで、原告の活動拠点として無償で貸与しており、

原告は、同不動産を本件建物貸付業や本件ホテル事業に係るミーティング場所、資材

倉庫等として利用している。この点、被告は、不動産を無償提供しているならば、原

告が支払うべき業務委託費は発生しないなどと主張するが、活動拠点を有しない原告

に対し、所有する不動産の使用を許可して活動を支援すること自体が業務提供となる

のであり、業務委託管理費が発生するのは当然である。 

ｃ 資金の貸与業務 

 原告の日頃の活動資金については、Ｃが無利息で資金を貸与しており、本件ホテル

事業の資金等が不足した際には、原告理事長がＣに金銭を貸し付け、さらに、Ｃが原

告に貸し付けるという形で資金を貸与してきた。なお、Ｃの法人税確定申告書には、

原告に対する貸付金が計上されていないが（乙３０）、これは、単なる計上漏れにすぎ

ない。 

（イ）Ｄによる業務提供 

ａ 不動産の貸与業務 

 Ｄは、その所有する不動産（別紙５－３記載の不動産〔ただし、番号Ⅳを除く。〕）
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を、同別紙の「無償貸与の日」欄記載の日から現在に至るまで、原告の活動拠点とし

て無償で貸与しており、原告は、これらの不動産を、同別紙の「使用態様」欄記載の

とおり使用している。 

ｂ 不動産購入等の援助業務 

（ａ）乙は、Ｄの代表取締役に就任して以来、ホームレス等を保護する施設を確保する

ために物件調査を行い、平成１７年３月頃、Ｇマンションの競売情報を入手した。

乙は、大津地方裁判所での競売記録の閲覧、現地調査等を重ね、原告理事長と協議

の上、Ｇマンションの入札を決定し、その後、原告理事長から資金を借り受けて、

入札手続、代金納付手続、登記手続、建物・設備のリフォーム、備品の設置等を行

った。 

（ｂ）乙は、ホームレス等の就労支援を行うため、宿泊施設として利用が可能な不動産

を探していたが、平成１５年初頭、本件ホテルの不動産競売事件の情報を入手した。

乙は、これ以降、岡山地方裁判所倉敷支部での競売記録の閲覧、現地調査等を重ね、

原告理事長と協議の上、平成１８年２月、本件ホテルの競売手続への入札を決定し、

その後、原告理事長から資金を借り受けて、入札手続、代金納付手続、登記手続、

占有者に対する明渡手続、建物・設備のリフォーム、隣地駐車場の確保等を行った。

また、Ｄは、本件ホテルで働く雇用者の面接・採用、雇用条件の交渉、運営体制の

構築等も行った。 

（ｃ）原告は、平成２０年１月頃から、Ｊの購入に動いたが、購入手続及び不動産管理

（競売情報の入手、現地調査、入札手続、明渡し交渉、建物・設備の改修等）のほ

とんどは、Ｄの代表者としての原告理事長が決定し、実行した。 

（ｄ）原告は、平成２１年５月頃から、Ｉの購入に動いたが、購入手続及び不動産管理

（競売情報の入手、現地調査、入札手続、明渡し交渉、建物・設備の改修等）のほ

とんどは、Ｄの代表者としての原告理事長が決定し、実行した。 

ｃ 資金の貸与業務 

 Ｄは、信用や実績がなく、融資を受けることができない原告に対し、不動産を購入

する際の資金等を貸与してきた。なお、Ｄの法人税確定申告書には、各年度末に原告

に対する貸付金が計上されていないが（乙３１）、これは、単なる計上漏れにすぎない。 

ウ（ア）原告は、本件各関連法人に対し、本件委託契約に基づき、本件各関連法人が行った

業務の対価として、以下のとおり、本件業務委託管理費を支払った。ただし、原告は、

当時、資金がなかったことから、本件業務委託管理費の支払後、本件各関連法人から

同額の金員を借り入れた。 

ａ 平成２０事業年度 

（ａ）原告は、平成２０年１２月１０日、本件委託契約で定めたとおり、原告の経常

収入額（１億４２１３万円）の概ね３分の１（４８００万円）を、Ｃ及びＤに対

し、３：１の割合（Ｃ３６００万円、Ｄ１２００万円）で支払った（乙２１の１・

２）。 

（ｂ）Ｄの法人税確定申告書（平成２０年度）の損益計算書には、同年度における売

上げが「１２７５万５１６０円」と記載されているところ、帳簿の売上欄（甲２

４）によれば、同金額に原告から受領した１２００万円の本件業務委託管理費が



17 

含まれているのは明らかであり、これを前提とする課税処理がされている。なお、

Ｃの法人税確定申告書には、本件業務委託管理費のうち３６００万円が記載され

ていないが、帳簿上売上げには計上していたものの（甲２２）、確定申告時に申告

を失念したにすぎない。 

ｂ 平成２１事業年度 

（ａ）原告は、平成２１年１２月３１日、本件委託契約で定めたとおり、原告の経常

収入額（１億３５７０万円）の概ね５分の１（２５００万円）を、Ｃ及びＤに対

し、３：１の割合で支払うこととなった。しかしながら、平成２１事業年度にお

いては、Ｃの原告に対する寄与度が高かったことから、原告及び本件各関連法人

の間において、Ｃが２５００万円を受領することで合意し、その結果、原告は、

同日、Ｃに対し、２５００万円を支払った（乙２１の３）。 

（ｂ）Ｃの法人税確定申告書（平成２１年度）の損益計算書には、同年度における売

上げが「２５１４万７０００円」と記載されているところ、売上げの内訳書（甲

２１）によれば、上記売上げに、原告からの本件業務委託管理費２５００万円が

含まれていることは明らかであり、これを前提とする課税処理がされている。 

（イ）被告は、原告が本件各関連法人に対し、本件委託契約に基づき本件業務委託管理費

を支払った事実を争っているところ、被告の主張によれば、原告が架空の業務委託費

を計上したこととなる。しかしながら、原告は、平成１９年から平成２１年当時、公

益活動を行う特定非営利活動法人は納税申告をする必要がないと信じ込み、実際に納

税申告をしていなかったのであり、架空の業務委託費を総勘定元帳に計上したり、虚

偽の領収書（乙２１）を発行したりする動機はない。この点からしても、被告の主張

が誤りであることは明らかである。 

エ 以上によれば、原告は、本件委託契約に基づき、平成２０事業年度及び平成２１事業年

度において、本件業務委託管理費（合計７３００万円）を支出したのであり、これらは、

原告の収益事業（本件建物貸付業及び本件ホテル事業）について支払われたものであり、

業務遂行上の必要性及び業務との関連性があることは明らかである。したがって、本件業

務委託管理費は、その全額が法人税法上の損金に該当し、また、課税仕入れの額に含まれ

るというべきである。 

５ 争点５（原告の所得金額）について 

（１）被告の主張 

ア 被告が本件訴訟において主張する本件各決定処分等の根拠及び適法性は、別紙２記載の

とおりであり、本件各事業年度における原告の所得金額は、同別紙の別表１の「所得金額」

欄記載のとおりである。また、本件各事業年度における原告の収益事業に係る収益の額及

び原価・費用等の額は、収益関係各別表及び原価関係各別表記載のとおりである。 

イ（ア）この点、原告は、本件建物貸付業が法人税法上の収益事業として課税されるとして

も、被告が原価・費用等の額に含まれないと主張する各費用（①通信費、②旅費交通

費、③広告宣伝費、④消耗品費、⑤保険料、⑥活動費、⑦自動車費、⑧福利厚生費、

⑨雑費、⑩「本部・登録免許税」、「本部・郵送料」及び「本部・不動産取得税」並び

に⑪「本部・工事費用」）は、ホームレス等支援事業に必要な経費であるから、本件建

物貸付業に係る費用・原価等の額に算入される旨主張している。 
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 しかしながら、本件建物貸付業に係る所得金額を算定するためには、収益事業であ

る本件建物貸付業と非収益事業であるホームレス等支援事業の経理を区分する必要が

あり、本件建物貸付業に係る収益の額からホームレス等支援事業に係る原価・費用等

の額を控除することはできない。 

 また、上記①ないし⑪の費用のうち、③、⑨、⑩及び⑪については、本件建物貸付

業に係る原価・費用等の額に該当しないか、該当するとしてもその一部であるから（別

紙２参照）、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額は、原価関係各別表記載のとおり

の金額となる。 

（イ）原告は、本件ホテル事業の「雑費」及び「活動費」について、本件ホテル事業に従

事する従業員に対して特別手当等として支払っていると主張し、甲第１８号証の１な

いし９を提出している。しかしながら、上記書証によっても、各従業員が本件ホテル

事業に従事した事実や、各従業員に対して実際に各金額欄記載の金員が支払われた事

実が明らかになるわけではなく、本件使途不明活動費には、甲第１８号証の１ないし

９に記載された各費用と結び付かないものが多数含まれている。また、平成１９事業

年度及び平成２０事業年度について、①本件ホテル事業に係る給与台帳に各従業員別

に記載された年間給与額（乙３３の１・２）、②甲第１８号証の１ないし９に記載され

た活動費等の額、③原告が本件ホテル事業の従業員の居住する市町村に提出した各従

業員の給与支払報告書（乙３４の１・２）の関係を整理してみても、上記①と②の合

計額と、上記③との金額との間に差額が生じており、この点に鑑みても、甲第１８号

証の１ないし９に記載された活動費等が、本件ホテル事業の従業員に支給されていた

と認めることはできない。 

（２）原告の主張 

ア（ア）本件建物貸付業は、収益事業に該当しないから（前記１（２））、その収益の額及び

原価・費用等の額は、いずれも０円とされるべきである。 

（イ）本件ホンモロコ事業は、収益事業に該当するというべきであり（前記２（２））、原

告の所得額の計算において、本件ホンモロコ事業に係る収益の額及び原価・費用等の

額が算入されるべきである。 

（ウ）本件Ｂ事業は、収益事業に該当するというべきであり（前記３（２））、原告の所得

額の計算において、本件Ｂ事業に係る収益の額及び原価・費用等の額が算入されるべ

きである。 

（エ）ａ 本件ホテル事業が収益事業に該当することについては当事者間に争いがないと

ころ、被告は、本件ホテル元帳の「雑費」及び「活動費」勘定に計上されている

金額の一部（本件使途不明活動費）を原価・費用等の額に含めないとしている。

しかしながら、これらは、原告が、本件ホテル事業に従事する従業員に対し、特

別手当等として支払ったものであり（甲１８の１ないし９）、その全額（①平成１

９事業年度について８６８万２３８３円、②平成２０事業年度について７１９万

５０００円、③平成２１事業年度について６７６万０８２５円）が、本件ホテル

事業に係る原価・費用等の額に含まれるべきである。 

ｂ 本件業務委託管理費は、本件ホテル事業の損金に算入されるべきものであるか

ら（前記４（２））、その全額（①平成１９事業年度について４８００万円、②平
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成２１事業年度について２５００万円）が本件ホテル事業に係る原価・費用等の

額に含まれるべきである。 

（オ）以上を前提として、原告の本件各事業年度における所得金額を計算した結果は、別

紙３の「原告主張」欄記載のとおりであり、本件各事業年度における原告の収益事業

に係る収益の額及び原価・費用等の額は、同別紙の各別表の「原告主張」欄記載のと

おりである。 

イ 仮に、本件建物貸付業が収益事業に該当するとした場合であっても、次の（ア）ないし

（サ）の各費用は、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額に算入されるべきであり（本

件建物貸付業に係る収益の額及びその余の原価・費用等の額については、被告主張の金額

を認める。）、これらを前提として、原告の本件各事業年度における所得金額を計算した結

果は、別紙６「原告の予備的主張（法人税関係）」記載のとおりである（なお、次の（ア）

ないし（サ）において「連続番号」とあるのは、同別紙の各別表における連続番号を指す。）。 

（ア）通信費（連続番号３２、１３２、２３０） 

 通信費は、ホームレス等支援事業に必要な費用として使用されていることが明らか

であるから、その全額（①平成１９事業年度について６０万８４９３円、②平成２０

事業年度について１８万８１４８円、③平成２１事業年度について２３万３１１４円）

が、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである。 

（イ）旅費交通費（連続番号３３、１３３、２３１） 

 旅費交通費は、全体として、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、その

全額（①平成１９事業年度について１３万０１６０円、②平成２０事業年度について

９１万９５４０円、③平成２１事業年度について１３万８８５０円）が、本件建物貸

付業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである。 

（ウ）広告宣伝費（連続番号３４、１３４） 

 広告宣伝費（原告ＨＰの管理料）は、全体として、本件建物貸付業に必要な費用で

あるから、その全額（①平成１９事業年度について１０万６６１３円、②平成２０事

業年度について２万４０００円）が、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額に算入

されるべきである。 

（エ）消耗品費（連続番号１３５） 

 消耗品費は、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、その全額（平成２０

事業年度について８２万５１７１円）が、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額に

算入されるべきである。 

（オ）保険料（連続番号１３７、２３５） 

 保険料は、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、その全額（①平成２０

事業年度について９５００円、②平成２１事業年度について１万円）が、本件建物貸

付業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである。 

（カ）活動費（連続番号３９、１３９、２３７） 

 活動費は、原告によるホームレス引受けケアーサポート活動、夜回り相談活動の費

用として使用されており、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、その全額

（①平成１９事業年度について２２４万７０００円、②平成２０事業年度について６

４４万０２６２円、③平成２１事業年度について４４３万０２３８円）が、本件建物
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貸付業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである。 

（キ）自動車費（連続番号４０、１４０、２３８） 

 自動車費は、ホームレス等支援事業に必要な費用であり、その全額（①平成１９事

業年度について３７万４１４９円、②平成２０事業年度について１８万０３８１円、

③平成２１事業年度について４８万９５７８円）が、本件建物貸付業に係る原価・費

用等の額に算入されるべきである。 

（ク）福利厚生費（連続番号４２、１４２） 

 福利厚生費は、ホームレス等支援事業に必要な費用であり、その全額（①平成１９

事業年度について２万３６３０円、②平成２０事業年度について４万２７４２円）が、

本件建物貸付業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである。 

（ケ）雑費（連続番号４４、１４４、２４２） 

 雑費のうち、共用部分の備品購入代以外のものについても、ホームレス等支援事業

に必要な費用であり、本件建物貸付業に付随する備品の購入費用であるから、その全

額（①平成１９事業年度について２１万１９０３円、②平成２０事業年度について４

０万５５４４円、③平成２１事業年度について３６万２９５３円）が、本件建物貸付

業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである。 

（コ）「本部・登録免許税」、「本部・郵送料」及び「本部・不動産取得税」（連続番号１５

０ないし１５２） 

 原告は、ホームレス等に対し、Ｎを無償で提供しており、Ｎは、ホームレス等支援

事業の付随的機能を果たしていた。したがって、「本部・登録免許税」、「本部・郵送料」

及び「本部・不動産取得税」は、その全額（平成２０事業年度について、それぞれ３

３万８０００円、４３２０円、３７万４８００円）が本件建物貸付業に係る原価・費

用等の額に算入されるべきである。 

（サ）「本部・工事費用」（連続番号１５３） 

 原告は、ホームレス等に対し、Ｎを無償で提供しており、Ｎは、ホームレス等支援

事業の付随的機能を果たしていた。したがって、「本部・工事費用」は、その全額（平

成２０事業年度について２１６万０６５８円）が本件建物貸付業に係る原価・費用等

の額に算入されるべきである。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点１（本件建物貸付業は、収益事業である不動産貸付業に該当するか否か。）について 

（１）法人税法２条１３号及び法人税法施行令５条１項５号は、同号イないしルに定める課税対

象外不動産貸付業以外の不動産貸付業で、継続して事業場を設けて行われるもの（営まれる

もの）は収益事業に該当する旨を規定しているところ、本件全証拠を精査しても、本件建物

貸付業が課税対象外不動産貸付業に該当すると認めるに足りる事実ないし証拠はない。そし

て、前記前提事実のとおり、原告は、Ｇマンション等の入居者との間において、本件各賃貸

借契約を締結し、Ｇマンション等の居室を有償で貸し付けて（前提事実（２）ア（イ）ａ）、

入居者からの家賃等の収入（本件金員）を得ていること（前提事実（２）ア（エ）ｂ）に照

らせば、本件建物貸付業が、収益事業である不動産貸付業に該当することは明らかである。 

 なお、法人税法施行令５条１項５号ハは、課税対象外不動産貸付業として、社会福祉法人

が行う簡易住宅貸付業を規定しているところ、原告は、Ｇマンション、Ｉ及びＪを宿泊所と
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して提供する事業について、社会福祉法２条３項８号に規定する簡易住宅貸付業としての届

出をしている（前提事実（２）ア（ウ））。しかしながら、原告が社会福祉法人であることを

うかがわせる事実ないし証拠はなく、原告が上記届出をしていることをもって、本件建物貸

付業が課税対象外不動産貸付業に当たるということはできない。 

（２）ア この点、原告は、本件建物貸付業が、一般営利企業の行う不動産貸付業と競合するも

のではないから、収益事業である不動産貸付業には当たらない旨主張している。しかし

ながら、法人税法７条は、公益法人等の収益事業から生じた所得以外の所得については、

法人税を課さない旨を定め、同法２条１３号は、収益事業を「販売業、製造業その他の

政令で定める事業で、継続して事業場を設けて行われるもの（営まれるもの）」をいう旨

を定めているところ、同号を受けて、法人税法施行令５条１項は、一般営利企業と競合

関係にないと認められる事業を収益事業の対象から除くなどして、課税対象とされる収

益事業の範囲（特掲事業）を個別具体的に規定している。そうである以上、公益法人等

の営む事業につき、同項の規定を離れて、一般営利企業の行う事業と競合しているか否

かを考慮することによって、収益事業に該当するか否かを判断することは、法人税法及

び法人税法施行令の予定するところでないことは明らかであり、課税の公平の観点から

も相当でないというべきである。よって、原告の上記主張を採用することはできない。 

イ 原告は、ホームレス等支援事業に係る費用は、原告が行政又は生活保護受給者から受

領している住宅扶助金の額を上回っているから、住宅扶助金は賃貸料に該当せず、本件

建物貸付業は、収益事業である不動産貸付業に当たらない旨主張している。しかしなが

ら、前記前提事実のとおり、本件各賃貸借契約においては、原告がＧマンション等の入

居者に無償で食事や生活品などを提供し、就労支援や実地研修を行うことは、契約の内

容とされておらず（前提事実（２）ア（イ）ｂ）、原告が、本件建物貸付・支援元帳の摘

要欄に、「家賃」、「（大津市）家賃」、「水道代」、「共益金」、「レンタル料」等と記入した

上で、入居者からの家賃等の収入（本件金員）を計上していること（乙９の１及び３）

に照らしても、本件金員が本件各賃貸借契約に基づく貸借料等として支払われたもので

あることは明らかである。よって、原告の上記主張を採用することはできない。 

ウ 原告は、ホームレス等支援事業が主たる事業であり、本件建物貸付業は、ホームレス

等支援事業に付随し、又は、これと一体として行われるものであって、本件建物貸付業

のみを抜き出して、収益事業と認定することはできない旨主張している。しかしながら、

前記検討のとおり、法人税法及び法人税法施行令は、公益法人等の行う事業が収益事業

に該当するか否かについて、同施行令５条１項の掲げる事業（特掲事業）に該当するか

否かによって判断することとしているのであり、法人税法その他の関係法令を通覧して

も、公益法人等の行う他の事業との実質的な関連性の程度を勘案すべきことを定める規

定は見当たらない。そうである以上、本件建物貸付業が、ホームレス等支援事業と密接

に関連しているからといって、収益事業である不動産貸付業に当たらないということは

できない。また、同施行令６条の規定内容に照らしても、公益法人等は、自身の行う事

業のうち、収益事業（特掲事業）に該当するものについては、これを特に区分して経理

することが当然に予定されているというべきである。よって、原告の上記主張を採用す

ることはできない。 

（３）以上のとおり、本件建物貸付業は、収益事業である不動産貸付業に当たる。 
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２ 争点２（本件ホンモロコ事業は、収益事業である物品販売業に該当するか否か。）について 

（１）農林業等は、法人税法施行令５条１項の定める特掲事業には含まれておらず、収益事業に

該当しないところ、農産物等をそのまま又は出荷のために最小限必要とされる簡易な加工を

加えた上で特定の集荷業者などに売り渡す行為は、農林業等に該当し、収益事業である物品

販売業には該当しないものと解される（基本通達１５－１－９参照）。 

（２）ア 本件ホンモロコ事業に係る総勘定元帳（乙１８）において、ホンモロコの販売による

売上げとして計上されているのは、「Ｑ」に対する売上げ（平成２０事業年度につき合計

６万７２００円、平成２１事業年度につき合計３万８０００円）のみであり、それ以外

の売上げは計上されていない（前提事実（２）ウ（イ））。なお、Ｑに対する販売行為が

農林業等に該当し、物品販売業に該当しないことについては、当事者間に争いがない。 

イ 原告は、各種行事において、ホンモロコを販売した旨主張しており、平成２０年１１

月２３日及び平成２１年１１月１９日に開催された「ホンモロコ放流会」（Ｓ放流会）の

チラシ（甲９の１及び２）には、「ホンモロコ生魚販売します！！」との記載がある。 

 しかしながら、原告は、Ｓ放流会について、ホンモロコを実際に販売した事実及び販

売金額を具体的に裏付ける証拠を提出しておらず、Ｓ放流会以外の行事（Ｔ公園におけ

る市民祭り及びＵで開催されたＢ級グルメ大会）については、当該行事の開催を裏付け

る証拠すら提出していない。また、原告は、これらの収益は手伝いに当たった人への謝

礼金等として使用し、上記各行事における収入及び支出を帳簿等に計上していない旨を

自認しているところ、年数回の行事において、帳簿への計上もなくされた販売行為が、

継続性のある収益事業（物品販売業）に該当するとはいい難く、本件全証拠を精査して

も、原告が、不特定多数の者に対し、収益事業としてホンモロコを継続的に販売してい

た事案を認めるに足りる事実ないし証拠はない。 

（３）以上によれば、本件ホンモロコ事業は、収益事業である物品販売業には該当しない。 

３ 争点３（本件Ｂ事業は、収益事業に該当するか否か。）について 

（１）前記前提事実に加えて、後掲の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件Ｂ事業について、

以下の事実を認めることができる。 

ア Ｂは、倉敷地域に住む女性に向けた情報誌として創刊されたものであり、誌面には、倉

敷地域の生活情報、美容・健康に関する情報、インタビュー記事等が掲載されているが、

誌面（冊子）の相当部分を、倉敷地域の事業者（温泉、美容室、飲食店等）の広告が占め

ている。［甲２の１、甲１２の１ないし５］ 

イ 原告は、地域の事業者との間において、広告掲載に係る契約を締結し、広告掲載料金（な

お、広告掲載料は、広告掲載サイズや掲載回数等に応じて定められている。）の支払を受け

て、事業者の広告をＢに掲載していた。［甲２の２、甲１０、１１の１・２］ 

ウ 原告は、本件Ｂ事業に係る総勘定元帳（平成１９事業年度）において、収入金額として、

合計４７２万２５９６円を計上し、原価・費用等の額として、合計１３４５万６３５３円

を計上しているところ、上記原価・費用等には、外注加工費（９０８万３０１３円）、外活

費（１２７万９８２２円）、給与賃金（７０万８８４５円）等が計上されていた。なお、異

議申立ての手続及び審査請求においては、本件Ｂ事業に係る上記の収入金額及び原価・費

用等の額が所得金額の算定の基礎となることについては、特段争われていない。［甲４の

２・４、弁論の全趣旨］ 
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（２）ア 上記認定を踏まえて検討するに、原告は、Ｂを無料で頒布しており、Ｂに対する対価

を読者からは得ていないものの、Ｂの相当部分は広告で占められており、原告が地域の

事業者との間において広告掲載に係る契約を締結して広告掲載料の収入を得ていること

（前記（１）ア）に照らせば、Ｂは、広告媒体としてのフリーペーパーであるというこ

とができる。また、Ｂは、平成１９年中に休刊ないし廃刊となり、本件Ｂ事業も終了し

ているものの（前提事実（２）エ）、原告の収入金額、原価・費用等の額、支出経費の内

容等（前記（１）ウ）に鑑みても、原告が収益（広告掲載料収入）を目的として継続的

に事業を行っていたということができ、これらの認定及び判断を覆すに足りる事実ない

し証拠はない。 

イ この点、被告は、公益法人等が、その出版物を無償で不特定又は多数の者に配布する

ような場合には、原則としてその出版を行う事業は、収益事業に該当しない旨主張して

いる。しかしながら、前記検討のとおり、Ｂは、広告媒体としてのフリーペーパーであ

り、原告が事業者から広告掲載料の収入を得ていることに鑑みても、本件Ｂ事業を、公

益法人等が無償で出版物を配布する事業と同視することはできず、被告の主張を採用す

ることができない。 

（３）以上によれば、本件Ｂ事業が収益事業である出版業に該当するというべきである。 

４ 争点４（本件業務委託管理費を損金及び課税仕入れの額に算入することの可否）について 

（１）国民に対して納税義務を課する課税処分の取消訴訟においては、課税標準である各種所得

の金額の証明責任は原則として課税庁の属する国（被告）が負担していると解すべきであり、

課税標準の前提となる所得の金額が、収入金額から必要経費（原価・費用等）を控除する方

法によって算出されることに照らせば、被告は、原則として、必要経費（原価・費用等）に

ついても、その主張する金額を超えて必要経費が存在しないことについて証明責任を負担し

ているということができる。しかしながら、必要経費（原価・費用等）の存在及び金額は、

所得金額を算定する上での減算要素であり、納税者に有利に働く事情であることを併せ考え

れば、納税者において、必要経費の内容を具体的に明らかにした上で、当該必要経費が存在

していることを合理的に推認させるに足りる程度の具体的な立証を行わない限り、当該必要

経費は存在しないとの事実上の推定が働くものというべきである。 

（２）ア 原告は、平成２０事業年度及び平成２１事業年度の各決算期末において、本件各関連

法人に対する本件業務委託管理費（合計７３００万円）を計上しているところ（前提事

案（３）ア）、本件全証拠を精査しても、本件業務委託管理費が本件各関連法人のどのよ

うな業務に対して支払われたものであるかを具体的に示す客観的証拠は存在しない。 

イ（ア）この点、原告は、本件業務委託管理費は、本件委託契約に基づき支払われたもの

であり、本件総大会において、原告がある程度自立した活動を行うに至った段階で、

原告の経常収入額の一定割合を本件各関連法人に支払うこととされ、平成２０事業

年度は原告の経常収入額の概ね３分の１を、平成２１事業年度は原告の経常収入額

の概ね５分の１を、それぞれＣ及びＤに対し、３：１の割合で支払う旨があらかじ

め決定されていた旨主張している。 

（イ）ａ 原告の主張する本件委託契約は、原告の設立からの経過年数によって、原告

が支払うべき金額（経常収入額に対する割合）や本件各関連法人間の比率が異

なるなど、その契約内容は単純なものではなく、本件各関連法人が株式会社で
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あること（前提事実（１）イ（ア）、ウ（ア））に鑑みても、原告及び本件各関

連法人が、本件委託契約を真実締結したならば、契約書を作成するのが自然か

つ合理的であり、仮に、契約書という形式は用いないとしても、本件委託契約

の内容について、全く記録を残さないということは考え難い。しかしながら、

本件委託契約について契約書は作成されておらず、本件総大会の議事や本件委

託契約の内容に関する書面も存在しない。 

ｂ また、原告が本件各関連法人に対して業務を委託し、その業務の対価を支払

うならば、実際に行われる業務の内容に応じた金員を支払うのが、自然かつ合

理的であると考えられる。しかしながら、本件委託契約は、原告が、本件各関

連法人に対し、経常収入額の一定割合を支払うというものであり、本件各関連

法人の業務内容に応じて支払額が定まる内容とはなっていない。原告は、本件

委託契約により、原告の設立４年目までは委託費用の支払を猶予されていたと

も主張するが、その趣旨が、本件各関連法人がその間の費用等を全て負担する

ということであるのか、原告との間で別途精算するということであるのかも明

らかではなく、少なくとも株式会社である本件各関連法人にとって、委託費用

の支払を猶予することに合理性があるとはいい難い（なお、後述するとおり〔後

記ウ（イ）ａ〕、本件各関連法人は、原告のために支出した費用等に関する記録

を保存していない。）。 

ｃ さらに、原告の主張によれば、本件委託契約の内容は、原告が設立される以

前において決定されていたこととなるが、本件総大会の時点において、原告の

行う業務内容や収支の見通しが立っていたとは考え難く（例えば、原告の主張

によっても、本件ホテルの競売手続の入札が決定されたのは平成１８年２月と

され、Ｇマンションの競売情報を入手したのは平成１７年３月頃とされてい

る。）、そのような段階において、原告が本件各関連法人に対して支払う委託費

用の内容（例えば、支払猶予の期間、原告の経常収入額に対する割合、本件各

関連法人間の比率）を定めているということ自体、不自然、不合理である。こ

の点、原告が、設立前の段階（本件総大会の時点）において、ホームレス等に

対する寄宿所（居室）の提供やホテルの管理運営を行うことを予定していたな

らば、少なくとも原告の定款には、その旨を記載するはずであるが、原告の設

立時の定款には、上記の内容を記載した部分はなく（乙２の１）、原告の定款の

「目的及び事業」欄に本件建物貸付業及び本件ホテル事業に関する記載が付加

されたのは、平成１７年１２月２７日ないし平成１８年８月８日である（乙２

の２）。 

（ウ）以上によれば、原告の主張する本件委託契約の内容（前記（ア））は、不自然、不

合理なものであるといわざるを得ない。 

ウ（ア）原告は、本件各関連法人が、本件委託契約に基づき、別紙５－１及び別紙５－２

記載の業務を提供した旨主張しており、その業務内容は、概要、①コンサルティン

グ業務、②不動産の貸付業務、③事業資金の貸付業務である。 

（イ）ａ そこで検討するに、本件各関連法人が、本件委託契約に基づき、原告のため

に業務を提供したならば、そのための費用を支出することとなり、本件各関連
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法人が株式会社である以上、その支出を記録した帳簿や領収証等を保存してい

るはずである。しかしながら、本件全証拠を精査しても、本件委託契約に基づ

いて本件各関連法人が支出した費用等を記録した帳簿等は見当たらない。 

ｂ 原告の主張するコンサルティング業務について検討すると、本件各関連法人

は、従業員に対する給与等を支払っておらず、その業務に従事している者は、

代表者１名のみであるとしているところ（前提事実（１）イ（イ）、ウ（イ））、

乙は、Ｄのスタッフ四、五人が原告のための業務に従事していたが、乙自身を

含めた従業員は、全てボランティアで協力する者であり、報酬を受け取ってい

ない旨を供述し（証人乙〔４、９、１２頁〕）、原告理事長は、原告及び本件各

関連法人から報酬を受け取っていない旨供述している（原告代表者〔１２、２

９頁〕）。これらの供述を前提とすれば、仮に、原告理事長及び乙の行為を、本

件各関連法人による業務と評価し得るとしても、原告は、本件各関連法人の代

表者等が無償で行った業務に対し、委託費用（経常収支額の一定割合）を支払

うこととなるのであって、そのような支払に合理性があるとは考え難い。この

点、原告は、Ｃの取締役である戊（なお、同人は、原告の理事でもある〔乙１

の１ないし３〕。）が、本件ホテル事業に関する業務を提供したとも主張してい

るが、本件全証拠を精査しても、同人がＣによる業務提供として本件ホテル事

業に関する業務を行ったことを合理的に推認させるに足りる程度の具体的な立

証がされているということはできない。 

ｃ（ａ）原告は、本件各関連法人が原告に対し、その所有する不動産（別紙５－

３）を無償で貸与した旨主張しているが、本件全証拠を精査しても、原告

が上記不動産を収益事業に使用したことを合理的に推認させるに足りる程

度の具体的な立証がされているということはできない。原告の主張は、無

償貸与それ自体が本件各関連法人の委託業務であり、原告は、本件各関連

法人に対し、当該業務に対する委託費用を支払っていたという趣旨である

と解されるが、そのような迂遠なやりとりをすることに合理性はない。 

（ｂ）原告は、本件各関連法人が原告に対し、原告の事業資金を貸与する業務

をしていた旨主張しているが、証拠（乙３０、３１）によれば、本件各関

連法人の確定申告において、原告に対する貸付金は計上されていないもの

と認められる（この点、原告は、計上漏れにすぎないとしているが、原告

の主張〔別紙５－２〕によっても、本件各関連法人の原告に対する貸付金

は、平成１８事業年度につき合計約９３６１万円、平成１９事業年度につ

き合計約２６２０万、平成２０年度につき合計約５８７０万円、平成２１

事業年度につき合計約４７１３万円に上っており、これほど多額の貸付金

を計上し忘れたとはおよそ考え難い。）。また、原告及び本件各関連法人は、

いずれも原告理事長が代表者を務める会社であり（前提事実（１）ア（イ）、

イ（ア）、ウ（ア））、本件各関連法人が原告の事業資金を融通すること自体

は通常あり得ることであるところ、そのような事業資金の貸付けをあえて

委託業務と構成して、当該貸付金の返済とは別に業務委託費用を支払うと

いうこと自体、不自然、不合理である。 
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ｄ なお、原告の主張を前提とすれば、本件業務委託管理費は、①本件各関連法

人の代表者等が無償で行った業務（前記ｂ）、②本件各関連法人が不動産を無償

で貸与した業務（前記ｃ（ａ））、③本件各関連法人が事業資金を無利息で貸与

した業務（前記ｃ（ｂ））について支払われたこととなるところ、これらの業務

に対する反対給付として、合計７３００万円もの支払を行うことに合理性があ

るということはできない。 

（ウ）以上によれば、本件各関連法人が本件委託契約に基づき業務を提供した旨の原告

の主張（前記（ア））は、不自然、不合理なものである。 

エ（ア）原告は、原告が本件各関連法人に対し、本件業務委託管理費（合計７３００万円）

を実際に支払い、本件各関連法人が本件業務委託管理費の一部を収入として計上し

ていることに照らしても、本件委託管理費用が本件委託契約に基づいて支払われた

ことは明らかである旨主張している。 

（イ）ａ しかしながら、原告の主張によっても、原告は、本件各関連法人に本件業務

委託管理費を支払うための資金がなかったため、本件各関連法人から同額の金

員を借り入れたというのであって、原告と本件各関連法人との間において、現

実に資金の移動があったかも疑わしい。この点、原告は、前述のとおり（前記

イ（ア））、本件総大会において、原告がある程度自立した活動を行うに至った

段階で、その経常収入額の一定割合を支払う旨を決定したと主張しているが、

原告が本件各関連法人から資金を借り入れなければ、委託費用を支払えない状

況にある以上、そもそも原告が特定非営利活動法人として自立しているのかも

疑わしいのであり、そのような原告が本件各関連法人に対し、あえて「経常収

入額」の一定割合を支払うことに合理性があるとは考え難い（原告が本件各関

連法人から本件業務委託管理費を借り入れて、これを本件各関連法人に支払う

ということ自体が迂遠であり、真実、原告が本件委託契約に基づく委託費用の

支払義務を負っていたならば、その支払猶予や一部免除等を申し入れるのが自

然である。）。 

ｂ 原告は、平成２１事業年度における本件業務委託管理費の支払が、本件委託

契約の内容と異なっていることについて、原告と本件各関連法人との間で別途

合意したものである旨主張している。しかしながら、証拠（乙１１）によれば、

原告は、税務署に対し、平成２３年３月２３日付け書面を提出して、①Ｃの損

益計算書について、「業務委託管理売上分２５００万円を誤って全額計上して

いたが、Ｃ分（Ｃ３：Ｄ１）のみの、１８７５万円に減額」し、②Ｄの損益計

算書について、「記載漏れ業務委託管理売上分（Ｄ分）を計上」し、６２５万円

を追加で計上した旨を書面により説明していたのであって、原告の主張する内

容は、上記書面における説明と整合していない（本件業務委託管理費の内訳と

いう重要な事実に係る説明内容が変遷していること自体が不自然、不合理であ

る。）。 

（ウ）原告は、本件各関連法人が本件業務委託管理費の一部を計上していることを指摘

しているところ、証拠（甲２１、２４）及び弁論の全趣旨によれば、①Ｄの法人税

確定申告書（平成２０年３月１日から平成２１年２月２８日までの事業年度）の損
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益計算書には、本件業務委託管理費の一部（１２００万円）が計上されており、②

Ｃの法人税確定申告書（同年１２月１日から平成２２年１１月３０日までの事業年

度）の損益計算書には、本件業務委託管理費の一部（２５００万円）が計上されて

いることが認められる。しかしながら、原告の主張する本件委託契約及び本件各関

連法人による業務内容が不自然、不合理なものであることは、前記検討（前記イ・

ウ）のとおりであり、本件各関連法人が本件業務委託管理費の一部を収入として計

上したからといって、本件業務委託管理費が本件委託契約に基づき本件各関連法人

による業務に対して支払われたものであるということはできない。 

（エ）以上によれば、原告が本件業務委託管理費を本件ホテル事業の経費として計上し

たこと（前提事実（３）ア）をもって、本件委託契約に基づく本件業務委託管理費

が支払われたということはできない。 

オ 原告は、本件委託契約や本件各関連法人による業務提供に関し、書証を提出している

ところ（別紙５－２記載「証拠」欄参照）、原告の収益事業に関する書面（見積書等）に

本件各関連法人の名前が記載されていることをもって、本件委託契約ないし本件委託契

約に基づく業務提供の事実を合理的に推認することはできない。また、原告理事長及び

乙は、原告の主張に沿った供述をしているが〔原告代表者、証人乙〕、これまで検討して

きたところに照らし、採用することはできない。 

（３）以上の検討によれば、本件業務委託管理費が本件委託契約に基づき本件各関連法人による

業務に対して支払われたものであるということはできず、本件全証拠を精査しても、原告に

おいて、本件業務委託管理費が原告の収益事業に係る原価・費用等に当たることを合理的に

推認させるに足りる程度の具体的な立証はされていないといわざるを得ない。そうである以

上、本件業務委託管理費は、原告の収益事業に係る原価・費用等には当たらず、原告の所得

金額の計算において、本件業務委託管理費を損金の額に算入することはできない。また、本

件委託契約に基づく業務提供を認めることができない以上、本件業務委託管理費を課税仕入

れ（消費税法２条１２号）の額に含めることはできない。 

５ 争点５（原告の所得金額）について 

（１）本件各事業年度における原告の収益事業に係る収益の額 

ア 本件建物貸付業に係る収益の額 

 本件建物貸付業は、前記検討のとおり（前記１）、収益事業である不動産貸付業に該当す

るというべきであり、本件建物貸付業が収益事業に該当する場合における収益の額につい

ては、当事者間に争いがない（別紙３の別表１－１、別表２－１及び別表３－１〔以下、

併せて「収益関係主張対照表」という。〕参照）。 

イ 本件ホテル事業に係る収益の額 

 本件ホテル事業が収益事業であることについては当事者間に争いがなく、本件ホテル事

業に係る収益の額についても当事者間に争いがない（収益関係主張対照表参照）。 

ウ 本件ホンモロコ事業に係る収益の額 

 本件ホンモロコ事業は、前記検討のとおり（前記２）、収益事業に該当しないから、原告

の所得金額の計算に当たり、その収益の額を算入することはできない。 

エ 本件Ｂ事業に係る収益の額 

 本件Ｂ事業は、前記検討のとおり（前記３）、収益事業である出版業に該当するというべ
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きであるから、原告の所得金額（平成１９事業年度）の計算に当たり、出版業に係る収入

の額を算入することとなる。 

オ 小括 

 以上によれば、本件各事業年度における原告の収益事業に係る収益の額は、①平成１９

事業年度につき１億２６４７万０９３７円、②平成２０事業年度につき１億５４５８万７

５１６円、③平成２１事業年度につき１億５３２９万６１０５円となる。 

（２）本件各事業年度における原告の収益事業に係る原価・費用等の額 

ア 本件建物貸付業に係る原価・費用等の額 

（ア）本件建物貸付業は、前記検討のとおり（前記１）、収益事業である不動産貸付業に該当

するところ、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額については、被告の主張する算定

過程及び算定結果（別紙２記載１（１）イ（ア）参照）に特段不自然、不合理な点はな

く、証拠（乙９の１ないし１９、乙１０の１・２、乙１１、１４、２６の１・２）及び

弁論の全趣旨によれば、本件各事業年度における本件建物貸付業に係る原価・費用等の

額は、原価関係各別表記載のとおりであると認めることができる。 

（イ）この点、原告は、予備的に、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額について、①通

信費、②旅費交通費、③広告宣伝費、④消耗品費、⑤保険料、⑥活動費、⑦自動車費、

⑧福利厚生費、⑨雑費、⑩「本部・登録免許税」、「本部・郵送料」及び「本部・不動産

取得税」並びに⑪「本部・工事費用」については、その全額を原価・費用等の額に算入

すべきである旨主張しているが（別紙６の別表１－２、別表２－２及び別表３－２〔以

下、併せて「原価関係主張対照表」という。〕参照）、以下に述べるとおり、原告の主張

を採用することはできない。 

ａ 「通信費」について（原価関係主張対照表の連続番号３２、１３２、２３０参照） 

（ａ）原告は、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、「通信費」の全額が、収

益事業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである旨主張している。しかしな

がら、ホームレス等支援事業が非収益事業であることについては当事者間に争いが

なく、法人税法施行令６条が、収益事業から生ずる所得に関する経理と収益事業以

外の事業から生ずる所得に関する経理とを区分して行わなければならないとしてい

ることに照らせば、非収益事業であるホームレス等支援事業における経費を、収益

事業である本件建物貸付業の収益から控除することができないことは明らかである。

よって、原告の上記主張を採用することはできない。 

（ｂ）前記認定（前記（ア））においては、「通信費」として計上された金額の５０％相

当額を本件建物貸付業の原価・費用等の額に算入しているところ、原告が「通信費」

を非収益事業であるホームレス等支援事業以外の収益事業に充てたことをうかがわ

せる事実ないし証拠はなく、収益事業の原価・費用等の額に算入されるべき「通信

費」の割合は、上記割合を超えないものと認めることができる。 

ｂ 「旅費交通費」について（原価関係主張対照表の連続番号３３、１３３、２３１参

照） 

 原告は、「旅費交通費」について、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、

収益事業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである旨主張しているが、既に検

討したところ（前記ａ（ａ））によれば、原告の主張を採用することはできない。また、
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原告が「旅費交通費」をホームレス等支援事業以外の収益事業に充てたことをうかが

わせる事実ないし証拠はなく、収益事業の原価・費用等の額に算入されるべき「旅費

交通費」はないものと認めることができる。 

ｃ 「広告宣伝費」について（原価関係主張対照表の連続番号３４、１３４参照） 

 原告は、「広告宣伝費」の全額が本件建物貸付業の原価・費用等に含まれる旨主張し

ている。前記認定（前記（ア））においては、「広告宣伝費」として計上された金額の

１４分の４に相当する金額を本件建物貸付業の原価・費用等の額に算入しているとこ

ろ、証拠（乙１３）及び弁論の全趣旨によれば、原告ＨＰ（全部で１４頁）のうち、

本件建物貸付業のために使用されている部分は４頁にとどまるものと認められ、上記

認定によれば、収益事業の原価・費用等の額に算入されるべき「広告宣伝費」の割合

は、上記割合を超えないものと認めることができる。よって、原告の主張を採用する

ことはできない。 

ｄ 「消耗品費」について（原価関係主張対照表の連続番号１３５参照） 

 原告は、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、「消耗品費」の全額が、収

益事業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである旨主張しているが、既に検討

したところ（前記ａ（ａ））によれば、原告の主張を採用することはできない。また、

前記認定（前記（ア））においては、「消耗品費」として計上された金額（８２万５１

７１円）のうち、２万７７０６円を本件建物貸付業の原価・費用等の額に算入し、そ

の余の金額は、①ｆのぼり代金、②ユニフォームＴシャツ代、③車両代金として計上

されたものであるところ、上記①ないし③の費用が、ホームレス等支援事業以外の収

益事業に充てられたことをうかがわせる事実ないし証拠はなく、収益事業の原価・費

用等の額に算入されるべき「消耗品費」は、上記金額（２万７７０６円）を超えない

ものと認めることができる。 

ｅ 「保険料」について（原価関係主張対照表の連続番号１３７、２３５参照） 

 原告は、「保険料」について、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、収益

事業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである旨主張しているが、既に検討し

たところ（前記ａ（ａ））によれば、原告の主張を採用することはできない。また、証

拠（甲８の２）及び弁論の全趣旨によれば、上記「保険料」は、Ｇマンション等の入

居者が自立支援研修事業としてボランティア活動に参加した際に支払われた保険料で

あると認められ、非収益事業であるホームレス等支援事業以外の収益事業に充てられ

たものでないことは明らかであるから、収益事業の原価・費用等の額に算入されるべ

き「保険料」はないものと認めることができる。 

ｆ 「活動費」について（原価関係主張対照表の連続番号３９、１３９、２３７参照） 

 原告は、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、「活動費」の全額が、収益

事業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである旨主張しているが、既に検討し

たところ（前記ａ（ａ））によれば、原告の主張を採用することはできない。また、上

記「活動費」（本件共通活動費）には、Ｍ、Ｎ等での事業に従事した者に対して支払わ

れたものが含まれているところ（前提事実（２）ア（エ）ｃ（ｂ））、本件共通活動費

が、非収益事業であるホームレス等支援事業以外の収益事業に充てられたことをうか

がわせる事実ないし証拠はない。この点、前記認定（前記（ア））においては、本件共
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通活動費のうち、丙等活動費について、本件建物貸付業の賃料にｇ調査管理手数料割

合を乗じた金額を、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額に算入しているが、本件

建物貸付業の原価・費用等の額に算入されるべき「活動費」は、少なくとも上記金額

を超えないものと認めることができる。 

ｇ 「自動車費」について（原価関係主張対照表の連続番号４０、１４０、２３８参照） 

 原告は、「自動車費」について、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、収

益事業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである旨主張しているが、既に検討

したところ（前記ａ（ａ））によれば、原告の主張を採用することはできない。また、

証拠（甲８の２）及び弁論の全趣旨によれば、上記「自動車費」は、Ｇマンション等

の入居者が、行政上の手続等のために役所等へ行く際の送迎に要した燃料費であると

認められ、非収益事業であるホームレス等支援事業以外の収益事業に充てられたもの

でないことは明らかであるから、収益事業の原価・費用等の額に算入されるべき「自

動車費」はないものと認めることができる。 

ｈ 「福利厚生費」について（原価関係主張対照表の連続番号４２、１４２参照） 

 原告は、「福利厚生費」について、ホームレス等支援事業に必要な費用であるから、

収益事業に係る原価・費用等の額に算入されるべきである旨主張しているが、既に検

討したところ（前記ａ（ａ））によれば、原告の主張を採用することはできない。また、

証拠（甲８の２）及び弁論の全趣旨によれば、上記「福利厚生費」は、Ｇマンション

等の入居者等がレクリエーション（花見の会）に参加した際に、原告が負担した金額

であると認められ、ホームレス等支援事業以外の収益事業に充てられたものでないこ

とは明らかであるから、収益事業の原価・費用等の額に算入されるべき「福利厚生費」

はないものと認めることができる。 

ｉ 「雑費」について（原価関係主張対照表の連続番号４４、１４４、２４２参照） 

 原告は、「雑費」のうち、共用部分の備品購入代以外のものについても、ホームレス

等支援事業に必要な費用であるから、収益事業に係る原価・費用等の額に算入される

べきである旨主張しているが、既に検討したところ（前記ａ（ａ））によれば、原告の

主張を採用することはできない。前記認定（前記（ア））においては、共用部分の備品

購入代は、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額に算入しているところ、「雑費」の

うち、共用部分の備品購入代以外のもの（別紙２の別表１０）が非収益事業であるホ

ームレス等支援事業以外の事業に充てられたものでないことは、その使途（同別表の

「摘要」欄参照）から明らかである。よって、本件建物貸付業の原価・費用等の額に

算入されるべき「雑費」の金額は、共用部分の備品購入代の金額を超えないものと認

めることができる。 

ｊ 「本部・登録免許税」、「本部・郵送料」及び「本部・不動産取得税」について（原

価関係主張対照表の連続番号１５０ないし１５２参照） 

（ａ）前記認定（前記（ア））においては、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額（平

成２０事業年度）として、「本部・登録免許税」、「本部・郵送料」及び「本部・不動

産取得税」のうち、登録免許税２０万６１００円、郵送料２１８０円及び不動産取

得税２３万８４００円を、本件建物貸付業に係る原価・費用等の額に算入している

ところ、その余の金額は、Ｎの土地及び建物の取得に要した支出である（乙２６の
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１・２）。 

（ｂ）原告は、ホームレス等に対し、Ｎを無償で提供しており、ホームレス等支援事業

に利用していたから、Ｎに関する支出も、原価・費用等の額に算入されるべきであ

る旨主張しているが、既に検討したところ（前記ａ（ａ））によれば、原告の主張を

採用することはできない。また、Ｎに関する支出が非収益事業であるホームレス等

支援事業以外の収益事業に充てられたことをうかがわせる事実ないし証拠はなく、

本件建物貸付業の原価・費用等の額に算入されるべき「本部・登録免許税」、「本部・

郵送料」及び「本部・不動産取得税」の金額は、上記金額（上記（ａ））を超えない

ものと認めることができる。 

ｋ 「本部・工事費用」について（原価関係主張対照表の連続番号１５３参照） 

（ａ）証拠（乙２６の１）及び弁論の全趣旨によれば、原告の「仕入・土地建物」勘定

元帳において「本部・工事費用」に計上されている金額（２１６万０６５８円）の

うち、①合計１６２万円については、Ｊを事業の用に供するための改修費であり、

②その余の金額（５４万０６５８円）については、Ｎの改修費用であると認められ

るところ、上記①については、法人税法施行令５４条１項（平成２２年政令第５１

号による改正前のもの）によりＪの取得価額に算入すべきものであるから、原価・

費用等の額に算入することはできない。 

（ｂ）原告は、ホームレス等に対し、Ｎを無償で提供しており、ホームレス等支援事業

に利用していたから、Ｎに関する支出も、原価・費用等の額に算入されるべきであ

る旨主張しているが、既に検討したところ（前記ａ（ａ））によれば、原告の主張を

採用することはできない。また、Ｎに関する支出が非収益事業であるホームレス等

支援事業以外の収益事業に充てられたことをうかがわせる事実ないし証拠はなく、

本件建物貸付業の原価・費用等の額に算入されるべき「本部・工事費」は存在しな

いものと認めることができる。 

イ 本件ホテル事業に係る原価・費用等の額 

（ア）本件ホテル事業が収益事業であることについては当事者間に争いがないところ、本件

ホテル事業に係る原価・費用等の額については、被告の主張する算定過程及び算定結果

（別紙２記載１（１）イ（イ）参照）に特段不自然、不合理な点はなく、証拠（乙１１、

１５ないし１７の各１ないし３）及び弁論の全趣旨によれば、本件各事業年度における

本件ホテル事業に係る原価・費用等の額は、原価関係各別表記載のとおりであると認め

ることができる。 

（イ）ａ 前記認定（前記（ア））においては、本件ホテル元帳の「雑費」及び活動費」勘定

に計上された本件ホテル活動費のうち、本件使途不明活動費（別紙２の別表１１）

は、本件ホテル事業に係る原価・費用等の額に算入しないこととしているところ、

原告は、本件使途不明活動費は、本件ホテル事業に従事する従業員に対し、特別手

当等として支払ったものであり、その全額が原価・費用等の額に含まれるべきであ

る旨主張している。 

ｂ（ａ）そこで検討するに、証拠（甲６の２、乙１１、３３の１ないし３、乙３５の

１ないし３）及び弁論の全趣旨によれば、原告は、本件ホテル事業に従事して

いる者を従業員として雇用しており、従業員に支給された給与は、給与台帳に
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計上していることが認められ、原告が給与台帳に記載した支給金額の合計額（①

平成１９事業年度につき３０５８万８２１５円、②平成２０事業年度につき３

３６６万５０７０円、③平成２１事業年度につき３２２０万１８０６円）は、

本件ホテル元帳の「給料・賃金」の額と一致しており、同金額が、本件各事業

年度における本件ホテル事業に係る原価・費用等に当たることについては、当

事者間に争いがない（原価関係主張対照表の連続番号５８、１５８、２５６参

照）。 

（ｂ）本件使途不明活動費は、上記「給料・賃金」とは別に、「雑費」又は「活動費」

として計上されたものであるところ、原告が、本件ホテル事業に従事した従業

員に対する給与を支払ったにもかかわらず、当該支払について、あえて給与台

帳に計上せず、給料・賃金以外の勘定で計上すべき必要性や合理性があるとは

考え難い。この点、証拠（乙１１）によれば、原告は、税務署に対し、①常用

雇用者（従業員）に対する賃金の支払は、「給料・賃金」として計上している、

②「活動費」として計上した分は、「ホームレス引受けケアーサポート活動・夜

回り相談活動など、本来目的である非営利活動の側面的外部支援に係る『雇用

契約のないボランティア活動員の外部発生費用等に対する支払』」である、③「活

動費」は、労働の対価ではなく、外部ボランティアに対して、賞与等を支払っ

た事実はない旨を記載した書面を提出したことが認められるところ、上記書面

の内容に鑑みれば、「活動費」として支払われた金員は、労働の対価としての給

与ではないと考えるのが合理的である。 

ｃ（ａ）以上によれば、本件使途不明活動費は、本件ホテル事業に係る原価・費用等

の額に算入されず、本件ホテル事業に係る「活動費」及び「雑費」は、原価関

係各別表記載の金額を上回らないものと認められる。 

（ｂ）この点、原告は、本件使途不明活動費を特別手当等として従業員に支払った

ことについて、書証（甲１８の１ないし９、甲７４）を提出している。しかし

ながら、上記書証において、本件使途不明活動費の具体的内容が明らかにされ

ているわけではなく、現実に本件使途不明活動費が支給されたという事実が裏

付けられているわけでもない。また、上記書証（甲７４）には、従業員が本件

ホテルにおける労働の対価を給料ではなく「活動費」として支給されていた旨

の記載部分があるものの、前記検討のとおり、原告があえて「活動費」又は「雑

費」勘定で賃金等を支給する必要性ないし合理性があるとは考え難く、本件全

証拠を精査しても、本件ホテル事業に係る「活動費」及び「雑費」が原価関係

各別表記載の金額を上回らない旨の前記認定を覆すに足りる事実ないし証拠は

ない。 

ウ 本件ホンモロコ事業に係る原価・費用等の額 

 本件ホンモロコ事業は、前記検討のとおり（前記２）、収益事業に該当しないから、原告

の所得金額の計算に当たり、その原価・費用等の額を算入することはできない。 

エ 本件Ｂ事業に係る原価・費用等の額 

 本件Ｂ事業は、前記検討のとおり（前記３）、収益事業である出版業に該当するから、原

告の所得金額（平成１９事業年度）の計算に当たり、本件Ｂ事業に係る原価・費用等の額
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（合計１３４５万６３５３円）を算入することとなる。 

オ 小括 

 以上によれば、本件各事業年度における原告の収益事業に係る原価・費用等の額は、①

平成１９事業年度につき１億０８６３万１２１１円、②平成２０事業年度につき１億２０

７８万５９００円、③平成２１事業年度につき１億２５５９万７８０５円となる。 

（３）原告の所得金額 

 以上の検討によれば、本件各事業年度における原告の所得金額は、①平成１９事業年度に

つき１７８３万９７２６円、②平成２０事業年度につき３２５８万４８１６円、③平成２１

事業年度につき２６６３万０１００円となる。 

６ 本件各決定処分等の適法性 

（１）ア 前記１ないし５の検討によれば、本件各事業年度における法人税に係る原告の所得金

額及び納付すべき税額は、別紙７「本件各事業年度の納付すべき税額（当裁判所の認定）」

記載のとおりであると認められ、本件法人税各決定処分における所得金額及び納付すべ

き税額を上回っているから、本件法人税各決定処分は、いずれも適法である。 

イ 上記検討のとおり、本件法人税各決定処分はいずれも適法であり、本件全証拠を精査

しても、原告が期限内申告書を提出しなかったことについて、通則法６６条１項ただし

書に規定する正当な理由があると認めることはできず、原告に対する無申告加算税の額

は、被告主張額（別紙２記載３（１）参照）のとおりであると認められるから、これと

同額でした本件法人税各賦課決定処分はいずれも適法である。 

（２）ア 前記４の検討によれば、本件業務委託管理費は、課税仕入れの額には含まれないから、

原告の本件各課税期間の消費税等に係る課税標準額及び納付すべき税額は、被告主張額

（別紙２の別表５参照）のとおりであると認められ、本件消費税等各決定処分における

課税標準額及び納付すべき税額を上回っているから、本件消費税等各決定処分は、いず

れも適法である。 

イ 上記検討のとおり、本件消費税等各決定処分はいずれも適法であり、本件全証拠を精

査しても、原告が期限内申告書を提出しなかったことについて、通則法６６条１項ただ

し書に規定する正当な理由があると認めることはできず、原告に対する無申告加算税の

額は、被告主張額（別紙２記載５（１）参照）のとおりであると認められるから、これ

と同額でした本件消費税等各賦課決定処分はいずれも適法である。 

第５ 結論 

 よって、原告の請求は、いずれも理由がないからこれらを棄却することとし、主文のとおり

判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 増田 稔 

   裁判官 村田 一広 

   裁判官 高橋 心平 
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（別紙１－１） 

本件各決定処分等の経緯（法人税関係） 

《法人税》 （単位：円） 

事業年度 区分 年月日 所得金額 
納付すべき 

法人税額 

無申告 

加算税の額 

① 確定申告  無申告 

② 決定処分等 平成23年6月27日 15,550,898 4,025,000 779,000 

③ 異議申立て 平成23年8月9日 0 0 0 

④ 異議決定 平成23年11月8日 棄却 

⑤ 審査請求 平成23年12月5日 0 0 0 

平成19 

事業年度 

⑥ 同上裁決 平成24年11月28日 棄却 

① 確定申告  無申告 

② 決定処分等 平成23年6月27日 14,003,333 3,560,900 687,000 

③ 異議申立て 平成23年8月9日 0 0 0 

④ 異議決定 平成23年11月8日 棄却 

⑤ 審査請求 平成23年12月5日 0 0 0 

平成20 

事業年度 

⑥ 同上裁決 平成24年11月28日 棄却 

① 確定申告  無申告 

② 決定処分等 平成23年6月27日 16,143,542 3,882,900 751,000 

③ 異議申立て 平成23年8月9日 0 0 0 

④ 異議決定 平成23年11月8日 棄却 

⑤ 審査請求 平成23年12月5日 0 0 0 

平成21 

事業年度 

⑥ 同上裁決 平成24年11月28日 棄却 
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（別紙１－２） 

本件各決定処分等の経緯（消費税等関係） 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

課税期間 区分 年月日 課税標準額 
仕入税額 

控除の額 

納付すべき 

消費税額 

納付すべき 

地方消費税額 

無申告 

加算税の額 

① 確定申告  無申告 

② 決定処分等 平成23年6月27日 137,920,000 3,630,734 1,886,000 471,500 445,000 

③ 異議申立て 平成23年8月9日 0 0 0 0 0 

④ 異議決定 平成23年11月8日 棄却 

⑤ 審査請求 平成23年12月5日 0 0 0 0 0 

平成20 

課税期間 

⑥ 同上裁決 平成24年11月28日 棄却 

① 確定申告  無申告 

② 決定処分等 平成23年6月27日 134,373,000 3,746,686 1,628,200 407,000 381,000 

③ 異議申立て 平成23年8月9日 0 0 0 0 0 

④ 異議決定 平成23年11月8日 棄却 

⑤ 審査請求 平成23年12月5日 0 0 0 0 0 

平成21 

課税期間 

⑥ 同上裁決 平成24年11月28日 棄却 
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（別紙２） 

本件各決定処分等の根拠及び適法性（被告の主張） 

 

１ 本件における収益事業に係る所得金額の算定に関する被告の主張 

 本件建物貸付業は、被告の主張するとおり、収益事業に該当し、本件ホテル事業が収益事業

に該当することについては争いがないところ、本件各事業年度の法人税につき、①本件建物貸

付業に係る所得金額の算定に関しては、本件建物貸付・支援等元帳の帳簿記録を基礎として、

益金（収益）の額については別表２－１「平成１９事業年度の収益事業に係る収益の額」、別表

３－１「平成２０事業年度の収益事業に係る収益の額」及び別表４－１「平成２１事業年度の

収益事業に係る収益の額」（以下、併せて「収益関係各別表」という。）の上段に、損金（原価・

費用等）の額については別表２－２「平成１９事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額」、

別表３－２「平成２０事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額」及び別表４－２「平成２

１事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額」（以下、併せて「原価関係各別表」という。）

の各１枚目にそれぞれ記載したとおりであり、②本件ホテル事業に係る所得金額の算定に関し

ては、本件ホテル元帳の帳簿記録を基礎として、益金（収益）の額については、収益関係各別

表の下段に、損金（原価・費用等）の額については原価関係各別表の各２枚目にそれぞれ記載

したとおりである。 

 そして、被告が本件訴訟において主張する本件各事業年度の収益事業に係る益金に算入すべ

き金額は、収益関係各別表の「収益事業に係る収益の額②」欄のとおりであり、被告が本件訴

訟において主張する本件各事業年度の収益事業に係る損金に算入すべき金額は、原価関係各別

表の「収益事業に係る原価・費用等の額②」欄のとおりである。 

 また、本件各課税期間に係る原告の消費税等の算定に関しては、原告が行った各事業に係る

総勘定元帳の帳簿記録を基礎として、課税売上高については別表６－１「平成２０課税期間の

資産の譲渡等の対価の額及び課税売上高」及び別表７－１「平成２１課税期間の資産の譲渡等

の対価の額及び課税売上高」（以下、併せて「資産譲渡関係各別表」という。）に、課税仕入れ

に係る支払対価の額については別表６－２「平成２０課税期間の課税仕入れに係る支払対価の

額及び控除税額」及び別表７－２「平成２１課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控

除税額」（以下「仕入関係各別表」という。）にそれぞれ記載したとおりであり、被告が本件訴

訟において主張する本件各課税期間に係る課税売上高等については、資産譲渡関係各別表の「課

税取引②」欄のとおりであり、課税仕入れに係る支払対価の額については、仕入関係各別表の

「課税取引②」欄のとおりである。 

 各別表に記載した各項目に関し、総勘定元帳の計上額をそのまま採用していないなど、算定

根拠等について説明が必要と認められる科目について、以下に詳述する。 

（１）本件法人税各決定処分 

ア 収益の額 

（ア）本件建物貸付業について 

ａ 「１月ないし９月売上」について（別表２－１の「１２」欄） 

 本件建物貸付・支援等元帳の売上勘定に計上されている繰越７８８万５６０１円（乙

９の１〔１枚目〕）については、平成１９年１月ないし９月の本件建物貸付業の収益の

額と認められることから、平成１９事業年度の収益の額に算入する。 
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ｂ 「保証人代」について（別表２－１及び別表３－１の各「８」欄） 

 「保証人代」は、原告がＧマンション等を賃貸するに当たって入居者から保証人代

又は保証料として受領しているものであり、Ｇマンション等の賃貸に付随して行われ

る行為に係る収入であると認められるから、収益の額に算入する。 

ｃ 「家賃（●●）」について（別表４－１の「１１」欄） 

 平成２１年５月１９日に計上された３０万円は、原告がＧマンション等の入居者か

らの収入を計上している本件建物貸付・支援等元帳の「売上」勘定に家賃として計上

されているものであることから、本件建物貸付業に係る収益の額に算入する（乙９の

１〔４０枚目〕）。 

ｄ 「受取利息」について（収益関係各別表の「１６」の「②」欄） 

 預金利息（乙２５「預金取引明細表兼残高表」〔９及び１２頁〕の「取引内容」が「預

金利息元」となっている入金。乙９の２参照）は、Ｇマンション等の賃貸に付随して

発生しているものであることから、収益の額に算入する。 

ｅ 「雑収入」について（収益関係各別表の「１７」の「②」欄） 

 本件建物貸付・支援等元帳の雑収入勘定（乙９の３）に計上されている入居者への

家具什器等の販売又は貸付けに対する対価及び退去者から受領した原状回復費用は、

いずれもＧマンション等の賃貸に付随して行われる行為に係る収入であることから、

収益の額に算入する（別表９「本件建物貸付業に係る『雑収入』勘定に計上された金

額のうち収益の額に含まれるもの」参照）。 

（イ）本件ホテル事業の「受取利息」について（収益関係各別表の「２４」の「②」欄） 

 本件ホテル事業に係る売上金を管理するために使用している普通預金に係る預金利息

は、本件ホテル事業に付随して発生しているものであることから、収益の額に算入する

（乙１６の１ないし３及び乙１７の１ないし３）。 

イ 原価・費用等の額 

（ア）本件建物貸付業について 

ａ 「１月ないし９月の繰越額」について（別表２－２の「Ｘ」欄） 

 本件建物貸付・支援等元帳の各勘定に繰越として記載された金額は、平成１９年１

月ないし９月の本件建物貸付業に係る原価・費用等の額と認められることから、平成

１９事業年度の当該各金額を含めたところで、本件建物貸付業に係る原価・費用等の

額を算出する（乙９の４ないし１９）。 

ｂ 「通信費」について（原価関係各別表の「４」の「②」欄） 

 原告における「通信費」の大半は入居者等が行政機関等とのやり取りに使用してい

るものであるから、本件建物貸付業の原価・費用等に該当するのは、保守的に見積も

っても「通信費」として計上された額の５０％を上回ることはないと考えられる。 

 したがって、通信費として計上された金額の５０％相当額を本件建物貸付業の原

価・費用等の額に算入する（乙９の６）。 

ｃ 「旅費交通費」について（原価関係各別表の「５」の「②」欄） 

 原告の本件建物貸付業に係る「旅費交通費」は本件建物貸付業のために必要なもの

とは認められないので、原価・費用等の額には算入されない。 

ｄ 「広告宣伝費」について（別表２－２及び別表３－２の各「６」の「②」欄） 
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 原告ＨＰ（１４頁）中、本件建物貸付業のために使用されている部分は４頁である

から（乙１３）、本件建物貸付業の「広告宣伝費」として計上された原告ＨＰの管理料

のうち１４分の４の金額を、本件建物貸付業の原価・費用等の額に算入する（乙９の

８）。 

ｅ 「消耗品費」について（別表３－２の「７」の「②」欄） 

 原告は、消耗品費として研修中の特定従事者の作業衣・作業用長靴などを購入した

としているところ、次の費用は本件建物貸付業のために必要なものとは認められない

ので、原価・費用等の額には算入されない（乙９の９）。 

（ａ）平成２０年７月１日 ㈱ｆのぼり代金 ３万０６００円 

（ｂ）平成２０年７月４日 ｈユニフォームＴシャツ代 

 １１万６８６５円 

（ｃ）平成２０年７月７日 丙、車輌代金 ６５万円 

ｆ 「保険料」について（別表３－２及び別表４－２の各「９」の「②」欄） 

 原告は、特定従事者の自立支援研修事業のうち、「地域のお祭りの手伝い」などのボ

ランティア活動参加の際に、保険料を負担しているところ、保険料は、本件建物貸付

業のために必要なものとは認められないので、原価・費用等の額には算入されない。 

ｇ 「活動費」について（原価関係各別表の「１１」の「②」欄） 

 本件共通活動費の大半は、Ｍ、Ｎ等での事業に従事した者に対して支払われたもの

であるところ、「ｉ」の事業とはいわゆる便利屋業であり、これらの事業はいずれも本

件建物貸付業に関するものとは認められず、これに加え、原告が、「活動費」に計上し

た費用は、ホームレス引受けケアーサポート活動・夜回り相談活動など、雇用契約の

ないボランティア活動員の外部発生費用等に対する支払である旨回答していること

（乙１１〔第１の１④（２）〕）からすると、上記「活動費」は、本件建物貸付業のた

めに必要なものとは認められず、当該事業に係る原価・費用等の額には算入されない。 

 なお、丙等活動費が支給されていると認められる者については、本件建物貸付業に

のみ従事している状況ではなく、本件建物貸付業への従事状況は、原告から提示され

た資料からは明らかではない。この点、社団法人ｇ協会連合会が、平成１７年９月に

賃貸不動産管理業界の会員に対して実施した「賃貸不動産管理業務等に関するアンケ

ート調査」の報告書（以下「ｇアンケート調査報告書」という。）によると、居住用の

賃貸物件について、賃料に対して管理委託手数料が占める割合の平均（以下「ｇ調査

管理手数料割合」という。）は１０．１％であり、全体の約９割が、当該割合は１０％

未満であると回答している（乙１４）。そして、ｇ調査管理手数料割合は、居住用の賃

貸物件の賃料の請求及び徴収等の不動産管理業務を他の者に依頼した場合に支払われ

る管理手数料の割合であり、当該管理手数料には不動産管理業務に必要な人件費も含

まれていることから、本件建物貸付業の賃料にｇ調査管理手数料割合を乗ずることに

より、丙等活動費のうち本件建物貸付業の原価・費用等の額に算入される金額を保守

的に算出することができるので、本件建物貸付業に係る家賃収入（収益関係各別表の

「２」、「１１」、「１２」及び「１５」の「②」欄の合計金額）にｇ調査管理手数料割

合１０．１％を乗じて、丙等活動費のうち原価・費用等の額に算入される金額を算出

した。 
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ｈ 「自動車費」について（原価関係各別表の「１２」の「②」欄） 

 「自動車費」は、特定従事者が行政上の手続のために役所、研修場、病院などへ行

く際の送迎時に要した燃料費であり、当該費用は本件建物貸付業のために必要なもの

とは認められないので、原価・費用等の額には算入されない。 

ｉ 「福利厚生費」について（別表２－２及び別表３－２の各「１４」の「②」欄） 

「福利厚生費」は、入居中又は研修中の特定従事者有志による「レクリエーション・

花見の会」の際に、原告が負担した金額であり、当該費用は本件建物貸付業のため

に必要なものとは認められないので、原価・費用等の額には算入されない。 

ｊ 「雑費」について（原価関係各別表の「１６」の「②」欄） 

 「雑費」は、研修中の特定事業者に対して提供した昼食・飲み物などの購入費、入

居中の特定事業者に提供した食材費及び共用部分の備品購入代金であるところ、これ

らの費用のうち、共用部分の備品購入代以外のもの（別表１０「本件建物貸付業に係

る『雑費』勘定に計上された金額のうち原価・費用等の額に含まれないもの」参照）

は、本件建物貸付業のために必要なものとは認められないので、原価・費用等の額に

は算入されない（乙９の１８）。 

ｋ 「本部・登録免許税」、「本部・郵送料」及び「本部・不動産取得税」について（別

表３－２の「２２」、「２３」及び「２４」欄） 

 本件建物貸付業に係る原価・費用等の額として「仕入、土地建物」勘定に計上され

た「登録免許税」、「郵送料」及び「不動産取得税」（乙２６の１〔１枚目〕。別表３－

２の「金額①」欄）のうち、登録免許税１３万１９００円、郵券代２１４０円及び不

動産取得税１３万６４００円（乙２６の２）は、いずれもＮの土地及び建物の取得に

要した支出であり、Ｎは、本件建物貸付業の事業の用には供されていないので、原価・

費用等の額には算入されず、原価・費用等の額に算入されるのはその余の登録免許税

２０万６１００円、郵便代２１８０円及び不動産取得税２３万８４００円となる（乙

１０の１及び２）。 

ｌ 「本部・工事費用」について（別表３－２の「２５」欄） 

 原告が、平成２０事業年度において、「仕入・土地建物」勘定（乙２６の１〔１枚目〕）

に計上している株式会社ｊに対する改修費２件の合計１６２万円は、Ｊの工事費用で

あるが、当該費用は、競売により取得したＪを事業の用に供するための改修費である

と認められ、法人税法施行令５４条１項（平成２２年政令第５１号による改正前のも

の）の規定に基づき建物の取得価額に算入すべきものであるから、原価・費用等の額

には算入されない。 

 また、ｍ株式会社に対する改修資材２７万０６５８円、ｎに対する資材加工費７万

円、ｑに対する改修費２０万円の合計５４万０６５８円は、本件建物貸付業の事業の

用には供されていないＮの改修費であるので、原価・費用等の額には算入されない（乙

２６の１〔１枚目〕）。 

（イ）本件ホテル事業の「雑費」又は「活動費」について（別表２－２の「４５」欄並びに

別表３－２及び別表４－２の各「４０」欄） 

 原告が、本件ホテル活動費のうち、「年末年始活動費」又は「活動費○月分」等として

計上した金額（乙１５の１ないし３。別表１１「本件ホテル事業に係る『雑費』及び『活
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動費』勘定に計上された金額のうち原価・費用等の額に含まれないもの」参照。以下「本

件使途不明活動費」という。）については、その支出先や支出内容が不明であり、かつ、

原告は、「当ＮＰＯ法人常用雇用者に対する恒常的賃金の支払は、当然「給料賃金」に計

上・処理している。」と述べており（乙１１〔第１の１④（１）〕）、実際に本件ホテル事

業の従事者は従業員として雇用されていること（甲６の２）、また、原告は、活動費はホ

ームレス引受けケアーサポート活動・夜回り相談などの側面的外部支援に係るボランテ

ィア活動員の外部発生費用等に対する支払である旨述べていること（乙１１〔第１の１

④（２）〕）からすると、本件使途不明活動費は、本件ホテル事業との関連性はなく、本

件ホテル事業のために活動費を支出する理由はないと認められる。したがって、本件使

途不明活動費は、本件ホテル事業の原価・費用等の額には算入されない。 

（２）本件消費税等各決定処分 

ア 本件建物貸付業に係る「家賃（●●）」について（別表７－１の「１１」欄） 

 平成２１年５月１９日に売上げとして計上した３０万円については、家賃として受領し

た住宅の貸付けの対価であるから、消費税法別表第１第１３号の規定により、非課税取引

に該当する（乙９の１〔４０枚目〕）。 

イ 本件建物貸付業に係る「雑収入」について（資産譲渡関係各別表の「１６」欄） 

 別表９の（２）及び（３）の表に記載された金額は、Ｇマンション等の退去者から退去

に伴い居室の原状を回復するための対価として受領したものであるから、消費税法２条１

項９号に規定する課税資産の譲渡等の対価に該当する（乙９の３）。 

ウ 本件ホテル事業に係る「支払手数料」について（仕入関係各別表の「３９」欄） 

 本件ホテル事業に係る「支払手数料」のうち、原告がクレジットカード発行会社に支払

った手数料（別表１２「本件ホテル事業に係る『支払手数料』勘定に計上された金額のう

ち非課税取引となるもの」参照）は、原告が、クレジットカード発行会社に顧客に対する

売掛債権を譲り渡した際に支払うものであり、消費税法別表第１第３号及び消費税法施行

令１０条３項８号の規定により非課税取引である金銭債権の譲受けに係る対価に該当する

（乙２７の１及び２）。 

２ 本件法人税各決定処分の根拠及び適法性 

（１）本件法人税各決定処分の根拠 

 被告が本件訴訟において主張する原告の本件各事業年度の法人税に係る所得金額及び納付

すべき税額は、次のとおりである（別表１「本件各事業年度の納付すべき税額」参照）。 

ア 平成１９事業年度 

（ア）所得金額（別表１の「４」欄） ２６５７万３４８３円 

 上記金額は、次のａの金額からｂの金額を減算した金額である。 

ａ 収益事業に係る収益の額（別表２－１の「２５」の「②」欄） 

 １億２１７４万８３４１円 

 上記金額は、原告の平成１９事業年度の収益事業（本件建物貸付業及び本件ホテル

事業）に係る収益の額の合計額である。 

 なお、本件ホテル事業は、法人税法施行令５条１項に規定する旅館業、料理店業そ

の他の飲食店業及び駐車場業に該当する（以下、平成２０事業年度及び平成２１事業

年度も同様である。）。 
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ｂ 収益事業に係る原価・費用等の額（別表２－２の「５８」の「②」欄） 

 ９５１７万４８５８円 

 上記金額は、原告の平成１９事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額の合計額

である。 

（イ）納付すべき法人税額（別表１の「５」欄） ７３３万１９００円 

 上記金額は、前記（ア）の所得金額２６５７万３０００円（国税通則法（以下「通則

法」という。）１１８条１項の規定により、１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの。

以下同じ。）につき、法人税法６６条１項及び２項の規定により、所得の金額が８００万

円以下について１００分の２２の税率を、その余の所得の金額について１００分の３０

の税率を、それぞれ乗じて算出した金額の合計額である。 

イ 平成２０事業年度 

（ア）所得金額（別表１の「４」欄） ３２５８万４８１６円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額を減算した金額である。 

ａ 収益事業に係る収益の額（別表３－１の「２５」の「②」欄） 

 １億５４５８万７５１６円 

 上記金額は、原告の平成２０事業年度の収益事業に係る収益の額の合計額である。 

ｂ 収益事業に係る原価・費用等の額（別表３－２の「５８」の「②」欄） 

 １億２０７８万５９００円 

 上記金額は、原告の平成２０事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額の合計額

である。 

ｃ 未納事業税の額（別表１の「３」欄） １２１万６８００円 

 上記金額は、前事業年度（平成１９事業年度）の決定処分に伴い原告が納付するこ

ととなる事業税相当額であり、平成２０事業年度の損金の額に算入される金額である。 

（イ）納付すべき法人税額（別表１の「５」欄） ９１３万５２００円 

 上記金額は、前記（ア）の所得金額３２５８万４０００円につき、法人税法６６条１

項及び２項の規定により、所得の金額が８００万円以下について１００分の２２の税率

を、その余の所得の金額について１００分の３０の税率を、それぞれ乗じて算出した金

額の合計額である。 

ウ 平成２１事業年度 

（ア）所得金額（別表１の「４」欄） ２６６３万０１００円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額を減算した金額である。 

ａ 収益事業に係る収益の額（別表４－１の「２５」の「②」欄） 

 １億５３２９万６１０５円 

 上記金額は、原告の平成２１事業年度の収益事業に係る収益の額の合計額である。 

ｂ 収益事業に係る原価・費用等の額（別表４－２の「５８」の「②」欄） 

 １億２５５９万７８０５円 

 上記金額は、原告の平成２１事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額の合計額

である。 

ｃ 未納事業税の額（別表１の「３」欄） １０６万８２００円 

 上記金額は、前事業年度（平成２０事業年度）の決定処分に伴い原告が納付するこ
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ととなる事業税相当額であり、平成２１事業年度の損金の額に算入される金額である。 

（イ）納付すべき法人税額（別表１の「５」欄） ７０２万９０００円 

 上記金額は、前記（ア）の所得金額２６６３万円につき、法人税法６６条１項及び２

項並びに租税特別措置法（平成２３年法律第１１４号による改正前のもの）４２条の３

の２の規定により、所得の金額が８００万円以下について１００分の１８の税率を、そ

の余の所得の金額について１００分の３０の税率を、それぞれ乗じて算出した金額の合

計額である。 

（２）本件法人税各決定処分の適法性 

 被告が本件訴訟において主張する原告の本件各事業年度の法人税に係る所得金額及び納付

すべき税額は前記（１）のとおりであり、これらは、いずれも本件法人税各決定処分におけ

る「所得金額」及び「納付すべき法人税額」（別紙１－１の「②決定処分等」欄）を上回るか

ら、本件法人税各決定処分はいずれも適法である。 

３ 本件法人税各賦課決定処分の根拠及び適法性 

（１）本件法人税各賦課決定処分の根拠 

 前記２（２）のとおり、本件法人税各決定処分はいずれも適法であり、また、原告におい

て期限内申告書の提出がなかったことに、通則法６６条１項ただし書に規定する「正当な理

由」があるとは認められない。 

 したがって、本件法人税各決定処分により原告が納付すべきこととなった税額を基礎とし

て課されるべき無申告加算税の金額は、それぞれ次のとおりである。 

ア 平成１９事業年度 ７７万９０００円 

 上記金額は、通則法６６条１項の規定に基づき、原告が平成１９事業年度の法人税決定

処分により納付すべき税額４０２万円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円

未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）に１００分の１５の割合を乗じて算出した

金額６０万３０００円に、通則法６６条２項の規定に基づき、納付すべき税額４０２万５

０００円のうち５０万円を超える部分の金額３５２万円（ただし、通則法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）に１００分の５の割合を

乗じて算出した金額１７万６０００円を加算した金額である。 

イ 平成２０事業年度 ６８万７０００円 

 上記金額は、通則法６６条１項の規定に基づき、原告が平成２０事業年度の法人税決定

処分により納付すべき税額３５６万円に１００分の１５の割合を乗じて算出した金額５３

万４０００円に、同条２項の規定に基づき、納付すべき税額３５６万０９００円のうち５

０万円を超える部分の金額３０６万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額１５万

３０００円を加算した金額である。 

ウ 平成２１事業年度 ７５万１０００円 

 上記金額は、通則法６６条１項の規定に基づき、原告が平成２１事業年度の法人税決定

処分により納付すべき税額３８８万円に１００分の１５の割合を乗じて算出した金額５８

万２０００円に、同条２項の規定に基づき、納付すべき税額３８８万２９００円のうち５

０万円を超える部分の金額３３８万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額１６万

９０００円を加算した金額である。 

（２）本件法人税各賦課決定処分の適法性 
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 被告が本件訴訟において主張する原告の本件各事業年度の法人税について賦課されるべき

無申告加算税の額は前記（１）のとおりであり、これらは、いずれも本件法人税各賦課決定

処分の額（別紙１－１の「無申告加算税の額」の「②決定処分等」欄）と同額であるから、

本件法人税各賦課決定処分はいずれも適法である。 

４ 本件消費税等各決定処分の根拠及び適法性 

（１）本件消費税等各決定処分の根拠 

 被告が本件訴訟において主張する原告の本件各課税期間の消費税等に係る課税標準額及び

納付すべき税額は、次のとおりである（別表５「本件各課税期間の納付すべき税額」参照）。 

ア 平成２０課税期間 

（ア）課税標準額（別表５の「１」欄） １億３８２４万９０００円 

 上記金額は、平成２０課税期間に係る課税売上高１億３８２４万９５８１円（別表６

－１の「３１」欄）について、通則法１１８条１項の規定により、１０００円未満の端

数を切り捨てた後の金額である。 

 なお、平成２０課税期間における①資産の譲渡等の対価の額につき、②消費税法２条

１項９号に規定する課税資産の譲渡等（以下「課税取引」という。）、③同法６条の規定

により消費税を課されない資産の譲渡等（以下「非課税取引」という。）、④同法６０条

４項に規定する特定収入で消費税法施行令（平成２５年政令第５６号による改正前のも

の。以下同じ。）７５条４項１号イに規定する「課税仕入れ等に係る特定収入」以外のも

の（以下「使途不特定の特定収入」という。）の各金額及びその内訳は、資産譲渡関係各

別表の「取引区分」欄のとおりである（以下、イ（ア）において同じ。）。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表５の「２」欄） ５５２万９９６０円 

 上記金額は、上記（ア）の金額に消費税法２９条に規定する税率１００分の４を乗じ

て算出した金額である。 

（ウ）控除税額（別表５の「３」欄、別表６－２の「７７」欄） ３３５万８０３８円 

 上記金額は、次のａの金額からｂの金額を減算し、ｃの金額を加算した金額である。

なお、課税取引、非課税取引及び消費税法２条１項８号に規定する資産の譲渡等に該当

しないもの（以下「不課税取引」という。）の金額及びその内訳は、仕入関係各別表の「取

引区分」欄のとおりである（以下イ（ウ）において同じ。）。 

ａ 消費税法３０条２項２号（平成２３年法律第８２号による改正前のもの。以下同じ。）

に定める方法（以下「一括比例配分方式」という。）による課税仕入れ等の消費税額（別

表６－２の「７５」欄） ３５３万７８０９円 

 上記金額は、消費税法３０条１項の規定により控除されるべきものとして、平成２

０課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額に１０５分の４を乗じて算出した

金額３８０万１６４６円（別表６－２の「７３」欄）に、同条２項２号の規定により、

同課税期間の課税売上割合（別表６－１の「３２」欄）を乗じて算出した金額である。 

ｂ 使途不特定の特定収入に係る課税仕入れ等の消費税額（別表６－２の「７６」欄） 

 １９万１００９円 

 上記金額は、消費税法６０条４項及び消費税法施行令７５条４項３号の規定により

必要となる控除すべき消費税額の調整計算として、前記ａの金額に、平成２０課税期

間の消費税法２８条１項に規定する資産の譲渡等の対価の額に、同法６０条４項に規
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定する特定収入の額を加算した金額に対して、同法６０条４項に規定する特定収入の

額が占める割合（以下「特定収入割合」という。別表６－１の「３３」欄）を乗じて

算出した金額である。 

ｃ 貸倒れに係る消費税額（別表６－２の「７４」欄） １万１２３８円 

 上記金額は、消費税法３９条１項（平成２２年法律第６号による改正前のもの。以

下同じ。）の規定により控除されるべきものとして、平成２０課税期間における貸倒れ

に係る課税資産の譲渡等の税込価額２９万５０００円（別表６－２の「４７」の「①」

欄）に１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

（エ）納付すべき消費税額（別表５の「４」欄） ２１７万１９００円 

 上記金額は、前記（イ）の金額から上記（ウ）の金額を控除した金額（ただし、通則

法１１９条１項の規定により、１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）

である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表５の「５」欄） ２１７万１９００円 

 上記金額は、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２の規定により、地方消費

税の課税標準となる金額である。 

（カ）譲渡割額（別表５の「６」欄） ５４万２９００円 

 上記金額は、上記（オ）の金額に地方税法７２条の８３（平成２４年法律第６９号に

よる改正前のもの。以下同じ。）に規定する税率１００分の２５を乗じて算出した金額（た

だし、地方税法制定附則９条の６第１項及び通則法１１９条１項の規定により、１００

円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下同じ。）である。 

（キ）納付すべき消費税等の額（別表５の「７」欄） ２７１万４８００円 

 上記金額は、前記（エ）の金額と上記（カ）の金額との合計額である。 

イ 平成２１課税期間 

（ア）課税標準額（別表５の「１」欄） １億３４８１万９０００円 

 上記金額は、平成２１課税期間に係る課税売上高１億３４８１万９５９８円（別表７

－１の「３１」欄）について、通則法１１８条１項の規定により、１０００円未満の端

数を切り捨てた後の金額である。 

（イ）課税標準額に対する消費税額（別表５の「２」欄） ５３９万２７６０円 

 上記金額は、前記（ア）の金額に消費税法２９条に規定する税率１００分の４を乗じ

て算出した金額である。 

（ウ）控除税額（別表５の「３」欄、別表７－２の「７７」欄） ３６７万８１８８円 

 上記金額は、次のａの金額にｂの金額を加算した金額である。 

ａ 一括比例配分方式による課税仕入れ等の消費税額（別表７－２の「７５」欄） 

 ３６７万５３３４円 

 上記金額は、消費税法３０条１項の規定により控除されるべきものとして、平成２

１課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額に１０５分の４を乗じて算出した

金額４０２万１５７４円（別表７－２の「７３」欄）に、同条２項２号の規定により、

同課税期間の課税売上割合（別表７－１の「３２」欄）を乗じて算出した金額である。 

ｂ 貸倒れに係る消費税額（別表７－２の「７４」欄） ２８５４円 

 上記金額は、消費税法３９条１項の規定により控除されるべきものとして、平成２
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１課税期間における貸倒れに係る課税資産の譲渡等の税込金額７万４９１０円（別表

７－２の「４７」の「①」欄）に１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

（エ）納付すべき消費税額（別表５の「４」欄） １７１万４５００円 

 上記金額は、前記（イ）の金額から上記（ウ）の金額を控除した金額である。 

（オ）地方消費税の課税標準額（別表５の「５」欄） １７１万４５００円 

 上記金額は、地方税法７２条の７７第２号及び７２条の８２の規定により、地方消費

税の課税標準となる金額である。 

（カ）譲渡割額（別表５の「６」欄） ４２万８６００円 

 上記金額は、前記（オ）の金額に地方税法７２条の８３に規定する税率１００分の２

５を乗じて算出した金額である。 

（キ）納付すべき消費税等の金額（別表５の「７」欄） ２１４万３１００円 

 上記金額は、前記（エ）の金額と前記（カ）の金額との合計額である。 

（２）本件消費税等各決定処分の適法性 

 被告が本件訴訟において主張する原告の本件各課税期間の消費税等の納付すべき税額は前

記（１）のとおりであり、これらは、いずれも本件消費税等各決定処分における「納付すべ

き消費税額」及び「納付すべき地方消費税額」（別紙１－２の「②決定処分等」欄）の合計額

を上回るから、本件消費税等各決定処分はいずれも適法である。 

５ 本件消費税等各賦課決定処分の根拠及び適法性 

（１）本件消費税等各賦課決定処分の根拠 

 前記１（２）のとおり、本件消費税等各決定処分はいずれも適法であり、また、原告にお

いて期限内申告書の提出がなかったことに、通則法６６条１項ただし書に規定する「正当な

理由」があるとは認められない。 

 したがって、本件消費税等各決定処分により原告が納付すべきこととなった消費税等の額

を基礎として課されるべき無申告加算税の金額は、それぞれ次のとおりである。 

ア 平成２０課税期間 ４４万５０００円 

 上記金額は、通則法６６条１項の規定に基づき、原告が平成２０課税期間の消費税等決

定処分により納付すべき税額２３５万円に１００分の１５の割合を乗じて算出した金額３

５万２５００円に、同条２項の規定に基づき、納付すべき税額２３５万７５００円のうち

５０万円を超える部分の金額１８５万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額９万

２５００円を加算した金額である。 

イ 平成２１課税期間 ３８万１０００円 

 上記金額は、通則法６６条１項の規定に基づき、原告が平成２１課税期間の消費税等決

定処分により納付すべき税額２０３万円に１００分の１５の割合を乗じて算出した金額３

０万４５００円に、同条２項の規定に基づき、納付すべき税額２０３万５２００円のうち

５０万円を超える部分の金額１５３万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額７万

６５００円を加算した金額である。 

（２）本件消費税等各賦課決定処分の適法性 

 被告が本件訴訟において主張する本件各課税期間の消費税等の決定処分によって賦課され

るべき無申告加算税の額は前記（１）のとおりであり、これらは、いずれも本件消費税等各

賦課決定処分の額（別紙１－２の「無申告加算税の額」の「②決定処分等」欄）と同額であ
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るから、本件消費税等各賦課決定処分はいずれも適法である。 

以上 
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別表１ 

本件各事業年度の納付すべき税額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 平成19事業年度 平成20事業年度 平成21事業年度 

収益事業に係る収益の額 １ 121,748,341 154,587,516 153,296,105 

収益事業に係る原価・費用等の額 ２ 95,174,858 120,785,900 125,597,805 

未納事業税の額 ３ － 1,216,800 1,068,200 

所得金額 

（１－２－３） 
４ 26,573,483 32,584,816 26,630,100 

納付すべき法人税額 ５ 7,331,900 9,135,200 7,029,000 

（注）１ 「１」欄の「収益事業に係る収益の額」欄の金額は、別表３－１、別表４－１及び別表５

－１「25」の「②」欄の金額である。 

２ 「２」欄の「収益事業に係る原価・費用等の額」欄の金額は、別表３－２、別表４－２及

び別表５－２「58」の「②」欄の金額である。 
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別表２－１ 

平成19事業年度の収益事業に係る収益の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る 

収益の額 

② 

本件建物貸付業 １ 10,846,750 11,362,738 

家賃 ２ 2,304,200 2,304,200 

共益費 ３ 40,000 40,000 

水道代 ４ 93,130 93,130 

レンタル料 ５ 61,850 61,850 

光熱費 ６ 7,074 7,074 

更新料 ７ 123,000 123,000 

保証人代 ８ 115,700 115,700 

家具什器代 ９   

中古家電販売 10   

家賃（●●） 11   

１月ないし９月売上 12 7,885,601 7,885,601 

その他収入 13   

家
賃
等 

小計 14 10,630,555 10,630,555 

家賃（既居住者分） 15  516,000 

受取利息 16 595 583 

雑収入 17 215,600 215,600 

内
訳 

寄附金収入 18   

本件ホテル事業 19 110,385,445 110,385,603 

本件ホテル宿泊収入 20 77,614,970 77,614,970 

本件ホテル飲食収入 21 31,999,241 31,999,241 

本件駐車場賃貸収入 22 255,000 255,000 

本件ホテル販売収入 23 514,167 514,167 

内
訳 

受取利息 24 2,067 2,225 

合計（１＋19） 25 121,232,195 121,748,341 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、「①」欄記載の金額のうち、原告の総勘定元帳の摘要欄記載事項等から収益事

業に係る収益の額と認められるものを抽出したものである。 
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別表２－２ 

平成19事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

１～９月分 

（繰越額） 

Ｘ 

９月以降 

（記帳額） 

Ｙ 

合計金額 

（Ｘ＋Ｙ） 

① 

収益事業に

係る原価・費

用等の額② 

本件建物貸付業 １ 4,784,353 1,193,478 5,977,831 3,762,602 

仕入 ２ 64,641 0 64,641 64,641 

水道光熱費 ３ 336,056 128,176 464,232 464,232 

通信費 ４ 494,910 113,583 608,493 304,247 

旅費交通費 ５ 112,800 17,360 130,160 0 

広告宣伝費 ６ 82,613 24,000 106,613 30,461 

消耗品費 ７ 10,875 32,143 43,018 43,018 

修繕費 ８ 699,227 102,900 802,127 802,127 

保険料 ９ 50,070 0 50,070 50,070 

支払手数料 10 0 1,260 1,260 1,260 

活動費 11 1,683,000 564,000 2,247,000 953,855 

自動車費 12 329,845 44,304 374,149 0 

支払家賃 13 396,000 150,000 546,000 546,000 

福利厚生費 14 23,630 0 23,630 0 

租税公課 15 295,530 0 295,530 295,530 

雑費 16 198,156 13,747 211,903 198,156 

貸倒金 17 7,000 0 7,000 7,000 

通信費 18 0 2,005 2,005 2,005 

保険料 19     

支払手数料 20     

租税公課 21     

登録免許税 22     

郵送料 23     

不動産取得税 24     

内
訳 

本
部 

工事費用 25     

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の

額と認められるものを抽出したものである。 
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平成19事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る 

原価・費用等の額 

② 

本件ホテル事業 26 96,784,256 91,412,256 

仕入 27 15,178,193 15,178,193 

外注加工費 28 3,758,961 3,758,961 

外活費 29 1,787,105 1,787,105 

給料・賃金 30 30,588,215 30,588,215 

荷造運賃費 31 534,920 534,920 

水道光熱費 32 11,833,545 11,833,545 

通信費 33 824,339 824,339 

旅費交通費 34 1,144,536 1,144,536 

広告宣伝費 35 1,055,481 1,055,481 

消耗品費 36 5,352,968 5,352,968 

修繕維持費 37 4,692,226 4,692,226 

損害保険料 38 222,770 222,770 

支払手数料 39 1,446,026 1,446,026 

活動費 40   

自動車費 41 936,741 936,741 

支払地代 42 1,427,125 1,427,125 

福利厚生費 43 1,092,991 1,092,991 

租税公課 44 2,518,800 2,518,800 

雑費 45 8,682,383 3,310,383 

雑損失 46 10,000 10,000 

貸倒金 47   

荷造運賃費 48 1,280 1,280 

旅費交通費 49 2,250 2,250 

消耗品費 50 213,531 213,531 

支払手数料 51 1,260 1,260 

自動車費 52 960,000 960,000 

租税公課 53 2,488,700 2,488,700 

雑費 54 29,910 29,910 

外注加工費 55   

修繕費 56   

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57   

合計（１＋26） 58 102,762,087 95,174,858 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の

額と認められるものを抽出したものである。 
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別表３－１ 

平成20事業年度の収益事業に係る収益の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る 

収益の額 

② 

本件建物貸付業 １ 15,981,002 10,839,760 

家賃 ２ 8,839,350 8,839,350 

共益費 ３ 117,000 117,000 

水道代 ４ 412,080 412,080 

レンタル料 ５ 169,500 169,500 

光熱費 ６   

更新料 ７ 533,000 533,000 

保証人代 ８ 120,000 120,000 

家具什器代 ９ 36,800 36,800 

中古家電販売 10 24,600 24,600 

家賃（●●） 11   

１月ないし９月売上 12   

その他収入 13 4,683,740 0 

家
賃
等 

小計 14 14,936,070 10,252,330 

家賃（既居住者分） 15  516,000 

受取利息 16 1,396 1,380 

雑収入 17 248,670 70,050 

内
訳 

寄附金収入 18 794,866 0 

本件ホテル事業 19 143,747,914 143,747,756 

本件ホテル宿泊収入 20 100,817,624 100,817,624 

本件ホテル飲食収入 21 41,841,044 41,841,044 

本件駐車場賃貸収入 22 275,000 275,000 

本件ホテル販売収入 23 809,286 809,286 

内
訳 

受取利息 24 4,960 4,802 

合計（１＋19） 25 159,728,916 154,587,516 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、「①」欄記載の金額のうち、原告の総勘定元帳の摘要欄記載事項等から収益事

業に係る収益の額と認められるものを抽出したものである。 
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別表３－２ 

平成20事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る 

原価・費用等の額 

② 

本件建物貸付業 １ 15,836,585 3,802,828 

仕入 ２ 59,700 59,700 

水道光熱費 ３ 435,134 435,134 

通信費 ４ 188,148 94,074 

旅費交通費 ５ 919,540 0 

広告宣伝費 ６ 24,000 6,858 

消耗品費 ７ 825,171 27,706 

修繕費 ８ 845,305 845,305 

保険料 ９ 9,500 0 

支払手数料 10 7,490 7,490 

活動費 11 6,440,262 944,891 

自動車費 12 180,381 0 

支払家賃 13 600,000 600,000 

福利厚生費 14 42,742 0 

租税公課 15   

雑費 16 405,544 64,640 

貸倒金 17 1,705,540 0 

通信費 18   

保険料 19 50,070 50,070 

支払手数料 20 1,680 1,680 

租税公課 21 218,600 218,600 

登録免許税 22 338,000 206,100 

郵送料 23 4,320 2,180 

不動産取得税 24 374,800 238,400 

内
訳 

本
部 

工事費用 25 2,160,658 0 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の

額と認められるものを抽出したものである。 
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平成20事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る 

原価・費用等の額 

② 

本件ホテル事業 26 172,013,072 116,983,072 

仕入 27 20,471,172 20,471,172 

外注加工費 28 12,434,836 12,434,836 

外活費 29 2,647,566 2,647,566 

給料・賃金 30 33,665,070 33,665,070 

荷造運賃費 31 107,040 107,040 

水道光熱費 32 14,013,093 14,013,093 

通信費 33 1,013,112 1,013,112 

旅費交通費 34 1,401,991 1,401,991 

広告宣伝費 35 1,050,854 1,050,854 

消耗品費 36 3,115,368 3,115,368 

修繕維持費 37 9,153,542 9,153,542 

損害保険料 38 290,090 290,090 

支払手数料 39 3,232,037 3,232,037 

活動費 40 7,195,000 165,000 

自動車費 41 656,202 656,202 

支払地代 42 2,446,500 2,446,500 

福利厚生費 43 1,658,803 1,658,803 

租税公課 44 3,795,800 3,795,800 

雑費 45 4,975,409 4,975,409 

雑損失 46 185,337 185,337 

貸倒金 47 295,000 295,000 

荷造運賃費 48   

旅費交通費 49   

消耗品費 50 172,320 172,320 

支払手数料 51 630 630 

自動車費 52 36,300 36,300 

租税公課 53   

雑費 54   

外注加工費 55   

修繕費 56   

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57 48,000,000 0 

合計（１＋26） 58 187,849,657 120,785,900 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の

額と認められるものを抽出したものである。 
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別表４－１ 

平成21事業年度の収益事業に係る収益の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る 

収益の額 

② 

本件建物貸付業 １ 13,060,595 13,565,873 

家賃 ２ 10,981,808 10,981,808 

共益費 ３ 120,000 120,000 

水道代 ４ 436,209 436,209 

レンタル料 ５ 82,000 82,000 

光熱費 ６ 88,400 88,400 

更新料 ７ 369,000 369,000 

保証人代 ８   

家具什器代 ９   

中古家電販売 10   

家賃（●●） 11 300,000 300,000 

１月ないし９月売上 12   

その他収入 13 357,238 0 

家
賃
等 

小計 14 12,734,655 12,377,417 

家賃（既居住者分） 15  901,000 

受取利息 16 480 456 

雑収入 17 314,460 287,000 

内
訳 

寄附金収入 18 11,000 0 

本件ホテル事業 19 139,730,232 139,730,232 

本件ホテル宿泊収入 20 85,092,279 85,092,279 

本件ホテル飲食収入 21 54,120,192 54,120,192 

本件駐車場賃貸収入 22 180,000 180,000 

本件ホテル販売収入 23 336,660 336,660 

内
訳 

受取利息 24 1,101 1,101 

合計（１＋19） 25 152,790,827 153,296,105 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、「①」欄記載の金額のうち、原告の総勘定元帳の摘要欄記載事項等から収益事

業に係る収益の額と認められるものを抽出したものである。 
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別表４－２ 

平成21事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る 

原価・費用等の額 

② 

本件建物貸付業 １ 10,306,151 6,158,516 

仕入 ２   

水道光熱費 ３ 389,730 389,730 

通信費 ４ 233,114 116,557 

旅費交通費 ５ 138,850 0 

広告宣伝費 ６   

消耗品費 ７ 61,138 61,138 

修繕費 ８ 2,124,275 2,124,275 

保険料 ９ 10,000 0 

支払手数料 10 4,935 4,935 

活動費 11 4,430,238 1,230,464 

自動車費 12 489,578 0 

支払家賃 13 600,000 600,000 

福利厚生費 14   

租税公課 15 4,000 4,000 

雑費 16 362,953 170,077 

貸倒金 17   

通信費 18   

保険料 19   

支払手数料 20   

租税公課 21 276,800 276,800 

登録免許税 22 524,000 524,000 

郵送料 23 2,340 2,340 

不動産取得税 24 654,200 654,200 

内
訳 

本
部 

工事費用 25   

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の

額と認められるものを抽出したものである。 
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平成21事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る 

原価・費用等の額 

② 

本件ホテル事業 26 149,155,095 119,439,289 

仕入 27 22,978,470 22,978,470 

外注加工費 28 10,932,634 10,932,634 

外活費 29 3,726,466 3,726,466 

給料・賃金 30 32,201,806 32,201,806 

荷造運賃費 31 42,670 42,670 

水道光熱費 32 13,667,083 13,667,083 

通信費 33 862,787 862,787 

旅費交通費 34 1,407,732 1,407,732 

広告宣伝費 35 552,095 552,095 

消耗品費 36 2,794,371 2,794,371 

修繕維持費 37 8,695,889 8,695,889 

損害保険料 38 282,680 282,680 

支払手数料 39 3,024,743 3,024,743 

活動費 40 6,760,825 2,045,019 

自動車費 41 757,052 757,052 

支払地代 42 2,446,500 2,446,500 

福利厚生費 43 2,010,249 2,010,249 

租税公課 44 4,855,140 4,855,140 

雑費 45 2,973,031 2,973,031 

雑損失 46 14,137 14,137 

貸倒金 47 74,910 74,910 

荷造運賃費 48   

旅費交通費 49   

消耗品費 50   

支払手数料 51 3,360 3,360 

自動車費 52   

租税公課 53   

雑費 54 5,000 5,000 

外注加工費 55 1,158,465 1,158,465 

修繕費 56 1,927,000 1,927,000 

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57 25,000,000 0 

合計（１＋26） 58 159,461,246 125,597,805 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の

額と認められるものを抽出したものである。 
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別表５ 

本件各課税期間の納付すべき税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

項目 平成20課税期間 平成21課税期間 

課税標準額 １ 138,249,000 134,819,000 

課税標準額に対する消費税額（１×４％） ２ 5,529,960 5,392,760 

控除税額 ３ 3,358,038 3,678,188 

消
費
税 

納付すべき消費税額（２－３） ４ 2,171,900 1,714,500 

地方消費税の課税標準額（４） ５ 2,171,900 1,714,500 
地
方
消
費
税 

譲渡割額（５×２５％） ６ 542,900 428,600 

納付すべき消費税等の額（４＋６） ７ 2,714,800 2,143,100 

（注）１ 「１」欄の「課税標準額」欄の金額は、別表７－１及び別表８－１「31」欄の金額の千円

未満を切捨てた金額である。 

２ 「３」欄の「控除税額」欄の金額は、別表７－２及び別表８－２「77」欄の金額である。 
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別表６－１ 

平成20課税期間の資産の譲渡等の対価の額及び課税売上高 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 

項目 
項目

番号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

使途不特定

の特定収入 

④ 

本件建物貸付業 １ 16,497,002 713,030 10,305,366 5,478,606 

家賃 ２ 8,839,350 － 8,839,350 － 

共益費 ３ 117,000 － 117,000 － 

水道代 ４ 412,080 412,080 － － 

レンタル料 ５ 169,500 169,500 － － 

光熱費 ６     

更新料 ７ 533,000 － 533,000 － 

保証人代 ８ 120,000 － 120,000 － 

家具什器代 ９ 36,800 36,800 － － 

中古家電販売 10 24,600 24,600 － － 

家賃（●●） 11     

その他収入 12 4,683,740 － － 4,683,740 

家
賃
等 

小計 13 14,936,070 642,980 9,609,350 4,683,740 

家賃（既居住者分） 14 516,000 － 516,000 － 

受取利息 15 1,396 － 1,396 － 

雑収入 16 248,670 70,050 178,620 － 

内
訳 

寄附金収入 17 794,866 － － 794,866 

本件ホテル事業 18 143,747,756 143,742,954 4,802 － 

本件ホテル宿泊収入 19 100,817,624 100,817,624 － － 

本件ホテル飲食収入 20 41,841,044 41,841,044 － － 

本件駐車場賃貸収入 21 275,000 275,000 － － 

本件ホテル販売収入 22 809,286 809,286 － － 

内
訳 

受取利息 23 4,802 － 4,802 － 

本件ホンモロコ事業 24 3,067,200 67,200 － 3,000,000 

売上 25 67,200 67,200 － － 内
訳 助成金 26 3,000,000 － － 3,000,000 

本部 27     

内訳 助成金 28     

本件花卉事業 29 638,876 638,876 － － 

合計（１＋18＋24＋27＋29） 30 163,950,834 145,162,060 10,310,168 8,478,606 

課税売上高（税抜き）（30の②×100/105） 31 138,249,581 

課税売上割合（31／（31＋30の③）） 32 93.05992% 

特定収入割合（30の④／（31＋30の③＋30の④）） 33 

 

5.39907% 

 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非

課税取引・使途不特定の特定収入にそれぞれ該当すると認められるものを抽出区分したもの

である。 
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別表６－２ 

平成20課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 

項目 
項目

番号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

本件建物貸付業 １ 16,260,089 13,231,879 659,570 2,368,640 

仕入 ２ 59,700 59,700 － － 

水道光熱費 ３ 435,134 435,134 － － 

通信費 ４ 188,148 188,148 － － 

旅費交通費 ５ 919,540 919,540 － － 

広告宣伝費 ６ 24,000 24,000 － － 

消耗品費 ７ 825,171 825,171 － － 

修繕費 ８ 845,305 845,305 － － 

保険料 ９ 9,500 － 9,500 － 

支払手数料 10 7,490 7,490 － － 

活動費 11 6,440,262 6,440,262 － － 

自動車費 12 180,381 180,381 － － 

支払家賃 13 600,000 － 600,000 － 

福利厚生費 14 42,742 42,742 － － 

租税公課 15     

雑費 16 405,544 405,544 － － 

貸倒金 17 1,705,540 － － 1,705,540 

保険料 18 50,070 － 50,070 － 

支払手数料 19 1,680 1,680 － － 

租税公課 20 218,600 － － 218,600 

登録免許税 21 206,100 － － 206,100 

郵送料 22 2,180 2,180 － － 

不動産取得税 23 238,400 － － 238,400 

工事費用 24 1,620,000 1,620,000 － － 

内
訳 

本
部 

建物 25 1,234,602 1,234,602 － － 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非

課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると認められるものを抽出区分したものである。 
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平成20課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 

項目 
項目

番号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

本件ホテル事業 26 124,013,072 
(295,000) 

81,393,524 
5,678,341 36,646,207 

仕入 27 20,471,172 20,471,172 － － 

外注加工費 28 12,434,836 12,434,836 － － 

外活費 29 2,647,566 2,647,566 － － 

給料・賃金 30 33,665,070 1,000,000 － 32,665,070 

荷造運賃費 31 107,040 107,040 － － 

水道光熱費 32 14,013,093 14,013,093 － － 

通信費 33 1,013,112 1,013,112 － － 

旅費交通費 34 1,401,991 1,401,991 － － 

広告宣伝費 35 1,050,854 1,050,854 － － 

消耗品費 36 3,115,368 3,115,368 － － 

修繕維持費 37 9,153,542 9,153,542 － － 

損害保険料 38 290,090 － 290,090 － 

支払手数料 39 3,232,037 1,949,089 1,282,948 － 

活動費 40 7,195,000 7,195,000 － － 

自動車費 41 656,202 656,202 － － 

支払地代 42 2,446,500 － 2,446,500 － 

福利厚生費 43 1,658,803 － 1,658,803 － 

租税公課 44 3,795,800 － － 3,795,800 

雑費 45 4,975,409 4,975,409 － － 

雑損失 46 185,337 － － 185,337 

貸倒金 47 295,000 (295,000) － － 

消耗品費 48 172,320 172,320 － － 

支払手数料 49 630 630 － － 

自動車費 50 36,300 36,300 － － 

外注加工費 51     

修繕費 52     

内
訳 

本
部 

雑費 53     

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非

課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると認められるものを抽出区分したものである。 
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平成20課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 

項目 
項目

番号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

本件ホンモロコ事業 54 5,436,094 5,167,794 － 268,300 

仕入高 55 133,465 133,465 － － 

荷造運賃費 56 14,200 14,200 － － 

水道光熱費 57 42,570 42,570 － － 

旅費交通費 58 69,280 69,280 － － 

消耗品費 59 426,212 426,212 － － 

修繕費 60 945,451 945,451 － － 

支払手数料 61 3,665 3,665 － － 

活動費 62 1,046,600 1,046,600 － － 

自動車費 63 278,678 278,678 － － 

支払賃料 64 105,000 105,000 － － 

租税公課 65     

工事費 66     

雑費 67 513,744 513,744 － － 

登録免許税 68 131,900 － － 131,900 

郵送料 69 2,140 2,140 － － 

不動産取得税 70 136,400 － － 136,400 

内
訳 

本
部 

建物・工事費用 71 1,586,789 1,586,789 － － 

合計（１＋26＋54） 72 145,709,255 
(295,000) 

99,793,197 
6,337,911 39,283,147 

課税仕入れに係る消費税額（72の②×4/105） 73 3,801,646 

貸倒れに係る消費税額（47の①）×4/105） 74 11,238 

一括比例配分方式による課税仕入れ等の消費税額 

（73×別表７－１「32」） 75 3,537,809 

使途不特定の特定収入に係る課税仕入れ等の消費税額 

（75×別表７－１「33」） 76 191,009 

控除税額（74＋75－76） 77 

 

3,358,038 

 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非

課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると認められるものを抽出区分したものである。 
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別表７－１ 

平成21課税期間の資産の譲渡等の対価の額及び課税売上高 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 

項目 
項目

番号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

使途不特定

の特定収入 

④ 

本件建物貸付業 1 13,961,595 893,609 12,699,748 368,238 

家賃 2 10,981,808 － 10,981,808 － 

共益費 3 120,000 － 120,000 － 

水道代 4 436,209 436,209 － － 

レンタル料 5 82,000 82,000 － － 

光熱費 6 88,400 88,400 － － 

更新料 7 369,000 － 369,000 － 

保証人代 8     

家具什器代 9     

中古家電販売 10     

家賃（●●） 11 300,000 － 300,000 － 

その他収入 12 357,238 － － 357,238 

家
賃
等 

小計 13 12,734,655 606,609 11,770,808 357,238 

家賃（既居住者分） 14 901,000 － 901,000 － 

受取利息 15 480 － 480 － 

雑収入 16 314,460 287,000 27,460 － 

内
訳 

寄附金収入 17 11,000 － － 11,000 

本件ホテル事業 18 139,730,232 139,729,131 1,101 － 

本件ホテル宿泊収入 19 85,092,279 85,092,279 － － 

本件ホテル飲食収入 20 54,120,192 54,120,192 － － 

本件駐車場賃貸収入 21 180,000 180,000 － － 

本件ホテル販売収入 22 336,660 336,660 － － 

内
訳 

受取利息 23 1,101 － 1,101 － 

本件ホンモロコ事業 24 6,188,000 38,000 － 6,150,000 

売上 25 38,000 38,000 － － 内
訳 助成金 26 6,150,000 － － 6,150,000 

本部 27 200,000 － － 200,000 

内訳 助成金 28 200,000 － － 200,000 

本件花卉事業 29 899,838 899,838 － － 

合計（１＋18＋24＋27＋29） 30 160,979,665 141,560,578 12,700,849 6,718,238 

課税売上高（税抜き）（30の②×100/105） 31 134,819,598 

課税売上割合（31／（31＋30の③）） 32 91.39044% 

特定収入割合（30の④／（31＋30の③＋30の④）） 33 

 

4.35574% 

 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非

課税取引・使途不特定の特定収入にそれぞれ該当すると認められるものを抽出区分したもの

である。 
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別表７－２ 

平成21課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 

項目 
項目

番号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

本件建物貸付業 １ 16,296,954 14,227,954 610,000 1,459,000 

仕入 ２     

水道光熱費 ３ 389,730 389,730 － － 

通信費 ４ 233,114 233,114 － － 

旅費交通費 ５ 138,850 138,850 － － 

広告宣伝費 ６     

消耗品費 ７ 61,138 61,138 － － 

修繕費 ８ 2,124,275 2,124,275 － － 

保険料 ９ 10,000 － 10,000 － 

支払手数料 10 4,935 4,935 － － 

活動費 11 4,430,238 4,430,238 － － 

自動車費 12 489,578 489,578 － － 

支払家賃 13 600,000 － 600,000 － 

福利厚生費 14     

租税公課 15 4,000 － － 4,000 

雑費 16 362,953 362,953 － － 

貸倒金 17     

保険料 18     

支払手数料 19     

租税公課 20 276,800 － － 276,800 

登録免許税 21 524,000 － － 524,000 

郵送料 22 2,340 2,340 － － 

不動産取得税 23 654,200 － － 654,200 

工事費用 24     

内
訳 

本
部 

建物 25 5,990,803 5,900,803 － － 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非

課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると認められるものを抽出区分したものである。 
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平成21課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 

項目 
項目

番号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

本件ホテル事業 26 124,155,095 
(74,910) 

81,242,346 
5,766,756 37,071,083 

仕入 27 22,978,470 22,978,470 － － 

外注加工費 28 10,932,634 10,932,634 － － 

外活費 29 3,726,466 3,726,466 － － 

給料・賃金 30 32,201,806 － － 32,201,806 

荷造運賃費 31 42,670 42,670 － － 

水道光熱費 32 13,667,083 13,667,083 － － 

通信費 33 862,787 862,787 － － 

旅費交通費 34 1,407,732 1,407,732 － － 

広告宣伝費 35 552,095 552,095 － － 

消耗品費 36 2,794,371 2,794,371 － － 

修繕維持費 37 8,695,889 8,695,889 － － 

損害保険料 38 282,680 － 282,680 － 

支払手数料 39 3,024,743 1,997,416 1,027,327 － 

活動費 40 6,760,825 6,760,825 － － 

自動車費 41 757,052 757,052 － － 

支払地代 42 2,446,500 － 2,446,500 － 

福利厚生費 43 2,010,249 － 2,010,249 － 

租税公課 44 4,855,140 － － 4,855,140 

雑費 45 2,973,031 2,973,031 － － 

雑損失 46 14,137 － － 14,137 

貸倒金 47 74,910 (74,910) － － 

消耗品費 48     

支払手数料 49 3,360 3,360 － － 

自動車費 50     

外注加工費 51 1,158,465 1,158,465 － － 

修繕費 52 1,927,000 1,927,000 － － 

内
訳 

本
部 

雑費 53 5,000 5,000 － － 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非

課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると認められるものを抽出区分したものである。 
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平成21課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 

項目 
項目

番号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

本件ホンモロコ事業 54 10,308,849 10,096,019 － 212,830 

仕入高 55 210,840 210,840 － － 

荷造運賃費 56     

水道光熱費 57 605,795 605,795 － － 

旅費交通費 58     

消耗品費 59 1,362,931 1,362,931 － － 

修繕費 60 2,319,054 2,319,054 － － 

支払手数料 61 13,870 13,870 － － 

活動費 62 1,507,110 1,507,110 － － 

自動車費 63 1,588,456 1,588,456 － － 

支払賃料 64 155,000 155,000 － － 

租税公課 65 212,830 － － 212,830 

工事費 66 239,400 239,400 － － 

雑費 67 222,187 222,187 － － 

登録免許税 68     

郵送料 69     

不動産取得税 70     

内
訳 

本
部 

建物・工事費用 71 1,871,376 1,871,376 － － 

合計（１＋26＋54） 72 150,760,898 
(74,910) 

105,566,319 
6,376,756 38,742,913 

課税仕入れに係る消費税額（72の②×4/105） 73 4,021,574 

貸倒れに係る消費税額（47の①×4/105） 74 2,854 

一括比例配分方式による課税仕入れ等の消費税額 

（73×別表８－１「32」） 75 3,675,334 

使途不特定の特定収入に係る課税仕入れ等の消費税額 

（別表８－１「33」が５％を超えないため計算不要） 76 － 

控除税額（74＋75） 77 

 

3,678,188 

 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非

課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると認められるものを抽出区分したものである。 
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別表８から別表１２まで 省略 
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（別紙３） 

原告及び被告の主張する税額等（法人税関係） 

《法人税》 （単位：円） 

平成19事業年度 平成20事業年度 平成21事業年度 

項目 

原告主張 被告主張 原告主張 被告主張 原告主張 被告主張 

収益事業に係る収益の額 １ 115,108,199 121,748,341 146,814,956 154,587,516 145,918,232 153,296,105 

収益事業に係る原価・費用等の額 ２ 110,240,609 95,174,858 175,591,937 120,785,900 157,592,568 125,597,805 

未納事業税の額 ３ － － 263,200 1,216,800 0 1,068,200 

所得金額（１－２－３） ４ 4,867,590 26,573,483 -29,040,181 32,584,816 -11,674,336 26,630,100 

納付すべき法人税額 ５ 1,070,700 7,331,900 0 9,135,200 0 7,029,000 

（注） 「収益事業に係る収益の額」欄の金額は、別表１－１、別表２－１及び別表３－１の「合計」欄記載の金額である。 

（注） 「収益事業に係る原価・費用等の額」欄の金額は、別表１－２、別表２－２及び別表３－２の「合計」欄記載の金額である。 
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（別表１－１） 

平成19事業年度の収益事業に係る収益の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

収益の額② 

（原告主張） 

収益事業に係る

収益の額② 

（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 10,846,750 0 11,362,738 1 

家賃 ２ 2,304,200 0 2,304,200 2 

共益費 ３ 40,000 0 40,000 3 

水道代 ４ 93,130 0 93,130 4 

レンタル料 ５ 61,850 0 61,850 5 

光熱費 ６ 7,074 0 7,074 6 

更新料 ７ 123,000 0 123,000 7 

保証人代 ８ 115,700 0 115,700 8 

家具什器代 ９    9 

中古家電販売 10    10 

家賃（●●） 11    11 

１月ないし９月売上 12 7,885,601 0 7,885,601 12 

その他収入 13    13 

家
賃
等 

小計 14 10,630,555 0 10,630,555 14 

家賃（既居住者分） 15  0 516,000 15 

受取利息 16 595 0 583 16 

雑収入 17 215,600 0 215,600 17 

内
訳 

寄付金収入 18    18 

本件ホテル事業 19 110,385,445 110,385,603 110,385,603 19 

本件ホテル宿泊収入 20 77,614,970 77,614,970 77,614,970 20 

本件ホテル飲食収入 21 31,999,241 31,999,241 31,999,241 21 

本件駐車場賃貸収入 22 255,000 255,000 255,000 22 

本件ホテル販売収入 23 514,167 514,167 514,167 23 

内
訳 

受取利息 24 2,067 2,225 2,225 24 

本件Ｂ事業 100 4,722,596 4,722,596 0 25 

協賛金 101 4,722,323 4,722,323 0 26 
内
訳 受取利息 102 273 273 0 27 

合計（１＋19＋100） 25 125,954,791 115,108,199 121,748,341 28 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、「①」欄記載の金額のうち、原告の総勘定元帳の摘要欄記載事項等から収益事業に係る収益の

額と当事者が主張しているものを抽出したものである。 
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（別表１－２） 

平成19事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

１～９月分 

（繰越額） 

Ｘ 

９月以降 

（記帳額） 

Ｙ 

合計金額 

（Ｘ＋Ｙ） 

① 

収益事業に

係る原価・費

用等の額②

（原告主張） 

収益事業に

係る原価・費

用等の額②

（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 4,784,353 1,193,478 5,977,831 0 3,762,602 29 

仕入 ２ 64,641 0 64,641 0 64,641 30 

水道光熱費 ３ 336,056 128,176 464,232 0 464,232 31 

通信費 ４ 494,910 113,583 608,493 0 304,247 32 

旅費交通費 ５ 112,800 17,360 130,160 0 0 33 

広告宣伝費 ６ 82,613 24,000 106,613 0 30,461 34 

消耗品費 ７ 10,875 32,143 43,018 0 43,018 35 

修繕費 ８ 699,227 102,900 802,127 0 802,127 36 

保険料 ９ 50,070 0 50,070 0 50,070 37 

支払手数料 10 0 1,260 1,260 0 1,260 38 

活動費 11 1,683,000 564,000 2,247,000 0 953,855 39 

自動車費 12 329,845 44,304 374,149 0 0 40 

支払家賃 13 396,000 150,000 546,000 0 546,000 41 

福利厚生費 14 23,630 0 23,630 0 0 42 

租税公課 15 295,530 0 295,530 0 295,530 43 

雑費 16 198,156 13,747 211,903 0 198,156 44 

貸倒金 17 7,000 0 7,000 0 7,000 45 

通信費 18 0 2,005 2,005 0 2,005 46 

保険料 19      47 

支払手数料 20      48 

租税公課 21      49 

登録免許税 22      50 

郵送料 23      51 

不動産取得税 24      52 

内
訳 

本
部 

工事費用 25      53 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張しているものを抽出したものである。 
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平成19事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

原価・費用等の額 

② 

収益事業に係る

原価・費用等の額 

② 

連続

番号 

本件ホテル事業 26 96,784,256 96,784,256 91,412,256 54 

仕入 27 15,178,193 15,178,193 15,178,193 55 

外注加工費 28 3,758,961 3,758,961 3,758,961 56 

外活費 29 1,787,105 1,787,105 1,787,105 57 

給料・賃金 30 30,588,215 30,588,215 30,588,215 58 

荷造運賃費 31 534,920 534,920 534,920 59 

水道光熱費 32 11,833,545 11,833,545 11,833,545 60 

通信費 33 824,339 824,339 824,339 61 

旅費交通費 34 1,144,536 1,144,536 1,144,536 62 

広告宣伝費 35 1,055,481 1,055,481 1,055,481 63 

消耗品費 36 5,352,968 5,352,968 5,352,968 64 

修繕維持費 37 4,692,226 4,692,226 4,692,226 65 

損害保険料 38 222,770 222,770 222,770 66 

支払手数料 39 1,446,026 1,446,026 1,446,026 67 

活動費 40    68 

自動車費 41 936,741 936,741 936,741 69 

支払地代 42 1,427,125 1,427,125 1,427,125 70 

福利厚生費 43 1,092,991 1,092,991 1,092,991 71 

租税公課 44 2,518,800 2,518,800 2,518,800 72 

雑費 45 8,682,383 8,682,383 3,310,383 73 

雑損失 46 10,000 10,000 10,000 74 

貸倒金 47    75 

荷造運賃費 48 1,280 1,280 1,280 76 

旅費交通費 49 2,250 2,250 2,250 77 

消耗品費 50 213,531 213,531 213,531 78 

支払手数料 51 1,260 1,260 1,260 79 

自動車費 52 960,000 960,000 960,000 80 

租税公課 53 2,488,700 2,488,700 2,488,700 81 

雑費 54 29,910 29,910 29,910 82 

外注加工費 55    83 

修繕費 56    84 

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57    85 

本件Ｂ事業 200 13,456,353 13,456,353 0 86 

外注加工費 201 9,083,013 9,083,013 0 87 

外活費 202 1,279,822 1,279,822 0 88 

給与賃金 203 708,845 708,845 0 89 

荷造運賃費 204 52,000 52,000 0 90 

通信費 205 199,657 199,657 0 91 

旅費交通費 206 536,002 536,002 0 92 

消耗品費 207 319,891 319,891 0 93 

修繕費 208 94,602 94,602 0 94 

支払手数料 209 205,404 205,404 0 95 

福利厚生費 210 139,450 139,450 0 96 

雑費 211 84,307 84,307 0 97 

支払手数料 212 3,360 3,360 0 98 

内
訳 

本
部 活動費 213 750,000 750,000 0 99 

合計（１＋26＋200） 58 116,218,440 110,240,609 95,174,858 100 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張しているものを抽出したものである。 
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（別表２－１） 

平成20事業年度の収益事業に係る収益の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

収益の額② 

（原告主張） 

収益事業に係る

収益の額② 

（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 15,981,002 0 10,839,760 101 

家賃 ２ 8,839,350 0 8,839,350 102 

共益費 ３ 117,000 0 117,000 103 

水道代 ４ 412,080 0 412,080 104 

レンタル料 ５ 169,500 0 169,500 105 

光熱費 ６    106 

更新料 ７ 533,000 0 533,000 107 

保証人代 ８ 120,000 0 120,000 108 

家具什器代 ９ 36,800 0 36,800 109 

中古家電販売 10 24,600 0 24,600 110 

家賃（●●） 11    111 

１月ないし９月売上 12    112 

その他収入 13 4,683,740 0 0 113 

家
賃
等 

小計 14 14,936,070 0 10,252,330 114 

家賃（既居住者分） 15  0 516,000 115 

受取利息 16 1,396 0 1,380 116 

雑収入 17 248,670 0 70,050 117 

内
訳 

寄付金収入 18 794,866 0 0 118 

本件ホテル事業 19 143,747,914 143,747,756 143,747,756 119 

本件ホテル宿泊収入 20 100,817,624 100,817,624 100,817,624 120 

本件ホテル飲食収入 21 41,841,044 41,841,044 41,841,044 121 

本件駐車場賃貸収入 22 275,000 275,000 275,000 122 

本件ホテル販売収入 23 809,286 809,286 809,286 123 

内
訳 

受取利息 24 4,960 4,802 4,802 124 

本件モロコ事業 19 3,067,200 3,067,200 0 125 

売上げ 20 67,200 67,200 0 126 
内
訳 助成金 21 3,000,000 3,000,000 0 127 

合計（１＋19＋300） 25 162,796,116 146,814,956 154,587,516 128 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、「①」欄の金額のうち、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る収益の額

と当事者が主張しているものを抽出したものである。 
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（別表２－２） 

平成20事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（原告主張） 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 15,836,585 0 3,802,828 129 

仕入 ２ 59,700 0 59,700 130 

水道光熱費 ３ 435,134 0 435,134 131 

通信費 ４ 188,148 0 94,074 132 

旅費交通費 ５ 919,540 0 0 133 

広告宣伝費 ６ 24,000 0 6,858 134 

消耗品費 ７ 825,171 0 27,706 135 

修繕費 ８ 845,305 0 845,305 136 

保険料 ９ 9,500 0 0 137 

支払手数料 10 7,490 0 7,490 138 

活動費 11 6,440,262 0 944,891 139 

自動車費 12 180,381 0 0 140 

支払家賃 13 600,000 0 600,000 141 

福利厚生費 14 42,742 0 0 142 

租税公課 15    143 

雑費 16 405,544 0 64,640 144 

貸倒金 17 1,705,540 0 0 145 

通信費 18    146 

保険料 19 50,070 0 50,070 147 

支払手数料 20 1,680 0 1,680 148 

租税公課 21 218,600 0 218,600 149 

登録免許税 22 388,000 0 206,100 150 

郵送料 23 4,320 0 2,180 151 

不動産取得税 24 374,800 0 238,400 152 

内
訳 

本
部 

工事費用 25 2,160,658 0 0 153 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張しているものを抽出したものである。 
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平成20事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（原告主張） 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（被告主張） 

連続

番号 

本件ホテル事業 26 172,013,072 172,013,072 116,983,072 154 

仕入 27 20,471,172 20,471,172 20,471,172 155 

外注加工費 28 12,434,836 12,434,836 12,434,836 156 

外活費 29 2,647,566 2,647,566 2,647,566 157 

給料・賃金 30 33,665,070 33,665,070 33,665,070 158 

荷造運賃費 31 107,040 107,040 107,040 159 

水道光熱費 32 14,013,093 14,013,093 14,013,093 160 

通信費 33 1,013,112 1,013,112 1,013,112 161 

旅費交通費 34 1,401,991 1,401,991 1,401,991 162 

広告宣伝費 35 1,050,854 1,050,854 1,050,854 163 

消耗品費 36 3,115,368 3,115,368 3,115,368 164 

修繕維持費 37 9,153,542 9,153,542 9,153,542 165 

損害保険料 38 290,090 290,090 290,090 166 

支払手数料 39 3,232,037 3,232,037 3,232,037 167 

活動費 40 7,195,000 7,195,000 165,000 168 

自動車費 41 656,202 656,202 656,202 169 

支払地代 42 2,446,500 2,446,500 2,446,500 170 

福利厚生費 43 1,658,803 1,658,803 1,658,803 171 

租税公課 44 3,795,800 3,795,800 3,795,800 172 

雑費 45 4,975,409 4,975,409 4,975,409 173 

雑損失 46 185,337 185,337 185,337 174 

貸倒金 47 295,000 295,000 295,000 175 

荷造運賃費 48    176 

旅費交通費 49    177 

消耗品費 50 172,320 172,320 172,320 178 

支払手数料 51 630 630 630 179 

自動車費 52 36,300 36,300 36,300 180 

租税公課 53    181 

雑費 54    182 

外注加工費 55    183 

修繕費 56    184 

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57 48,000,000 48,000,000 0 185 

本件モロコ事業 400 3,578,865 3,578,865 0 186 

仕入高 401 133,465 133,465 0 187 

荷造運賃費 402 14,200 14,200 0 188 

水道光熱費 403 42,570 42,570 0 189 

旅費交通費 404 69,280 69,280 0 190 

消耗品費 405 426,212 426,212 0 191 

修繕費 406 945,451 945,451 0 192 

支払手数料 407 3,665 3,665 0 193 

活動費 408 1,046,600 1,046,600 0 194 

自動車費 409 278,678 278,678 0 195 

支払賃料 410 105,000 105,000 0 196 

内
訳 

雑費 411 513,744 513,744 0 197 

合計（１＋26＋400） 58 191,428,522 175,591,937 120,785,900 198 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と認められる

ものを抽出したものである。 
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（別表３－１） 

平成21事業年度の収益事業に係る収益の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

収益の額② 

（原告主張） 

収益事業に係る

収益の額② 

（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 13,060,595 0 13,565,873 199 

家賃 ２ 10,981,808 0 10,981,808 200 

共益費 ３ 120,000 0 120,000 201 

水道代 ４ 436,209 0 436,209 202 

レンタル料 ５ 82,000 0 82,000 203 

光熱費 ６ 88,400 0 88,400 204 

更新料 ７ 369,000 0 369,000 205 

保証人代 ８    206 

家具什器代 ９    207 

中古家電販売 10    208 

家賃（●●） 11 300,000 0 300,000 209 

１月ないし９月売上 12    210 

その他収入 13 357,238 0 0 211 

家
賃
等 

小計 14 12,734,655 0 12,377,417 212 

家賃（既居住者分） 15  0 901,000 213 

受取利息 16 480 0 456 214 

雑収入 17 314,460 0 287,000 215 

内
訳 

寄付金収入 18 11,000 0 0 216 

本件ホテル事業 19 139,730,232 139,730,232 139,730,232 217 

本件ホテル宿泊収入 20 85,092,279 85,092,279 85,092,279 218 

本件ホテル飲食収入 21 54,120,192 54,120,192 54,120,192 219 

本件駐車場賃貸収入 22 180,000 180,000 180,000 220 

本件ホテル販売収入 23 336,660 336,660 336,660 221 

内
訳 

受取利息 24 1,101 1,101 1,101 222 

本件モロコ事業 600 6,188,000 6,188,000 0 223 

売上げ 601 38,000 38,000 0 224 
内
訳 助成金 602 6,150,000 6,150,000 0 225 

合計（１＋19＋600） 25 158,978,827 145,918,232 153,296,105 226 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、「①」欄記載の金額のうち、原告の総勘定元帳の摘要欄記載事項等から収益事業に係る収益の

額と当事者が主張しているものを抽出したものである。 
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（別表３－２） 

平成21事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（原告主張） 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 10,306,151 0 6,158,516 227 

仕入 ２    228 

水道光熱費 ３ 389,730 0 389,730 229 

通信費 ４ 233,114 0 116,557 230 

旅費交通費 ５ 138,850 0 0 231 

広告宣伝費 ６    232 

消耗品費 ７ 61,138 0 61,138 233 

修繕費 ８ 2,124,275 0 2,124,275 234 

保険料 ９ 10,000 0 0 235 

支払手数料 10 4,935 0 4,935 236 

活動費 11 4,430,238 0 1,230,464 237 

自動車費 12 489,578 0 0 238 

支払家賃 13 60,000 0 60,000 239 

福利厚生費 14    240 

租税公課 15 4,000 0 4,000 241 

雑費 16 362,953 0 170,077 242 

貸倒金 17    243 

通信費 18    244 

保険料 19    245 

支払手数料 20    246 

租税公課 21 276,800 0 276,800 247 

登録免許税 22 524,000 0 524,000 248 

郵送料 23 2,340 0 2,340 249 

不動産取得税 24 654,200 0 654,200 250 

内
訳 

本
部 

工事費用 25    251 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張するものを抽出したものである。 
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平成21事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（原告主張） 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（被告主張） 

連続

番号 

本件ホテル事業 26 149,155,095 149,155,095 119,439,289 252 

仕入 27 22,978,470 22,978,470 22,978,470 253 

外注加工費 28 10,932,634 10,932,634 10,932,634 254 

外活費 29 3,726,466 3,726,466 3,726,466 255 

給料・賃金 30 32,201,806 32,201,806 32,201,806 256 

荷造運賃費 31 42,670 42,670 42,670 257 

水道光熱費 32 13,667,083 13,667,083 13,667,083 258 

通信費 33 862,787 862,787 862,787 259 

旅費交通費 34 1,407,732 1,407,732 1,407,732 260 

広告宣伝費 35 552,095 552,095 552,095 261 

消耗品費 36 2,794,371 2,794,371 2,794,371 262 

修繕維持費 37 8,695,889 8,695,889 8,695,889 263 

損害保険料 38 282,680 282,680 282,680 264 

支払手数料 39 3,024,743 3,024,743 3,024,743 265 

活動費 40 6,760,825 6,760,825 2,045,019 266 

自動車費 41 757,052 757,052 757,052 267 

支払地代 42 2,446,500 2,446,500 2,446,500 268 

福利厚生費 43 2,010,249 2,010,249 2,010,249 269 

租税公課 44 4,855,140 4,855,140 4,855,140 270 

雑費 45 2,973,031 2,973,031 2,973,031 271 

雑損失 46 14,137 14,137 14,137 272 

貸倒金 47 74,910 74,910 74,910 273 

荷造運賃費 48    274 

旅費交通費 49    275 

消耗品費 50    276 

支払手数料 51 3,360 3,360 3,360 277 

自動車費 52    278 

租税公課 53    279 

雑費 54 5,000 5,000 5,000 280 

外注加工費 55 1,158,465 1,158,465 1,158,465 281 

修繕費 56 1,927,000 1,927,000 1,927,000 282 

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57 25,000,000 25,000,000 0 283 

本件モロコ事業 700 8,437,473 8,437,473 0 284 

仕入高 701 210,840 210,840 0 285 

荷造運賃費 702 605,795 605,795 0 286 

水道光熱費 703 1,362,931 1,362,931 0 287 

旅費交通費 704 2,319,054 2,319,054 0 288 

消耗品費 705 13,870 13,870 0 289 

修繕費 706 1,507,110 1,507,110 0 290 

支払手数料 707 1,588,456 1,588,456 0 291 

活動費 708 155,000 155,000 0 292 

自動車費 709 212,830 212,830 0 293 

支払賃料 710 239,400 239,400 0 294 

内
訳 

雑費 711 222,187 222,187 0 295 

合計（１＋26＋700） 58 167,898,719 157,592,568 125,597,805 296 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張するものを抽出したものである。 
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（別紙４） 

原告及び被告の主張する税額等（消費税等関係） 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

平成20課税期間 平成21課税期間 
項目 

原告主張 被告主張 原告主張 被告主張 

課税標準額 １ 138,249,000 138,249,000 134,819,000 134,819,000 

課税標準額に対する消費税額（１×４％） ２ 5,529,960 5,529,960 5,392,760 5,392,760 

控除税額 ３ 4,967,831 3,358,038 4,548,573 3,678,188 

消
費
税 

納付すべき消費税額（２－３） ４ 562,100 2,171,900 844,100 1,714,500 

地方消費税の課税標準額（４） ５ 562,100 2,171,900 844,100 1,714,500 地
方
消
費
税 

譲渡割額（５×２５％） ６ 140,500 542,900 211,000 428,600 

納付すべき消費税等の額（４＋６） ７ 702,600 2,714,800 1,055,100 2,143,100 

（注）１ 「１」欄の「課税標準額」欄の金額は、別表１－１及び別表２－１の「31」欄の金額の千円未満を切捨て

た金額である。 

２ 「３」欄の「控除税額」欄の金額は、別表１－２及び別表２－２の「77」欄の金額である。 
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（別表１－１） 

平成20課税期間の資産の譲渡等の対価の額及び課税売上高 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分（原告主張） 取引区分（被告主張） 

項目 

項
目
番
号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

使途不特定

の特定収入 

④ 

課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

使途不特定

の特定収入 

④ 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 16,497,002 713,030 10,305,366 5,478,606 713,030 10,305,366 5,478,606 297 

家賃 ２ 8,839,350 － 8,839,350 － － 8,839,350 － 298 

共益費 ３ 117,000 － 117,000 － － 117,000 － 299 

水道代 ４ 412,080 412,080 － － 412,080 － － 300 

レンタル料 ５ 169,500 169,500 － － 169,500 － － 301 

光熱費 ６        302 

更新料 ７ 533,000 － 533,000 － － 533,000 － 303 

保証人代 ８ 120,000 － 120,000 － － 120,000 － 304 

家具什器代 ９ 36,800 36,800 － － 36,800 － － 305 

中古家電販売 10 24,600 24,600 － － 24,600 － － 306 

家賃（●●） 11        307 

その他収入 12 4,683,740 － － 4,683,740 － － 4,683,740 308 

家
賃
等 

小計 13 14,936,070 642,980 9,609,350 4,683,740 642,980 9,609,350 4,683,740 309 

家賃（既居住者分） 14 516,000 － 516,000 － － 516,000 － 310 

受取利息 15 1,396 － 1,396 － － 1,396 － 311 

雑収入 16 248,670 70,050 178,620 － 70,050 178,620 － 312 

内
訳 

寄附金収入 17 794,866 － － 794,866 － － 794,866 313 

本件ホテル事業 18 143,747,756 143,742,954 4,802 － 143,742,954 4,802 － 314 

本件ホテル宿泊収入 19 100,817,624 100,817,624 － － 100,817,624 － － 315 

本件ホテル飲食収入 20 41,841,044 41,841,044 － － 41,841,044 － － 316 

本件駐車場賃貸収入 21 275,000 275,000 － － 275,000 － － 317 

本件ホテル販売収入 22 809,286 809,286 － － 809,286 － － 318 

内
訳 

受取利息 23 4,802 － 4,802 － － 4,802 － 319 

本件ホンモロコ事業 24 3,067,200 67,200 － 3,000,000 67,200 － 3,000,000 320 

売上 25 67,200 67,200 － － 67,200 － － 321 内
訳 助成金 26 3,000,000 － － 3,000,000 － － 3,000,000 322 

本部 27        323 

内訳 助成金 28        324 

本件花卉事業 29 638,876 638,876 － － 638,876 － － 325 

合計（１＋18＋24＋27＋29） 30 163,950,834 145,162,060 10,310,168 8,478,606 145,162,060 10,310,168 8,478,606 326 

課税売上高（税抜き）（30の②×100/105） 31 138,249,581 138,249,581 327 

課税売上割合（31／（31＋30の③）） 32 93.05992% 93.05992% 328 

特定収入割合（30の④／（31＋30の③＋30の④）） 33 

 

5.39907% 

 

5.39907% 

 

329 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非課税取引・使途不特定の特定収入にそれぞれ該当

すると当事者が主張するものを抽出区分したものである。 
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（別表１－２） 

平成20課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分（原告主張） 取引区分（被告主張） 

項目 

項
目
番
号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 16,260,089 13,231,879 659,570 2,368,640 13,231,879 659,570 2,368,640 330 

仕入 ２ 59,700 59,700 － － 59,700 － － 331 

水道光熱費 ３ 435,134 435,134 － － 435,134 － － 332 

通信費 ４ 188,148 188,148 － － 188,148 － － 383 

旅費交通費 ５ 919,540 919,540 － － 919,540 － － 334 

広告宣伝費 ６ 24,000 24,000 － － 24,000 － － 335 

消耗品費 ７ 825,171 825,171 － － 825,171 － － 336 

修繕費 ８ 845,305 845,305 － － 845,305 － － 337 

保険料 ９ 9,500 － 9,500 － － 9,500 － 338 

支払手数料 10 7,490 7,490 － － 7,490 － － 339 

活動費 11 6,440,262 6,440,262 － － 6,440,262 － － 340 

自動車費 12 180,381 180,381 － － 180,381 － － 341 

支払家賃 13 600,000 － 600,000 － － 600,000 － 342 

福利厚生費 14 42,742 42,742 － － 42,742 － － 343 

租税公課 15        344 

雑費 16 405,544 405,544 － － 405,544 － － 345 

貸倒金 17 1,705,540 － － 1,705,540 － － 1,705,540 346 

保険料 18 50,070 － 50,070 － － 50,070 － 347 

支払手数料 19 1,680 1,680 － － 1,680 － － 348 

租税公課 20 218,600 － － 218,600 － － 218,600 349 

登録免許税 21 206,100 － － 206,100 － － 206,100 350 

郵送料 22 2,180 2,180 － － 2,180 － － 351 

不動産取得税 23 238,400 － － 238,400 － － 238,400 352 

工事費用 24 1,620,000 1,620,000 － － 1,620,000 － － 353 

内
訳 

本
部 

建物 25 1,234,602 1,234,602 － － 1,234,602 － － 354 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると当事

者が主張するものを抽出区分したものである。 
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平成20課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分（原告主張） 取引区分（被告主張） 

項目 

項
目
番
号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引

④ 

課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

連続

番号 

(295,000) (295,000) 
本件ホテル事業 26 172,013,072 

129,393,524 
5,678,341 36,646,207 

81,393,524 
5,678,341 36,646,207 355 

仕入 27 20,471,172 20,471,172 － － 20,471,172 － － 356 

外注加工費 28 12,434,836 12,434,836 － － 12,434,836 － － 357 

外活費 29 2,647,566 2,647,566 － － 2,647,566 － － 358 

給料・賃金 30 33,665,070 1,000,000 － 32,665,070 1,000,000 － 32,665,070 359 

荷造運賃費 31 107,040 107,040 － － 107,040 － － 360 

水道光熱費 32 14,013,093 14,013,093 － － 14,013,093 － － 361 

通信費 33 1,013,112 1,013,112 － － 1,013,112 － － 362 

旅費交通費 34 1,401,991 1,401,991 － － 1,401,991 － － 363 

広告宣伝費 35 1,050,854 1,050,854 － － 1,050,854 － － 364 

消耗品費 36 3,115,368 3,115,368 － － 3,115,368 － － 365 

修繕維持費 37 9,153,542 9,153,542 － － 9,153,542 － － 366 

損害保険料 38 290,090 － 290,090 － － 290,090 － 367 

支払手数料 39 3,232,037 1,949,089 1,282,948 － 1,949,089 1,282,948 － 368 

活動費 40 7,195,000 7,195,000 － － 7,195,000 － － 369 

自動車費 41 656,202 656,202 － － 656,202 － － 370 

支払地代 42 2,446,500 － 2,446,500 － － 2,446,500 － 371 

福利厚生費 43 1,658,803 － 1,658,803 － － 1,658,803 － 372 

租税公課 44 3,795,800 － － 3,795,800 － － 3,795,800 373 

雑費 45 4,975,409 4,975,409 － － 4,975,409 － － 374 

雑損失 46 185,337 － － 185,337 － － 185,337 375 

貸倒金 47 295,000 (295,000) － － (295,000) － － 376 

消耗品費 48 172,320 172,320 － － 172,320 － － 377 

支払手数料 49 630 630 － － 630 － － 378 

自動車費 50 36,300 36,300 － － 36,300 － － 379 

業務委託管理費 900 48,000,000 48,000,000 － － 0 0 0 380 

外注加工費 51        381 

修繕費 52        382 

内
訳 

本
部 

雑費 53        383 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると当事

者が主張するものを抽出区分したものである。 
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平成20課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 取引区分 

項目 

項
目
番
号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引

④ 

課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

連続

番号 

本件ホンモロコ事業 54 5,436,094 5,167,794 － 268,300 5,167,794 － 268,300 384 

仕入高 55 133,465 133,465 － － 133,465 － － 385 

荷造運賃費 56 14,200 14,200 － － 14,200 － － 386 

水道光熱費 57 42,570 42,570 － － 42,570 － － 387 

旅費交通費 58 69,280 69,280 － － 69,280 － － 388 

消耗品費 59 426,212 426,212 － － 426,212 － － 389 

修繕費 60 945,451 945,451 － － 945,451 － － 390 

支払手数料 61 3,665 3,665 － － 3,665 － － 391 

活動費 62 1,046,600 1,046,600 － － 1,046,600 － － 392 

自動車費 63 278,678 278,678 － － 278,678 － － 393 

支払賃料 64 105,000 105,000 － － 105,000 － － 394 

租税公課 65        395 

工事費 66        396 

雑費 67 513,744 513,744 － － 513,744 － － 397 

登録免許税 68 131,900 － － 131,900 － － 131,900 398 

郵送料 69 2,140 2,140 － － 2,140 － － 399 

不動産取得税 70 136,400 － － 136,400 － － 136,400 400 

内
訳 

本
部 

建物・工事費用 71 1,586,789 1,586,789 － － 1,586,789 － － 401 

(295,000) (295,000) 
合計（１＋26＋54） 72 193,709,255 

147,793,197 
6,337,911 39,283,147 

99,793,197 
6,337,911 39,283,147 402 

課税仕入れに係る消費税額（72の②×4/105） 73 5,630,218 3,801,646 403 

貸倒れに係る消費税額（47の①）×4/105） 74 11,238 11,238 404 

一括比例配分方式による課税仕入れ等の消費税額 

（73×別表７－１「32」） 75 5,239,477 3,537,809 405 

使途不特定の特定収入に係る課税仕入れ等の消費税額 

（75×別表７－１「33」） 76 282,884 191,009 406 

控除税額（74＋75－76） 77 

 

4,967,831 

 

3,958,038 

 

407 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると当事

者が主張するものを抽出区分したものである。 
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（別表２－１） 

平成21課税期間の資産の譲渡等の対価の額及び課税売上高 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分（原告主張） 取引区分（被告主張） 

項目 

項
目
番
号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

使途不特定

の特定収入 

④ 

課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

使途不特定

の特定収入 

④ 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 13,961,595 893,609 12,699,748 368,238 893,609 12,699,748 368,238 408 

家賃 ２ 10,981,808 － 10,981,808 － － 10,981,808 － 409 

共益費 ３ 120,000 － 120,000 － － 120,000 － 410 

水道代 ４ 436,209 436,209 － － 436,209 － － 411 

レンタル料 ５ 82,000 82,000 － － 82,000 － － 412 

光熱費 ６ 88,400 88,400 － － 88,400 － － 413 

更新料 ７ 369,000 － 369,000 － － 369,000 － 414 

保証人代 ８        415 

家具什器代 ９        416 

中古家電販売 10        417 

家賃（●●） 11 300,000 － 300,000 － － 300,000 － 418 

その他収入 12 357,238 － － 357,238 － － 357,238 419 

家
賃
等 

小計 13 12,734,655 606,609 11,770,808 357,238 606,609 11,770,808 357,238 420 

家賃（既居住者分） 14 901,000 － 901,000 － － 901,000 － 421 

受取利息 15 480 － 480 － － 480 － 422 

雑収入 16 314,460 287,000 27,460 － 287,000 27,460 － 423 

内
訳 

寄附金収入 17 11,000 － － 11,000 － － 11,000 424 

本件ホテル事業 18 139,730,232 139,729,131 1,101 － 139,729,131 1,101 － 425 

本件ホテル宿泊収入 19 85,092,279 85,092,279 － － 85,092,279 － － 426 

本件ホテル飲食収入 20 54,120,192 54,120,192 － － 54,120,192 － － 427 

本件駐車場賃貸収入 21 180,000 180,000 － － 180,000 － － 428 

本件ホテル販売収入 22 336,660 336,660 － － 336,660 － － 429 

内
訳 

受取利息 23 1,101 － 1,101 － － 1,101 － 430 

本件ホンモロコ事業 24 6,188,000 38,000 － 6,150,000 38,000 － 6,150,000 431 

売上 25 38,000 38,000 － － 38,000 － － 432 内
訳 助成金 26 6,150,000 － － 6,150,000 － － 6,150,000 433 

本部 27 200,000 － － 200,000 － － 200,000 434 

内訳 助成金 28 200,000 － － 200,000 － － 200,000 435 

本件花卉事業 29 899,838 899,838 － － 899,838 － － 436 

合計（１＋18＋24＋27＋29） 30 160,979,665 141,560,578 12,700,849 6,718,238 141,560,578 12,700,849 6,718,238 437 

課税売上高（税抜き）（30の②×100/105） 31 134,819,598 134,819,598 438 

課税売上割合（31／（31＋30の③）） 32 91.39044% 91.39044% 439 

特定収入割合（30の④／（31＋30の③＋30の④）） 33 

 

4.35574% 

 

4.35574% 

 

440 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非課税取引・使途不特定の特定収入にそれぞれ該当

すると当事者が主張するものを抽出区分したものである。 



83 

（別表２－２） 

平成21課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分（原告主張） 取引区分（被告主張） 

項目 

項
目
番
号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 16,296,954 14,227,954 610,000 1,459,000 14,227,954 610,000 1,459,000 441 

仕入 ２        442 

水道光熱費 ３ 389,730 389,730 － － 389,730 － － 443 

通信費 ４ 233,114 233,114 － － 233,114 － － 444 

旅費交通費 ５ 138,850 138,850 － － 138,850 － － 445 

広告宣伝費 ６        446 

消耗品費 ７ 61,138 61,138 － － 61,138 － － 447 

修繕費 ８ 2,124,275 2,124,275 － － 2,124,275 － － 448 

保険料 ９ 10,000 － 10,000 － － 10,000 － 449 

支払手数料 10 4,935 4,935 － － 4,935 － － 450 

活動費 11 4,430,238 4,430,238 － － 4,430,238 － － 451 

自動車費 12 489,578 489,578 － － 489,578 － － 452 

支払家賃 13 600,000 － 600,000 － － 600,000 － 453 

福利厚生費 14        454 

租税公課 15 4,000 － － 4,000 － － 4,000 455 

雑費 16 362,953 362,953 － － 362,953 － － 456 

貸倒金 17        457 

保険料 18        458 

支払手数料 19        459 

租税公課 20 276,800 － － 276,800 － － 276,800 460 

登録免許税 21 524,000 － － 524,000 － － 524,000 461 

郵送料 22 2,340 2,340 － － 2,340 － － 462 

不動産取得税 23 654,200 － － 654,200 － － 654,200 463 

工事費用 24        464 

内
訳 

本
部 

建物 25 5,990,803 5,990,803 － － 5,990,803 － － 465 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると当事

者が主張するものを抽出区分したものである。 
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平成21課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分（原告主張） 取引区分（被告主張） 

項目 

項
目
番
号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引

④ 

課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

連続

番号 

(74,910) (74,910) 
本件ホテル事業 26 149,155,095 

106,242,346 
5,766,756 37,071,083 

81,242,346 
5,766,756 37,071,083 466 

仕入 27 22,978,470 22,978,470 － － 22,978,470 － － 467 

外注加工費 28 10,932,634 10,932,634 － － 10,932,634 － － 468 

外活費 29 3,726,466 3,726,466 － － 3,726,466 － － 469 

給料・賃金 30 32,201,806 － － 32,201,806 － － 32,201,806 470 

荷造運賃費 31 42,670 42,670 － － 42,670 － － 471 

水道光熱費 32 13,667,083 13,667,083 － － 13,667,083 － － 472 

通信費 33 862,787 862,787 － － 862,787 － － 473 

旅費交通費 34 1,407,732 1,407,732 － － 1,407,732 － － 474 

広告宣伝費 35 552,095 552,095 － － 552,095 － － 475 

消耗品費 36 2,794,371 2,794,371 － － 2,794,371 － － 476 

修繕維持費 37 8,695,889 8,695,889 － － 8,695,889 － － 477 

損害保険料 38 282,680 － 282,680 － － 282,680 － 478 

支払手数料 39 3,024,743 1,997,416 1,027,327 － 1,997,416 1,027,327 － 479 

活動費 40 6,760,825 6,760,825 － － 6,760,825 － － 480 

自動車費 41 757,052 757,052 － － 757,052 － － 481 

支払地代 42 2,446,500 － 2,446,500 － － 2,446,500 － 482 

福利厚生費 43 2,010,249 － 2,010,249 － － 2,010,249 － 483 

租税公課 44 4,855,140 － － 4,855,140 － － 4,855,140 484 

雑費 45 2,973,031 2,973,031 － － 2,973,031 － － 485 

雑損失 46 14,137 － － 14,137 － － 14,137 486 

貸倒金 47 74,910 (74,910) － － (74,910) － － 487 

消耗品費 48        488 

支払手数料 49 3,360 3,360 － － 3,360 － － 489 

自動車費 50        490 

外注加工費 51 1,158,465 1,158,465 － － 1,158,465 － － 491 

修繕費 52 1,927,000 1,927,000 － － 1,927,000 － － 492 

雑費 53 5,000 5,000 － － 5,000 － － 493 

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 1,300 25,000,000 25,000,000 － － 0 0 0 494 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると当事

者が主張するものを抽出区分したものである。 



85 

平成21課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額及び控除税額 

《消費税及び地方消費税》 （単位：円） 

取引区分 取引区分 

項目 

項
目
番
号 

金額 

① 課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引

④ 

課税取引 

② 

非課税取引 

③ 

不課税取引 

④ 

連続

番号 

本件ホンモロコ事業 54 10,308,849 10,096,019 － 212,830 10,096,019 － 212,830 495 

仕入高 55 210,840 210,840 － － 210,840 － － 496 

荷造運賃費 56        497 

水道光熱費 57 605,795 605,795 － － 605,795 － － 498 

旅費交通費 58        499 

消耗品費 59 1,362,931 1,362,931 － － 1,362,931 － － 500 

修繕費 60 2,319,054 2,319,054 － － 2,319,054 － － 501 

支払手数料 61 13,870 13,870 － － 13,870 － － 502 

活動費 62 1,507,110 1,507,110 － － 1,507,110 － － 503 

自動車費 63 1,588,456 1,588,456 － － 1,588,456 － － 504 

支払賃料 64 155,000 155,000 － － 155,000 － － 505 

租税公課 65 212,830 － － 212,830 － － 212,830 506 

工事費 66 239,400 239,400 － － 239,400 － － 507 

雑費 67 222,187 222,187 － － 222,187 － － 508 

登録免許税 68        509 

郵送料 69        510 

不動産取得税 70        511 

内
訳 

本
部 

建物・工事費用 71 1,871,376 1,871,376 － － 1,871,376 － － 512 

(74,910) (74,910) 
合計（１＋26＋54） 72 175,760,898 

130,566,319 
6,376,756 38,742,913 

105,566,319 
6,376,756 38,742,913 513 

課税仕入れに係る消費税額（72の②×4/105） 73 4,973,955 4,021,574 514 

貸倒れに係る消費税額（47の①×4/105） 74 2,854 2,854 515 

一括比例配分方式による課税仕入れ等の消費税額 

（73×別表８－１「32」） 75 4,545,719 3,675,334 516 

使途不特定の特定収入に係る課税仕入れ等の消費税額 

（別表８－１「33」が５％を超えないため計算不要） 76 － － 517 

控除税額（74＋75） 77 

 

4,648,573 

 

3,678,188 

 

518 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄ないし「④」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から、課税取引・非課税取引・不課税取引にそれぞれ該当すると当事

者が主張するものを抽出区分したものである。 
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（別紙５－１） 

委託業務一覧表 

＊原告準備書面１添付の表 

委託業務一覧表 

番号 業務の名称 担当 具体的業務内容 

①法人設立手続の実行 

②日常事業運営に関する法律的知見の供与 

③農村漁村の地域経済活性化策の調査・企画・設

計・運営 

④間伐材伐採技術、耕作放棄地開墾技術、魚類養

殖技術等のノウハウの供与 

⑤民間複合福祉施設の運営指揮 

⑥人材の紹介 

⑦関係人材の職業教育訓練 

⑧研修会、講習会の企画と開催サポート 

⑨専門家による相談実施 

⑩専門技術者の派遣 

⑪案内チラシ・ポスターの企画、製作、配布 

⑫各種イベント開催調査・企画・運営・実施 

⑬反貧困ネットワーク・ホームレス支援全国ネッ

トワークの協働関係の構築 

⑭元ホームレス・失業者の就労者先紹介・提供 

⑮助成金・補助金申請前調査・申請書草稿・申請

手続きの実施 

Ⅰ 役務・人材・知見・

特許技術等の提供 

主にＣ 

⑯その他 

①主たる住所地 

南丹市の土地・建物 

（Ｄ所有） 

②統括本部 

滋賀県高島市の土地・建物 

（Ｄ所有） 

③従たる住所地 

 大阪市阿倍野区の建物 

（Ｄ所有） 

④作業・事業所 

 亀岡市ｒの土地・建物 

（Ｄ所有） 

Ⅱ 所有不動産の無償貸

与 

主にＤ 

 亀岡市ｔの土地・建物 

（Ｄ所有） 

Ⅲ 事業運営資金の貸与 主にＣ 日頃の運営資金の不足を援助する 
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Ⅳ 不動産購入資金の貸

与等 

主にＤ 不動産購入資金の貸与、不動産不法占有者に対す

る立退き交渉、不動産管理・修理の企画・施工管

理 
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（別紙５－２） 

関連法人２社の業務委託行為一覧表 

＊原告準備書面２添付の表 

 【別紙】 関連法人２社の業務委託行為一覧表  ※総合的コンサルティングのうち、特に証拠

のある部会を抽出して主張する 

第１ 不動産購入知識などの提供について【Ｄの業務提供】 

作業にかかる物件名 作業番号 作業内容 証拠 

１ 平成１７年３月 Ｄ購読不動産競売情報誌により情報入

手・提供 

甲25 

甲26 

２ 競売物件現況調査報告に基づく複雑な現地調査 甲27 

３ 平成１７年５月 入札・落札・購入手続き補助  

４ 占有者の引き渡し交渉及び引き渡し要求補助、解錠、鍵

交換手配 

甲28 

５ 建物・設備の点検・診断、改修計画策定、業者選定、見

積交渉 

 

６ 生活困窮者がすぐに入居できるよう、生活必需品、備品

手配 

 

１ Ｇマンション 

７ 一棟の建物にもかかわらず区分所有となっていたため、

平成２０年２月 大津地方法務局へ建物合併登記申請

書、図面の作成（補助） 

甲29 

甲30 

１ 平成１８年２月 Ｄ購読の不動産競売情報誌により情報

入手、提供 

甲31 

甲32 

２ 競売物件現況調査報告に基づく現地調査 甲33 

３ 平成１８年４月 入札、落札、購入手続き補助  

４ 占有者との明け渡し交渉の補助（引き渡し要求、建物内

設備、備品購入手続き、立ち退き料支払い） 

甲17 

甲34～ 

甲39 

５ 建物、設備診断、改修計画、業者選定、見積もり確認、

工事監理等 

甲18 

６ 同施設既雇用者との面接、新規雇用者募集、面接、採用、

新運営体制構築 

 

７ 従業員教育のための研修会開催、講師派遣手配  

２ Ｆ 

８ ホテルＦにつき、隣接駐車場（３カ所）地権者との賃借

交渉補助 

甲40 

甲41 

１ 平成２０年１月 Ｄ購読不動産情報誌により情報入手、

提供 

甲42 

甲43 

２ 平成２０年３月 大津地裁にて競落補助（競売物件の調

査、入札手続き補助） 

 

３ 占有者との明け渡し交渉補助 甲43 

３ Ｊ 

４ 隣地通行権確認にかかる隣地所有者との交渉補助 甲44 

甲45 
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５ 建物・設備診断、改修計画、業者選定、見積もり確認、

工事監理 

 

６ 近隣者の通行妨害に対する交渉、告訴等申立補助 甲47 

甲48 

１ 平成２１年５月 Ｄ購読の不動産情報誌により情報入

手、提供 

甲49 

甲50 

２ 平成２１年７月、区分所有マンションの２０区分中１３

区分を岡山地裁にて競落（補助。競売物件の調査、入札

手続き） 

甲51 

３ 前所有者・占有者との面談、明渡交渉捕助  

４ 管理組合の設立、マンション全体管理、行政との対応、

ごみ集積所新設、業者選定、見積もり確認、工事監理 

甲52 

５ 他の区分所有者と面談、対応、買い取り依頼交渉補助（平

成２１年度２区分買取済み） 

甲53 

６ 隣地との境界画定交渉補助  

４ Ｉ 
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第２ 不動産管理、修理、企画施工管理について 

行為主体 作業番号 作業内容 証拠 

１ 平成１８年４月 原告代表印の印材提供、彫刻発注、受

取、代金支払、原告へ供与 

甲54 

２ 平成１８年４月 Ｆ代表印の印材提供、彫刻発注、受取、

代金支払、Ｆへ供与 

甲55 

３ 平成１８年５月 Ｆフロントマニュアル及び宴会予約の

受け方、団体予約の受け方の作成 就業規則作成 

甲56～ 

甲58 

甲59 

４ 平成１８年９月 ＮＰＯ代表印の印材提供、彫刻発注、

受取、代金支払い、Ｆ・Ｂ事業部へ供与 

甲60 

５ 平成１８年１０月 フロントスケジュールの作成 甲61 

Ｃ 

６ 平成２１年２月～１２月 Ｆのタイルカーペットの手

配、施工管理 

甲62～ 

甲65 

１ 平成２０年１月 Ｆ客室バスルームのシャワーカーテン

の㈱Ⓐへの発注、納品手配 

甲66 

甲67 

Ｄ 

２ 平成２０年１月 Ｆ宴会場カーテンのⒷへの発注、納品

手配 

甲68 
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第３ Ｖグループからの原告への貸付金について 

１ 平成１８年度   単位：円 

原告の長期借入金 93,618,979円 甲69 

長期借入金の内訳    

貸主 貸付金額 貸付内容 証拠 

※手書きの①

～㊶に対応 

Ｄ 約７４６５万円 平成１８年４月頃 Ｆ購入資金 甲70号証の１

～８① 

Ｄ 約５０４万円 平成１８年７月頃 Ｆ 改装工事費 同号証の② 

Ｄ 約３７０万円 平成１８年８月頃 Ｆ 借地料及び保証

料 

同号証の③ 

Ｄ 約７４万円 平成１８年９月頃 Ｆ 借地料 同号証の④ 

Ｃ 約２４０万円 年間Ｆ 活動費給与等不足分 同号証の⑤ 

Ｃ 約２６８万円 年間Ｂ事業 活動費等 同号証の⑥ 

Ｃ 約４４０万円 年間その他の日頃の少額運転資金貸与 同号証の⑦ 

合計 約９３６１万円 

２ 平成１９年度    

原告の長期借入金は 1,040,144,617 甲71 

前年度の繰り越し長期借入金を引いた

金額は 

10,395,638  

長期借入金の内訳    

貸主 貸付金額 貸付内容 証拠 

約１８０万円 平成１９年１月頃 Ｂ印刷費用 甲70号証の１

～８⑧ 

約１００万円 平成１９年２月頃     〃 同号証の⑨ 

約１８０万円 平成１９年３月頃     〃 同号証の⑩ 

約１５０万円 平成１９年４月頃     〃 同号証の⑪ 

約１５０万円 平成１９年５月頃     〃 同号証の⑫ 

約１２４万円 平成１９年５月頃 Ｆ 固定資産税 同号証の⑬ 

約９６万円 平成１９年５月頃 Ｆ 車両塗装費 同号証の⑭ 

約１００万円 平成１９年６月頃 Ｆ 不動産取得税 同号証の⑮ 

約１３０万円 平成１９年７月頃 Ｆ 不動産取得税 同号証の⑯ 

約１２４万円 平成１９年８月頃 Ｆ 固定資産税 同号証の⑰ 

約１２４万円 平成１９年９月頃 Ｆ 固定資産税 同号証の⑱ 

約３１９万円 平成１９年９月頃 Ｆ 不動産取得税 同号証の⑲ 

約７５万円 年間 Ｂ事業 活動費 同号証の⑳ 

Ｃ 

約７６８万円 年間 その他の日頃の少額資金貸与 同号証の㉑ 
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返済金額 ▲約１５８１万円 同号証の㉒ 

合計 約１０３９万円 

３ 平成２０年度    

原告の長期借入金は 137,942,776 甲72 

前年度の繰り越し長期借入金を引いた

金額は 

33,928,159  

長期借入金の内訳    

貸主 貸付金額 貸付内容 証拠 

Ｄ 約２３６万円 平成２０年３月頃 Ｊ購入資金 甲70号証の１

～８㉓ 

Ｄ 約２７２万円 平成２０年６月 Ｎ購入資金 同号証の㉔ 

Ｄ 約１６２万円 平成２０年１２月頃 Ｊ改修費 同号証の㉕ 

Ｃ及びＤ ４８００万円 平成２０年１２月 業務委託費 同号証の㉖ 

Ｃ 約４００万円 年間 その他の日頃の少額資金貸与 同号証の㉗ 

返済金額 ▲約２４７８万円 同号証の㉘ 

合計 約３３９２万円 

４ 平成２１年度    

原告の長期借入金は 162,834,436 甲73 

前年度の繰り越し長期借入金を引いた

金額は 

24,891,660  

長期借入金の内訳    

貸主 貸付金額 貸付内容 証拠 

Ｄ 約１５万円 平成２１年１月頃 Ｎ改修費 甲70号証の１

～８㉙ 

Ｄ 約８０万円 平成２１年２月頃     〃 同号証の㉚ 

Ｄ 約２０万円 平成２１年３月頃     〃 同号証の㉛ 

Ｃ 約２３万円 平成２１年５月頃 Ｊ 固定資産税 同号証の㉜ 

Ｃ 約８０万円 平成２１年６月頃 中古土木工事用機械購

入 

同号証の㉝ 

Ｄ 約７８９万円 平成２１年７月頃 Ｉ購入資金 同号証の㉞ 

Ｄ 約５０万円 平成２１年９月頃     〃 同号証の㉟ 

Ｃ 約６５万円 平成２１年１１月頃 Ｉ不動産取得税 同号証の㊱ 

Ｄ 約８７万円 平成２１年１２月頃 Ｎ改修費 同号証の㊲ 

Ｄ 約５６万円 平成２１年１２月頃 Ｉ購入資金 同号証の㊳ 

Ｃ ２５００万円 平成２１年１２月 業務委託費 同号証の㊴ 

Ｃ 約９４８万円 年間 その他日頃の少額資金貸付 同号証の㊵ 

返済金額 ▲約２２２４万円 同号証の㊶ 

合計 約２４８９万円 
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（別紙５－３） 不動産無償貸与のまとめ表 

＊原告準備書面１添付の表 

不動産無償貸与のまとめ表 

番号 住所地 所有者 無償貸与の日 使用態様 関連証拠 

Ⅰ 南丹市の土地 Ｄ ＮＰＯ設立の

日から 

本土地上には平成１８年６月ま

で、建物が建築されていた。 

同建物は活動拠点として使用。 

土地は、現在でも就労支援事業活

動場所（資材置き場等）として使

用中。 

甲第15号

証の３、

４ 

Ⅱ 滋賀県高島市

の土地・建物 

Ｄ ＮＰＯ設立の

日から 

原告事業統括本部として使用 甲第15号

証の５、

６ 

Ⅲ 大阪市阿倍野

区の建物 

Ｄ Ｈ２１．１２

から 

大阪府下の活動連絡拠点（関係者

ミーティング場所、資材倉庫）と

して使用 

甲第15号

証の７ 

Ⅳ 香川県三豊市

の土地・建物 

Ｃ Ｈ２０．６か

ら 

土地のみがＣ名義であるが、同土

地上に立つ建物を有限会社Ⓒから

使用貸借している。 

四国地域の活動連絡拠点（関係者

ミーティング場所＋資材倉庫）と

して使用中 

甲第15号

証の１、

２ 

Ⅴ 亀岡市ｒの土

地・建物 

Ｄ ＮＰＯ設立の

日から 

地域活性化拠点（農業就労支援実

習場所、ｉ営農耕作地、農機具類

置き場）として使用中 

甲第15号

証の８、

９ 

Ⅵ 亀岡市ｔの土

地・建物 

Ｄ ＮＰＯ設立の

日から 

京都府下事業連絡拠点、事業全体

協議会場、打合せ会場、理事長家

族宿泊所として使用中 

甲第15号

証 の １

０、１１ 
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（別紙６） 

原告の予備的主張（法人税関係） 

《法人税》 （単位：円） 

平成19事業年度 平成20事業年度 平成21事業年度 

項目 

原告主張 被告主張 原告主張 被告主張 原告主張 被告主張 

収益事業に係る収益の額 １ 126,470,937 121,748,341 157,654,716 154,587,516 159,484,105 153,296,105 

収益事業に係る原価・費用等の額 ２ 116,218,440 95,174,858 189,722,982 120,785,900 167,898,719 125,597,805 

未納事業税の額 ３ － － 708,100 1,216,800 0 1,068,200 

所得金額（１－２－３） ４ 10,252,497 26,573,483 -32,776,366 32,584,816 -8,414,614 26,630,100 

納付すべき法人税額 ５ 2,435,600 7,331,900 0 9,135,200 0 7,029,000 

（注） 「収益事業に係る収益の額」欄の金額は、別表１－１、別表２－１及び別表３－１の「合計」欄記載の金額である。 

（注） 「収益事業に係る原価・費用等の額」欄の金額は、別表１－２、別表２－２及び別表３－２の「合計」欄記載の金額である。 
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（別表１－１） 

平成19事業年度の収益事業に係る収益の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

収益の額② 

（原告主張） 

収益事業に係る

収益の額② 

（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 10,846,750 11,362,738 11,362,738 1 

家賃 ２ 2,304,200 2,304,200 2,304,200 2 

共益費 ３ 40,000 40,000 40,000 3 

水道代 ４ 93,130 93,130 93,130 4 

レンタル料 ５ 61,850 61,850 61,850 5 

光熱費 ６ 7,074 7,074 7,074 6 

更新料 ７ 123,000 123,000 123,000 7 

保証人代 ８ 115,700 115,700 115,700 8 

家具什器代 ９    9 

中古家電販売 10    10 

家賃（●●） 11    11 

１月ないし９月売上 12 7,885,601 7,885,601 7,885,601 12 

その他収入 13    13 

家
賃
等 

小計 14 10,630,555 10,630,555 10,630,555 14 

家賃（既居住者分） 15  516,000 516,000 15 

受取利息 16 595 583 583 16 

雑収入 17 215,600 215,600 215,600 17 

内
訳 

寄附金収入 18    18 

本件ホテル事業 19 110,385,445 110,385,603 110,385,603 19 

本件ホテル宿泊収入 20 77,614,970 77,614,970 77,614,970 20 

本件ホテル飲食収入 21 31,999,241 31,999,241 31,999,241 21 

本件駐車場賃貸収入 22 255,000 255,000 255,000 22 

本件ホテル販売収入 23 514,167 514,167 514,167 23 

内
訳 

受取利息 24 2,067 2,225 2,225 24 

本件Ｂ事業 100 4,722,596 4,722,596 0 25 

協賛金 101 4,722,323 4,722,323 0 26 
内
訳 受取利息 102 273 273 0 27 

合計（１＋19） 25 125,954,791 126,470,937 121,748,341 28 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、「①」欄記載の金額のうち、原告の総勘定元帳の摘要欄記載事項等から収益事業に係る収益の

額と当事者が主張しているものを抽出したものである。 
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（別表１－２） 

平成19事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

１～９月分 

（繰越額） 

Ｘ 

９月以降 

（記帳額） 

Ｙ 

合計金額 

（Ｘ＋Ｙ） 

① 

収益事業に

係る原価・費

用等の額② 

（原告主張） 

収益事業に

係る原価・費

用等の額② 

（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 4,784,353 1,193,478 5,977,831 5,977,831 3,762,602 29 

仕入 ２ 64,641 0 64,641 64,641 64,641 30 

水道光熱費 3 336,056 128,176 464,232 464,232 464,232 31 

通信費 4 494,910 113,583 608,493 608,493 304,247 32 

旅費交通費 5 112,800 17,360 130,160 130,160 0 33 

広告宣伝費 6 82,613 24,000 106,613 106,613 30,461 34 

消耗品費 7 10,875 32,143 43,018 43,018 43,018 35 

修繕費 8 699,227 102,900 802,127 802,127 802,127 36 

保険料 9 50,070 0 50,070 50,070 50,070 37 

支払手数料 10 0 1,260 1,260 1,260 1,260 38 

活動費 11 1,683,000 564,000 2,247,000 2,247,000 953,855 39 

自動車費 12 329,845 44,304 374,149 374,149 0 40 

支払家賃 13 396,000 150,000 546,000 546,000 546,000 41 

福利厚生費 14 23,630 0 23,630 23,630 0 42 

租税公課 15 295,530 0 295,530 295,530 295,530 43 

雑費 16 198,156 13,747 211,903 211,903 198,156 44 

貸倒金 17 7,000 0 7,000 7,000 7,000 45 

通信費 18 0 2,005 2,005 2,005 2,005 46 

保険料 19      47 

支払手数料 20      48 

租税公課 21      49 

登録免許税 22      50 

郵送料 23      51 

不動産取得税 24      52 

内
訳 

本
部 

工事費用 25      53 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張しているものを抽出したものである。 
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平成19事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

原価・費用等の額 

② 

収益事業に係る

原価・費用等の額 

② 

連続

番号 

本件ホテル事業 26 96,784,256 96,784,256 91,412,256 54 

仕入 27 15,178,193 15,178,193 15,178,193 55 

外注加工費 28 3,758,961 3,758,961 3,758,961 56 

外活費 29 1,787,105 1,787,105 1,787,105 57 

給料・賃金 30 30,588,215 30,588,215 30,588,215 58 

荷造運賃費 31 534,920 534,920 534,920 59 

水道光熱費 32 11,833,545 11,833,545 11,833,545 60 

通信費 33 824,339 824,339 824,339 61 

旅費交通費 34 1,144,536 1,144,536 1,144,536 62 

広告宣伝費 35 1,055,481 1,055,481 1,055,481 63 

消耗品費 36 5,352,968 5,352,968 5,352,968 64 

修繕維持費 37 4,692,226 4,692,226 4,692,226 65 

損害保険料 38 222,770 222,770 222,770 66 

支払手数料 39 1,446,026 1,446,026 1,446,026 67 

活動費 40    68 

自動車費 41 936,741 936,741 936,741 69 

支払地代 42 1,427,125 1,427,125 1,427,125 70 

福利厚生費 43 1,092,991 1,092,991 1,092,991 71 

租税公課 44 2,518,800 2,518,800 2,518,800 72 

雑費 45 8,682,383 8,682,383 3,310,383 73 

雑損失 46 10,000 10,000 10,000 74 

貸倒金 47    75 

荷造運賃費 48 1,280 1,280 1,280 76 

旅費交通費 49 2,250 2,250 2,250 77 

消耗品費 50 213,531 213,531 213,531 78 

支払手数科 51 1,260 1,260 1,260 79 

自動車費 52 960,000 960,000 960,000 80 

租税公課 53 2,488,700 2,488,700 2,488,700 81 

雑費 54 29,910 29,910 29,910 82 

外注加工費 55    83 

修繕費 56    84 

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57    85 

本件Ｂ事業 200 13,456,353 13,456,353 0 86 

外注加工費 201 9,083,013 9,083,013 0 87 

外活費 202 1,279,822 1,279,822 0 88 

給与賃金 203 708,845 708,845 0 89 

荷造運賃費 204 52,000 52,000 0 90 

通信費 205 199,657 199,657 0 91 

旅費交通費 206 536,002 536,002 0 92 

消耗品費 207 319,891 319,891 0 93 

修繕費 208 94,602 94,602 0 94 

支払手数料 209 205,404 205,404 0 95 

福利厚生費 210 139,450 139,450 0 96 

雑費 211 84,307 84,307 0 97 

支払手数料 212 3,360 3,360 0 98 

内
訳 

本
部 活動費 213 750,000 750,000 0 99 

合計（１＋26＋200） 58 116,218,440 116,218,440 95,174,858 100 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張しているものを抽出したものである。 
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（別表２－１） 

平成20事業年度の収益事業に係る収益の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

収益の額 

② 

収益事業に係る

収益の額 

② 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 15,981,002 10,839,760 10,839,760 101 

家賃 ２ 8,839,350 8,839,350 8,839,350 102 

共益費 ３ 117,000 117,000 117,000 103 

水道代 ４ 412,080 412,080 412,080 104 

レンタル料 ５ 169,500 169,500 169,500 105 

光熱費 ６    106 

更新料 ７ 533,000 533,000 533,000 107 

保証人代 ８ 120,000 120,000 120,000 108 

家具什器代 ９ 36,800 36,800 36,800 109 

中古家電販売 10 24,600 24,600 24,600 110 

家賃（●●） 11    111 

１月ないし９月売上 12    112 

その他収入 13 4,683,740 0 0 113 

家
賃
等 

小計 14 14,936,070 10,252,330 10,252,330 114 

家賃（既居住者分） 15  516,000 516,000 115 

受取利息 16 1,396 1,380 1,380 116 

雑収入 17 248,670 70,050 70,050 117 

内
訳 

寄附金収入 18 794,866 0 0 118 

本件ホテル事業 19 143,747,914 143,747,756 143,747,756 119 

本件ホテル宿泊収入 20 100,817,624 100,817,624 100,817,624 120 

本件ホテル飲食収入 21 41,841,044 41,841,044 41,841,044 121 

本件駐車場賃貸収入 22 275,000 275,000 275,000 122 

本件ホテル販売収入 23 809,286 809,286 809,286 123 

内
訳 

受取利息 24 4,960 4,802 4,802 124 

本件モロコ事業 19 3,067,200 3,067,200 0 125 

売上げ 20 67,200 67,200 0 126 
内
訳 助成金 21 3,000,000 3,000,000 0 127 

合計（１＋19＋300） 25 162,796,116 157,654,716 154,587,516 128 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、「①」欄記載の金額のうち、原告の総勘定元帳の摘要欄記載事項等から収益事業に係る収益の

額と当事者が主張しているものを抽出したものである。 
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（別表２－２） 

平成20事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（原告主張） 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 15,836,585 14,131,045 ,3,802,828 129 

仕入 ２ 59,700 59,700 59,700 130 

水道光熱費 ３ 435,134 435,134 435,134 131 

通信費 ４ 188,148 188,148 94,074 132 

旅費交通費 ５ 919,540 919,540 0 133 

広告宣伝費 ６ 24,000 24,000 6,858 134 

消耗品費 ７ 825,171 825,171 27,706 135 

修繕費 ８ 845,305 845,305 845,305 136 

保険料 ９ 9,500 9,500 0 137 

支払手数料 10 7,490 7,490 7,490 138 

活動費 11 6,440,262 6,440,262 944,891 139 

自動車費 12 180,381 180,381 0 140 

支払家賃 13 600,000 600,000 600,000 141 

福利厚生費 14 42,742 42,742 0 142 

租税公課 15    143 

雑費 16 405,544 405,544 64,640 144 

貸倒金 17 1,705,540 0 0 145 

通信費 18    146 

保険料 19 50,070 50,070 50,070 147 

支払手数料 20 1,680 1,680 1,680 148 

租税公課 21 218,600 218,600 218,600 149 

登録免許税 22 338,000 338,000 206,100 150 

郵送料 23 4,320 4,320 2,180 151 

不動産取得税 24 374,800 374,800 238,400 152 

内
訳 

本
部 

工事費用 25 2,160,658 2,160,658 0 153 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張しているものを抽出したものである。 
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平成20事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 
金額① 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（原告主張） 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（被告主張） 

連続

番号 

本件ホテル事業 26 172,013,072 172,013,072 116,983,072 154 

仕入 27 20,471,172 20,471,172 20,471,172 155 

外注加工費 28 12,434,836 12,434,836 12,434,836 156 

外活費 29 2,647,566 2,647,566 2,647,566 157 

給料・賃金 30 33,665,070 33,665,070 33,665,070 158 

荷造運賃費 31 107,040 107,040 107,040 159 

水道光熱費 32 14,013,093 14,013,093 14,013,093 160 

通信費 33 1,013,112 1,013,112 1,013,112 161 

旅費交通費 34 1,401,991 1,401,991 1,401,991 162 

広告宣伝費 35 1,050,854 1,050,854 1,050,854 163 

消耗品費 36 3,115,368 3,115,368 3,115,368 164 

修繕維持費 37 9,153,542 9,153,542 9,153,542 165 

損害保険料 38 290,090 290,090 290,090 166 

支払手数料 39 3,232,037 3,232,037 3,232,037 167 

活動費 40 7,195,000 7,195,000 165,000 168 

自動車費 41 656,202 656,202 656,202 169 

支払地代 42 2,446,500 2,446,500 2,446,500 170 

福利厚生費 43 1,658,803 1,658,803 1,658,803 171 

租税公課 44 3,795,800 3,795,800 3,795,800 172 

雑費 45 4,975,409 4,975,409 4,975,409 173 

雑損失 46 185,337 185,337 185,337 174 

貸倒金 47 295,000 295,000 295,000 175 

荷造運賃費 48    176 

旅費交通費 49    177 

消耗品費 50 172,320 172,320 172,320 178 

支払手数料 51 630 630 630 179 

自動車費 52 36,300 36,300 36,300 180 

租税公課 53    181 

雑費 54    182 

外注加工費 55    183 

修繕費 56    184 

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57 48,000,000 48,000,000 0 185 

本件モロコ事業 400 3,578,865 3,578,865 0 186 

仕入高 401 133,465 133,465 0 187 

荷造運賃費 402 14,200 14,200 0 188 

水道光熱費 403 42,570 42,570 0 189 

旅費交通費 404 69,280 69,280 0 190 

消耗品費 405 426,212 426,212 0 191 

修繕費 406 945,451 945,451 0 192 

支払手数料 407 3,665 3,665 0 193 

活動費 408 1,046,600 1,046,600 0 194 

自動車費 409 278,678 278,678 0 195 

支払賃料 410 105,000 105,000 0 196 

内
訳 

雑費 411 513,744 513,744 0 197 

合計（１＋26＋400） 58 191,428,522 189,722,982 120,785,900 198 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張しているものを抽出したものである。 
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（別表３－１） 

平成21事業年度の収益事業に係る収益の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

収益の額② 

（原告主張） 

収益事業に係る

収益の額② 

（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 13,060,595 13,565,873 13,565,873 199 

家賃 ２ 10,981,808 10,981,808 10,981,808 200 

共益費 ３ 120,000 120,000 120,000 201 

水道代 ４ 436,209 436,209 436,209 202 

レンタル料 ５ 82,000 82,000 82,000 203 

光熱費 ６ 88,400 88,400 88,400 204 

更新料 ７ 369,000 369,000 369,000 205 

保証人代 ８    206 

家具什器代 ９    207 

中古家電販売 10    208 

家賃（●●） 11 300,000 300,000 300,000 209 

１月ないし９月売上 12    210 

その他収入 13 357,238 0 0 211 

家
賃
等 

小計 14 12,734,655 12,377,417 12,377,417 212 

家賃（既居住者分） 15  901,000 901,000 213 

受取利息 16 480 456 456 214 

雑収入 17 314,460 287,000 287,000 215 

内
訳 

寄附金収入 18 11,000 0 0 216 

本件ホテル事業 19 139,730,232 139,730,232 139,730,232 217 

本件ホテル宿泊収入 20 85,092,279 85,092,279 85,092,279 218 

本件ホテル飲食収入 21 54,120,192 54,120,192 54,120,192 219 

本件駐車場賃貸収入 22 180,000 180,000 180,000 220 

本件ホテル販売収入 23 336,660 336,660 336,660 221 

内
訳 

受取利息 24 1,101 1,101 1,101 222 

本件モロコ事業 600 6,188,000 6,188,000 0 223 

売上げ 601 38,000 38,000 0 224 
内
訳 助成金 602 6,150,000 6,150,000 0 225 

合計（１＋19＋600） 25 158,978,827 159,484,105 153,296,105 226 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、「①」欄記載の金額のうち、原告の総勘定元帳の摘要欄記載事項等から収益事業に係る収益の

額と当事者が主張しているものを抽出したものである。 
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（別表３－２） 

平成21事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（原告主張） 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（被告主張） 

連続

番号 

本件建物貸付業 １ 10,306,151 10,306,151 6,158,516 227 

仕入 ２    228 

水道光熱費 ３ 389,730 389,730 389,730 229 

通信費 ４ 233,114 233,114 116,557 230 

旅費交通費 ５ 138,850 138,850 0 231 

広告宣伝費 ６    232 

消耗品費 ７ 61,138 61,138 61,138 233 

修繕費 ８ 2,124,275 2,124,275 2,124,275 234 

保険料 ９ 10,000 10,000 0 235 

支払手数料 10 4,935 4,935 4,935 236 

活動費 11 4,430,238 4,430,238 1,230,464 237 

自動車費 12 489,578 489,578 0 238 

支払家賃 13 600,000 600,000 600,000 239 

福利厚生費 14    240 

租税公課 15 4,000 4,000 4,000 241 

雑費 16 362,953 362,953 170,077 242 

貸倒金 17    243 

通信費 18    244 

保険料 19    245 

支払手数料 20    246 

租税公課 21 276,800 276,800 276,800 247 

登録免許税 22 524,000 524,000 524,000 248 

郵送料 23 2,340 2,340 2,340 249 

不動産取得税 24 654,200 654,200 654,200 250 

内
訳 

本
部 

工事費用 25    251 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張しているものを抽出したものである。 
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平成21事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（原告主張） 

収益事業に係る

原価・費用等の額

②（被告主張） 

連続

番号 

本件ホテル事業 26 149,155,095 149,155,095 119,439,289 252 

仕入 27 22,978,470 22,978,470 22,978,470 253 

外注加工費 28 10,932,634 10,932,634 10,932,634 254 

外活費 29 3,726,466 3,726,466 3,726,466 255 

給料・賃金 30 32,201,806 32,201,806 32,201,806 256 

荷造運賃費 31 42,670 42,670 42,670 257 

水道光熱費 32 13,667,083 13,667,083 13,667,083 258 

通信費 33 862,787 862,787 862,787 259 

旅費交通費 34 1,407,732 1,407,732 1,407,732 260 

広告宣伝費 35 552,095 552,095 552,095 261 

消耗品費 36 2,794,371 2,794,371 2,794,371 262 

修繕維持費 37 8,695,889 8,695,889 8,695,889 263 

損害保険料 38 282,680 282,680 282,680 264 

支払手数料 39 3,024,743 3,024,743 3,024,743 265 

活動費 40 6,760,825 6,760,825 2,045,019 266 

自動車費 41 757,052 757,052 757,052 267 

支払地代 42 2,446,500 2,446,500 2,446,500 268 

福利厚生費 43 2,010,249 2,010,249 2,010,249 269 

租税公課 44 4,855,140 4,855,140 4,855,140 270 

雑費 45 2,973,031 2,973,031 2,973,031 271 

雑損失 46 14,137 14,137 14,137 272 

貸倒金 47 74,910 74,910 74,910 273 

荷造運賃費 48    274 

旅費交通費 49    275 

消耗品費 50    276 

支払手数料 51 3,360 3,360 3,360 277 

自動車費 52    278 

租税公課 53    279 

雑費 54 5,000 5,000 5,000 280 

外注加工費 55 1,158,465 1,158,465 1,158,465 281 

修繕費 56 1,927,000 1,927,000 1,927,000 282 

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57 25,000,000 25,000,000 0 283 

本件モロコ事業 700 8,437,473 8,437,473 0 284 

仕入高 701 210,840 210,840 0 285 

荷造運賃費 702 605,795 605,795 0 286 

水道光熱費 703 1,362,931 1,362,931 0 287 

旅費交通費 704 2,319,054 2,319,054 0 288 

消耗品費 705 13,870 13,870 0 289 

修繕費 706 1,507,110 1,507,110 0 290 

支払手数料 707 1,588,456 1,588,456 0 291 

活動費 708 155,000 155,000 0 292 

自動車費 709 212,830 212,830 0 293 

支払賃料 710 239,400 239,400 0 294 

内
訳 

雑費 711 222,187 222,187 0 295 

合計（１＋26＋700） 58 167,898,719 167,898,719 125,597,805 296 

（注）１ 「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したものである。 

２ 「②」欄は、原告の総勘定元帳等の摘要欄記載事項等から収益事業に係る原価・費用等の額と当事者が主

張しているものを抽出したものである。 
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（別紙７） 

本件各事業年度の納付すべき税額（当裁判所の認定） 

《法人税》 （単位：円） 

項目 平成19事業年度 平成20事業年度 平成21事業年度 

収益事業に係る収益の額 １ 126,470,937 154,587,516 153,296,105 

収益事業に係る原価・費用等の額 ２ 108,631,211 120,785,900 125,597,805 

未納事業税の額 ３ － 1,216,800 1,068,200 

所得金額 

（１－２－３） 
４ 17,839,726 32,584,816 26,630,100 

納付すべき法人税額 ５ 4,711,700 9,135,200 7,029,000 

（注）平成20・21事業年度における各金額は、別紙２の別表１記載の金額と同額である。 

（注）平成19事業年度の収益事業に係る収益の額及び原価・費用等の額は、別表１・２記載のとおり。 
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別表１ 

平成19事業年度の収益事業に係る収益の額（当裁判所の認定） 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

金額 

① 

収益事業に係る 

収益の額 

② 

本件建物貸付業 １ 10,846,750 11,362,738 

家賃 ２ 2,304,200 2,304,200 

共益費 ３ 40,000 40,000 

水道代 ４ 93,130 93,130 

レンタル料 ５ 61,850 61,850 

光熱費 ６ 7,074 7,074 

更新料 ７ 123,000 123,000 

保証人代 ８ 115,700 115,700 

家具什器代 ９   

中古家電販売 10   

家賃（●●） 11   

１月ないし９月売上 12 7,885,601 7,885,601 

その他収入 13   

家
賃
等 

小計 14 10,630,555 10,630,555 

家賃（既居住者分） 15  516,000 

受取利息 16 595 583 

雑収入 17 215,600 215,600 

内
訳 

寄附金収入 18   

本件ホテル事業 19 110,385,445 110,385,603 

本件ホテル宿泊収入 20 77,614,970 77,614,970 

本件ホテル飲食収入 21 31,999,241 31,999,241 

本件駐車場賃貸収入 22 255,000 255,000 

本件ホテル販売収入 23 514,167 514,167 

内
訳 

受取利息 24 2,067 2,225 

本件Ｂ事業 100 4,722,596 4,722,596 

協賛金 101 4,722,323 4,722,323 内
訳 受取利息 102 273 273 

合計（１＋19＋100） 25 125,954,791 126,470,937 

（注）「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したもの。 

（注）塗り潰された欄が、別紙２の別表２－１と異なる部分である。 
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別表２ 

平成19事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額（当裁判所の認定） 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目

番号 

１～９月分 

（繰越額） 

Ｘ 

９月以降 

（記帳額） 

Ｙ 

合計金額 

（Ｘ＋Ｙ） 

① 

収益事業に

係る原価・費

用等の額② 

本件建物貸付業 １ 4,784,353 1,193,478 5,977,831 3,762,602 

仕入 ２ 64,641 0 64,641 64,641 

水道光熱費 ３ 336,056 128,176 464,232 464,232 

通信費 ４ 494,910 113,583 608,493 304,247 

旅費交通費 ５ 112,800 17,360 130,160 0 

広告宣伝費 ６ 82,613 24,000 106,613 30,461 

消耗品費 ７ 10,875 32,143 43,018 43,018 

修繕費 ８ 699,227 102,900 802,127 802,127 

保険料 ９ 50,070 0 50,070 50,070 

支払手数料 10 0 1,260 1,260 1,260 

活動費 11 1,683,000 564,000 2,247,000 953,855 

自動車費 12 329,845 44,304 374,149 0 

支払家賃 13 396,000 150,000 546,000 546,000 

福利厚生費 14 23,630 0 23,630 0 

租税公課 15 295,530 0 295,530 295,530 

雑費 16 198,156 13,747 211,903 198,156 

貸倒金 17 7,000 0 7,000 7,000 

通信費 18 0 2,005 2,005 2,005 

保険料 19     

支払手数料 20     

租税公課 21     

登録免許税 22     

郵送料 23     

不動産取得税 24     

内
訳 

本
部 

工事費用 25     

（注）「①」欄は、原告の総勘定元帳等から移記したもの。 

（注）塗り潰された欄が、別紙２の別表２－２と異なる部分である。 
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平成19事業年度の収益事業に係る原価・費用等の額（当裁判所の認定） 

《法人税》 （単位：円） 

項目 
項目
番号 

金額 
① 

収益事業に係る 
原価・費用等の額 

② 

本件ホテル事業 26 96,784,256 91,412,256 
仕入 27 15,178,193 15,178,193 
外注加工費 28 3,758,961 3,758,961 
外活費 29 1,787,105 1,787,105 
給料・賃金 30 30,588,215 30,588,215 
荷造運賃費 31 534,920 534,920 
水道光熱費 32 11,833,545 11,833,545 
通信費 33 824,339 824,339 
旅費交通費 34 1,144,536 1,144,536 
広告宣伝費 35 1,055,481 1,055,481 
消耗品費 36 5,352,968 5,352,968 
修繕維持費 37 4,692,226 4,692,226 
損害保険料 38 222,770 222,770 
支払手数料 39 1,446,026 1,446,026 
活動費 40   
自動車費 41 936,741 936,741 
支払地代 42 1,427,125 1,427,125 
福利厚生費 43 1,092,991 1,092,991 
租税公課 44 2,518,800 2,518,800 
雑費 45 8,682,383 3,310,383 
雑損失 46 10,000 10,000 
貸倒金 47   

荷造運賃費 48 1,280 1,280 
旅費交通費 49 2,250 2,250 
消耗品費 50 213,531 213,531 
支払手数料 51 1,260 1,260 
自動車費 52 960,000 960,000 
租税公課 53 2,488,700 2,488,700 
雑費 54 29,910 29,910 
外注加工費 55   
修繕費 56   

内
訳 

本
部 

業務委託管理費 57   

本件Ｂ事業 200 13,456,353 13,456,353 
外注加工費 201 9,083,013 9,083,013 
外活費 202 1,279,822 1,279,822 
給料・賃金 203 708,845 708,845 
荷造運賃費 204 52,000 52,000 
通信費 205 199,657 199,657 
旅費交通費 206 536,002 536,002 
消耗品費 207 319,891 319,891 
修繕費 208 94,602 94,602 
支払手数料 209 205,404 205,404 
福利厚生費 210 139,450 139,450 
雑費 211 84,307 84,307 

支払手数料 212 3,360 3,360 

内
訳 

本
部 活動費 213 750,000 750,000 

合計（１＋26＋200） 58 116,218,440 108,631,211 

（注）「①」欄は、原告の総勘定元帳から移記したもの。 

（注）塗り潰された欄が、別紙２の別表２－２と異なる部分である。 


